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研究要旨 

本研究は，建築物衛生法の適用を受けない 3000m2 未満の特定建築物の所有者等が，自主的に

衛生管理を行えるしくみを構築することにある。ビルオーナーの自主的な管理は空気環境管理，給水

の水質管理，清掃管理・ペストコントロールのほか，採用している設備に応じた点検等が挙げられる。こ

れらの確認を手間とコストをかけずに行う方法としてはセンサーデバイスを利用した常時モニタリングが

挙げられるが，IoT センサーデバイスネットワークの構築は導入のためのハードルが高い。一方で，最

小限の IoT デバイスを配置しつつ，執務者の目視情報や温熱感覚等を利用すること，かつ簡易な質

問で衛生環境の状態を把握できれば，高価な IoT センサーデバイスネットワークと同等もしくはそれ以

上の効果を期待することができる。また，こうしたデジタルデータをクラウドサーバー等に蓄積し，簡易

なダッシュボードに結果を表示できれば，建築環境衛生管理技術者あるいは環境衛生監視員等を増

員することなく監視範囲を拡大することが可能となる。このようなシステム：B-HERS（Building 

Hygiene Environment Rating System）を構築することが最終的な目標である。 

3 年計画の 1 年目は，全国 7 件のオフィスビルの物理環境測定及び主観者評価を実施・分析する

ことで，B-HERS のコア部分である物理環境の執務者主観評価による補完可能性を探るとともに，物

理要素の閾値設定のためのレーティング手法構築に向けた国内外の評価システム調査を行った。さら

に中規模建築物所有者等が自主的な衛生管理行動に移すための心理・評価モデルの構築に向けた

行動変容に関する予備調査を実施した。 

国内外の環境性能レーティングシステムを調査した結果，室内環境質評価システム（ALDREN），

LEED O+M，BREAM in Use，WELL v2, fitwel 等が有用であることがわかった。また，全国 7 カ所

のオフィス空間の温湿度，CO2 濃度，照度を長期・短期に測定するとともに，等価騒音レベル，浮遊微

生物，浮遊微粒子と主観評価調査（詳細な clo 値申告を含めた 66 問）を実施，詳細分析を実施し，温

熱感覚や空気環境，光環境，音環境の評価特性を把握するとともに適用可能性について基礎的な情

報を得ることができた。 
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A．研究目的 

建築物衛生法に基づく特定建築物の衛生環

境確保の範囲は，事務所を対象とする場合，用

途全体の約12％にしかすぎない（法人土地・建

物基本調査基づく推計）。すなわち，残り約

88％を占める中小建築物規模の事務所の衛生

環境は，良好な状態を維持できている保証はな

い。 

利用者の快適性や健康性，知的生産性向上な

ど，いわゆるウェルネスの向上が世界的にも注

目されている。また，感染症に対する建築的配

慮や災害時対応・BCPの視点においても，建築

物の環境衛生管理の重要性は益々高まってい

る状況にある。 

国立保健医療科学院では，これまで特定建築

物の管理基準の検証や空気調和設備等の適切

な運用管理手法の研究を進めてきた。その結果，

中規模建築物を対象とした厚労科研H29-R1で

は，以下の3点を課題として指摘されている。 

 中規模建築物では，室内空気中の真菌濃

度・化学物質濃度・CO2濃度基準を超える

事例が特定建築物よりも多い。 

 ペストコントロールについて，衛生環境上

問題となっている可能性が高い。 

 中規模建築物の給水管理について，遊離残

留塩素の検査や貯水槽の清掃・点検・検査

実施が比較的不十分な状況にある。 

こうした建築物衛生法が適用になる建築物

の範囲対象外にも監視体制を拡大し，広く建築

物の衛生環境を向上させるためには，中規模建

築物の特質を踏まえた維持管理手法の検討が

不可欠であると同時に，衛生管理に所有者等の

行動変容を促すような実効性・汎用性の高い自

主的な維持管理手法の構築が求められる。 

こうした課題に対応するため，中規模建築物

所有者等が自ら管理可能な，かつIoTとも親和

性の高い簡易評価システムを構築すること，そ

して簡易評価が困難な維持管理項目について，

自ら測定評価・維持改善対策が可能なガイドラ

インを作成することが本研究の目的である。 

健康障害に関連する建築物環境の物理要因

には，温湿度，空気，光，音・振動があり，化

学的要因には化学物質等の空気汚染質が，生物

学的要因にはウイルスを含む浮遊微生物やレ

ジオネラ属菌等がある。こうした要素は適切な

測定及び定量的評価をする必要があるが，一般

の建築物利用者が専用の機器を利用して環境

評価を行うことは難しい。一方で，常にその場

にいて人間の感覚（視覚，聴覚，触覚，味覚，

嗅覚，温熱感覚等）をセンサー替わりにするこ

と（利用者簡易環境診断）が可能であれば，建

築物衛生管理のバリエーションは拡大する。

IoTを活用すれば個々人の簡易環境診断の情報

収集は容易であり，クラウドに集めたデータか

ら個々の建築物の衛生状態をわかりやすくレ

ーティングすることにより，建築物環境衛生管

理技術者もしくは環境衛生監視員等の人的資

源を増員せずとも，よりきめ細やかな建築物衛

生環境の維持管理が可能となる（図1）。 

利用者簡易環境診断とは，図1に示すように

①スマートフォン等を用いて10項目以内の簡

単な質問を定期的（数日～1か月の範囲）にプ

ッシュ送信，②人間の感覚で知り得る要素（温

熱感覚，嗅覚，衛生害虫等の発見記憶等）を収

集，③主観評価とは別にローコストセンサーを

用いて連続的に温湿度，二酸化炭素，等価騒音

レベル，照度，浮遊微粒子等のデータを収集，

④これらを総合的に分析して健康影響を及ぼ

し得る環境要素をレーティングする，⑤テナン

トオーナー，ビルオーナー，施設管理者あるい

は建築物環境衛生管理技術者・環境衛生監視員

等に情報を提供することで，国民の安全・健康

を維持増進させる，という一連の流れが可能と

なる。このようなシステム：B-HERS（Building 
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Hygiene Environment Rating System）を構

築することが本研究の最終的な目標である。こ

の目的を達成するため，本年度は既存建築物の

衛生環境と主観評価の調査，国内外の室内環境

性能レーティングシステム及び知的生産性の

評価手法の調査および健康と室内環境にまつ

わる行動変容に関する検討を実施した。 

 

B. 研究方法 

B1. 既存建築物の衛生環境詳細調査及び主

観評価手法の検討 

物理要素と人間の感覚との整合性あるいは

相関関係・因果関係を明らかにするため，既存

建築物オフィス内（全国7件）の温湿度，照度，

等価騒音レベルを長期実測するとともに，冬期

に浮遊微粒子濃度，浮遊微生物，水質調査，照

明光に関する詳細調査と執務者主観評価を同

時に行う。 

B2. 国内外の室内環境性能レーティングシ

ステム及び知的生産性の評価手法の調査 

 B-HERS のレーティングシステムに応用す

ることを目的として，国内外の省エネルギー・

環境性能評価レーティングシステムや IEQ（室

内環境質）モデルを調査する。また，産業保健

分野で開発されている労働生産性ツールも調

査する。これらのツールを，健康・知的生産性，

室内環境，水質管理の立場からその内容につい

て分析評価を実施する。 

B3．健康と室内環境にまつわる行動変容に関

する検討 

 建築物衛生環境は，普段気が付きにくいいわ

ゆる非知覚型環境影響要素であることから，問

題が顕在化する前に予防行動を促すことが重

要である。そのためにはいくつかのステージで

行動変容を促すしくみを実装することが求め

られる。行動変容に関わる分野として Health 

Behavior あるいは Behavioral Science，

Nudge Theory 等に関する先行研究調査を実

施した。 

 

C. 研究結果 

C1. 既存建築物の衛生環境詳細調査及び主観

評価手法の検討 

室内温湿度の長期連続測定結果から，中規模

建築物は 18-28℃の範囲に収まらない場合も

あり，相対湿度に関しては，低湿側で空気環境

衛生基準を満たしていないことが明らかとな

った。中規模以下建築物は感染症対策としての

窓開けを実施している例が多く，そのことが要

因である。主観温湿度申告はばらつきが多く，

81％の回答者が室内温度よりも低い申告をし

ており，逆に相対湿度は 81％の回答者が実際

の室内相対湿度よりも高いと感じていること，

さらに湿度の満足度は絶対湿度との相関があ

ることが確認できた。 

 光環境に関しては，労働安全衛生法・事務所

衛生基準規則で照度の基準がある。今回測定し

た物件は LED 光源が多く，相関色温度も白色

（4000～5000K）の範囲が多かった。クルイト

フ曲線（相関色温度と照度とから光環境の快適

性を判断する曲線）上では，すべての測定物件

で快適範囲に入っていた。一方，一部で平均演

色性評価数が 80 を下回る物件があった。 

 音環境に関しては，等価騒音レベルで 50～

60dB(A)となっており，小声会話が存在するレ

ベルの騒音状態であった。空調機器騒音やプリ

ンター等のモーター機器に対する不満率は 18

～26％程度で高くなく，音環境全体の不満率

は 19％とそれほど高くなかった。 

 空気環境に関しては，CO2濃度，浮遊微粒子

濃度，浮遊微生物濃度と執務者の空気質に対す

る主観評価を用いて分析を行った。執務者の

CO2呼出量から換気量を推定し，すべての測定

建物で 30m3/h/person を満たしていることを
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確認した。浮遊微粒子濃度は粒径 1.0～3.0μm

の範囲で換気量と有意に相関があり，また中性

能フィルタが利用されていない換気設備を使

っている建築物では，窓開放を併用しているこ

ともあり個数濃度が高めであることがわかっ

た。浮遊微生物に関しては日本建築学会規準の

基準値以下であった。空気質に関しては空気の

汚れ感と換気量は有意に相関があり，満足度と

も関連することがわかった。臭いに関して不満

率は低く，微生物濃度の低さや換気量が確保さ

れている状況から判断すると妥当な評価であ

ることが示された。 

C2. 国内外の室内環境性能レーティングシ

ステム及び知的生産性の評価手法の調査 

室内環境質（IEQ）評価モデルとして，欧州

連合（EU）の ALDREN プロジェクト提案し

ている TAIL スキームを中心に調査を行った。

このモデルは建物内の温熱環境，音環境，室内

空気環境，光環境の 4 項目の評価とともに，こ

れらの 4 項目を統合した総合的な IEQ の評価

格付けを行うシステムである。また，このシス

テムは健康リスクと快適性の評価スキームが

具体的に詳細に提案されており，本研究での最

終成果に対して非常に参考になる情報である

ことがわかった。そのほか，イギリスの

BREAM in Use，アメリカの WELL v2，LEED 

O+M, GBAC STAR, fitwel について調査分析

した。LEED O+Mでは①最低限の室内空気質，

②たばこコントロール，③室内環境質の効率，

④統合的ペストコントロールの 4 項目が，

GBAC STAR では①施設における感染症対策

および②監査・検査が，fitwel では室内空気質

の管理・測定，結果の共有，統合的ペストコン

トロール，遮光，室温，水質等の多数の項目が

含まれていることがわかった。特に fitwel は

水質項目が考慮されているが，水道水の衛生状

態を反映する残留消毒剤（建築物衛生法では遊

離残留塩素濃度の基準値がある）に関連する項

目は含まれていないことがわかった。 

C3．健康と室内環境にまつわる行動変容に関

する検討 

ナッジ理論を含めた行動変容研究について

文献レビューを行い，公衆衛生分野における行

動変容研究の動向や，建築物衛生管理行動を促

すための Web アプリの開発・活用に資する情

報の整理を行った。 

室内環境の維持管理を対象とした研究は，省

エネルギーに関するものを除くと少なく，知見

が不十分であること，健康や生産性の向上など

の観点からの動機付けや便益費用の整理が必

要であること等が明らかになった。また，デジ

タルツールの利用について検証されている研

究は海外で実施されたものしかなく，国内で実

装されているツールとは MINDSPACE 要素

が異なっている。今後も引き続き内容分析を進

める。 

 

D.考察 

D1. 既存建築物の衛生環境詳細調査及び主

観評価手法の検討 

D1.1 温熱・湿度環境 

長期測定結果から，特定建築物と中規模建築

物の設備仕様および外部との接続度合い（低層

建築物のため，地盤に近く，また開口部開放を

行うことが多い）が温湿度環境形成に大きく影

響していることが明らかとなった。温度は中央

管理空調方式の特定建築物では変動が小さい

一方で，その他建物は 9～10 時に 20ºC を下回

る建物もあった。相対湿度は，中央管理空調方

式の 2 件は中央値が約 40%であり，中規模建

築物は 40％以下の物件が多数であった。 

今回測定した物件は全てオープンプランオ

フィスであり，休憩スペースを除いて温度の平

面分布に大きな温度むらはなかった。平均放射
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温度は殆どの建物でペリメータ部が低く，放射

環境への配慮が必要だと考えられる。上下温度

分 布 は 多 く の 建 物 で Δ t ＝ 3K 以 内

（F.L.+100mm と F.L.+1,100mm の差）とな

っているが，中規模建築物で開口部を開放して

いる場合にΔt が大きく，F.L.+100mm の位置

で 17.7ºC となる建物もあった。 

温湿度環境の満足度については室内温湿度

と正の相関が見られ、温度環境の満足度は「足

元の温度環境」・「気流感の有無」と有意な相関

があり、湿度環境の満足度も「空間の湿り程度」

と有意な相関があった。寒冷側申告率・乾燥側

申告率については室内平均温湿度と負の相関

があり、例えば、構築するレーティングシステ

ムにおいて乾燥側申告率が 50%を超過したと

きに対策を講じる等の運用の可能性が示され

た。 

D1.2 光環境 

照度は，事務所衛生基準規則で 300Lx 以上

にすることが求められているが，今回測定した

7 つのオフィスはいずれもこの基準をクリア

していた。にもかかわらず一部で暗いと評価す

る執務者も居り，その要因はランプ光源の色度

偏差或いは演色性にあると推測された。スペー

スの明るさ感と光環境の違和感のクロス集計

結果に対しχ2 乗検定を行った結果，両者は独

立ではなく有意に関連性があることがわかっ

た。85％の執務者はパソコン画面をまぶしく

ないと申告しており，また光環境の違和感の原

因でもないことが明らかとなった。 

D1.3 音環境 

 日常的な空気環境管理では，CO2濃度変動を

把握すればよいが，CO2 自体無臭であるため，

執務者はその発生量もしくは濃度を定量的に

感知することができない。一方，うるささ感は

人間の聴覚を利用することができ，それが空気

汚染レベルと相関するのであれば，補助手段と

して空気清浄度の推定に利用することも可能

と考えた。等価騒音レベル（dB(A)）と会話時

間(h)，及び内外 CO2濃度差を説明変数として，

重回帰分析してみたところ，補正決定係数

0.7713，分散分析による有意確率は p=0.0634

となり，一定程度の水準で予測可能であること

がわかった。 

D1.4 空気環境 

オフィスの換気量を執務者の CO2 呼出量か

ら推定できることを明らかにした。しかしなが

ら，オープンプランオフィスは天井面吹出，天

井面排気が多く，ショートサーキットに伴う呼

吸域局所換気効率低下の危険性がある。また，

中央式空調設備を採用している特定建築物は，

浮遊微粒子個数濃度が低い傾向にあること，換

言すれば中小規模建築物の方が，微粒子濃度が

高めに推移する傾向にあることがわかった。直

接外気導入が原因と推定される。また，嗅覚に

基づく換気量の良否判断は，今回は殆ど匂いを

感じないという結果になった。 

D1.5 水質環境 

一部の中規模建築物から採取した試料は残

留塩素濃度が基準値より下回っていた。また，

同一の混合水栓から冷水および温水を採水し

た建築物では，温水の遊離・結合・全残留塩素

濃度はすべて冷水よりも低いことがわかった。

濁度はいずれの建築物もほぼゼロに近い値で

あり，目視確認はできなかった。従属栄養細菌

数は特定建築物 C および中規模建築物全てで

確認され，一部中規模建築物のトイレ用手洗い

水にて暫定目標値を超えていた。全菌数は全て

の建築物で比較的高い濃度であった。 

 水道水質に関する主観評価では，「まずい」

「ややまずい」とした回答者の大半は異臭味を

指摘しており，「かび臭」1 名を除いては「化学

物質臭」または「不明臭」であった。異臭が水

質判断の手段の一つになるが，塩素消毒に由来
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するカルキ臭や給水装置・給水用具に由来する

樹脂臭や溶媒臭の判別等に課題を残している。

一方，蛇口やシンク周り（水道水），洗面器（ト

イレ）の汚れは目視確認できる。 

D2. 国内外の室内環境性能レーティングシ

ステム及び知的生産性の評価手法の調査 

室内環境質（IEQ）の評価システムとしてEU 

ALDREN プロジェクトの TAIL スキーム，EU 

iBRoad プロジェクトのロードマップ，UNEP

グローバル・アライアンスのビルディングパス

ポートが挙げられる。このうち， TAIL スキー

ムは，①Thermal (T) environment（温熱環境），

②Acoustic (A) environment（音環境），③

Indoor air (I) environment（室内空気環境），

④Luminous (L) environment（光環境）の 4

つの環境を評価するシステムであり，物理測定

あるいは測定結果の入力によりレーティング

可能であり，今回検討しているシステムに応用

可能である。また，EN-16798-1 および WHO

の空気質ガイドラインに基づいたレーティン

グが色表示されるしくみとなっている。 

 IPM（統合的ペストコントロール）や水質に

関しては，LEED O+M で IPM が，GBAC 

STAR では感染症対策が，fitwel では IPM，水

質が含まれており，特に fitwel は水道の資機

材等を由来とする金属類や日和見感染の原因

となるレジオネラへの対処が盛り込まれてい

た。一方，水道水の衛生状態を反映する残留消

毒剤に関連する項目は、いずれも含まれていな

かった。 

D3．健康と室内環境にまつわる行動変容に関

する検討 

室内環境の維持管理における行動変容の枠

組み構築には，対象者が直接的かつ容易に空調

方式や制御システムを管理・コントロールでき

るか否かは重要である。また，ある人にとって

好ましい温湿度制御は，他者にとっては不快感

や健康影響，生産性低下等を引き起こす可能性

もある。このため，個人の意思決定により安易

に室内環境を調節することは必ずしも「良い方

向」であるとは言えない場合があることに一定

の配慮が必要である。 

 IoT システムに関連して，デジタルツールを

利用したナッジ事例について調査した。海外で

は MINDSPACE 要素のPriming，Ego，Norms，

Commitments 要素が多く利用されているが，

国内では Incentives が最多であった。文化や

慣習，意識の違いが要因であると推測される。

また，デジタルツールの開発・運用にあたって

は，ナッジだけでなくブーストも取り入れた検

討が必要であろう。特に，無関心層に対しては，

個人の知識（コンピテンシー，リテラシー）を

向上させるようなプログラムをデジタルツー

ルに組み込んだり，デジタルツールの活用にあ

たって，利用者に研修会を行ったりするなどの

工夫が求められる。 

 

E.結論 

3 年計画の 1 年目は，全国 7 件のオフィスビ

ルの物理環境測定及び主観者評価を実施・分析

することで，B-HERS のコア部分である物理

環境の執務者主観評価による補完可能性を探

るとともに，物理要素の閾値設定のためのレー

ティング手法構築に向けた国内外の評価シス

テム調査を行った。さらに中規模建築物所有者

等が自主的な衛生管理行動に移すための心理・

評価モデルの構築に向けた行動変容に関する

予備調査を実施した。以下に項目ごとに検討課

題を列挙する。 

E1. 既存建築物の衛生環境詳細調査及び主

観評価手法の検討 

E1.1 温熱・湿度環境 

温湿度環境は，建築物規模や外皮の断熱性

能（特にガラス外皮），空調・換気設備のレベ
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ル，開口部の開閉可能性などに，建築物の規

模・構造が与える要因について一定程度把握

することができた。 

また，執務者の主観評価により評価可能な

温熱感・湿度管理項目を検討した結果，温度

の管理には「足元の温度環境の寒冷側申告

率」，相対湿度の管理には「空間の湿り程度」

が有効である可能性が示された。一方，皮膚

疾患やドライアイなどの過乾燥の愁訴につな

がりうる相対湿度は，実際よりも高湿側に申

告する執務者が多いことがわかった。今回の

調査は物件数 7 件，回答者総数 121 名と限ら

れているため，一般化するためには更なる規

模の調査が必要である。 

E1.2 光環境 

照度自体は，照明設計自体それほど難しく

ないため一定水準以上のレベルに容易に到達

できることがわかった。昼光利用などの建築

的対応はほとんど考慮されていないことが要

因の一つとして挙げられる。ただし，オープ

ンプラン型のオフィスでは省エネルギーの観

点から人検知型の照明点灯方法が導入されつ

つあり，今後の建築物省エネルギー化の動向

に注意しておく必要がある。また，心理的ス

トレスや知的生産性に与える影響は小さくな

い。建築物衛生法環境管理項目にない項目で

あっても一定の水準を確保できる枠組みは準

備しておく必要があるだろう。 

E1.3 音環境 

オフィス空間の音環境の満足度からオフィ

ス空間の衛生環境を含めた質を把握・推定す

るため，騒音計を用いて実測調査するととも

に主観者評価を行った。検討の結果，今回測

定した 7 つのオフィスの等価騒音レベルは平

均値で 55dB(A)を下回り，WELL 認証では 1

ポイントを得られること，また B，C，D の 3

オフィスについては 2 ポイント得られるレベ

ルにあることがわかった。 

主観者評価では，オフィス毎に他人の会

話・電話・オンライン会議や交通騒音を気に

する人が見られたが，コピー機等の OA 機器

や空調騒音は気にならない執務者が多かっ

た。また，これらの騒音要素と音環境の満足

度については，会話・電話等が影響している

ものの有意差は得られなかった。一方で，空

気清浄度の評価項目である微粒子個数濃度と

等価騒音レベルの関連については，粒径 0.5

～3.0μm の微粒子個数と相関が高いこと，ま

た等価騒音レベルと平均会話時間とで，一人

当たり換気量を推定できる可能性があること

を示した。 

E1.4 空気環境 

従前から指摘されているように中小規模建

築物のほうが空気汚染の可能性があることは

今回の実測からも改めて確認できた。この原

因は換気設備の差（フィルター）や接地型で

住宅に近い設備や換気対応（窓開け等による

自主的な調整）等の違いに起因するものと考

えられ，今後，維持管理する際のポイントに

なり得ると考えられる。ただ，こうした建築

規模特有の特徴や等価騒音レベルなどの活用

等を見込むと，センサー選定次第では，現状

よりもより詳細な空気環境情報の取得は可能

になると思われる。 

主観者評価では，空気汚れが換気量や空気

質と関連があることが推測された。体質，健

康状態や温熱・湿気環境等の他の物理要素の

複合影響も含め，今後さらに検討を進める。 

E1.5 水質環境 

給水環境ならびに給水水質に着目して検討

した結果，塩素臭も異臭味の一つとして認識

されることが課題として残った。一方，水道

水の濁りや色は給水装置や給水用具の腐食や

劣化，細菌の再増殖等に由来する可能性があ
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るため，主観評価としても利用可能である。

一方で，こうした視覚や嗅覚に基づく判断で

はなく，浄水器設置が水道水の飲用の判断材

料となることが懸念され，適切なチェック項

目の設定とレーティングが必要である。 

E2. 国内外の室内環境性能レーティングシ

ステム及び知的生産性の評価手法の調査 

国内外の室内環境・知的生産性評価及びレ

ーティングシステムについて，関係諸機関の

評価文書や報告書，関連論文等の調査を行っ

た。室内環境質（IEQ）を評価するモデルの

うち，EU ALDREN プロジェクトの TAIL ス

キームは，もともとオフィスとホテルを評価

対象としており，健康リスクと快適性の評価

スキームが具体的かつ詳細に提案されている

ため，B-HERS の評価スキームに対して最も

有力であることがわかった。 

 IPM および水質に関しては，LEED O+M

や fitwel 等で考慮されているが，建築物衛生

法で定める残臭消毒剤は含まれていないこと

がわかった。諸外国の対応で十分なのか否か

は実測調査および主観調査の検討を踏まえて

判断していく必要があるだろう。 

E3．健康と室内環境にまつわる行動変容に関

する検討 

ナッジ理論を含めた行動変容研究に関する

文献レビューにより，参考とすべき室内環境

の維持管理を対象とした既往研究は案外少な

いことが明らかとなった。健康や生産性の向

上の観点からの動機付けや便益費用を考慮し

た評価構造モデルあるいは心理プロセスのモ

デル化を本研究の中で構築していくことが必

要である。 
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10.1111/ina.13164. 

2) 東 賢一. シックビルディング症候群に

関連するオフィスビルの室内環境要因. 

クリーンテクノロジー 32(11), 1−4, 

2022. 

 

2．学会発表 

1) Azuma K. Indoor air quality and health 
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2) 東 賢一. 室内空気環境対策総論－室内

環境における健康リスク要因とその対策

について－. 第 32 回日本産業衛生学会全

国協議会シンポジウム:新型コロナ感染症

と室内空気環境対策, 札幌, 2022 年 9 月

30 日. 

3) 本間義規，東賢一，小林健一，島崎大，

阪東美智子，下ノ薗慧．国内外における

既存建物の環境性能レーティングシステ

ムの収集・整理．第 46 回人間-生活環境
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図 1 中規模建築物所有者等が自主管理可能な衛生環境の簡易評価のしくみ 
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図 2 研究フロー 

 

 

 

 

 

 



- 11 - 
 

厚生労働省科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
「中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究」 

分担研究報告書 
 

温湿度・光・音・空気環境の実測調査結果および執務者の主観評価手法に関する検討 
 

代表研究者  本間 義規  国立保健医療科学院 統括研究官 
分担研究者  下ノ薗 慧  国立保健医療科学院 研究員 
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研究要旨 
建築物環境における物理的要因には，温湿度，空気，光，音・振動，化学的要因には化学物質等

の空気汚染質が，(微)生物学的要因にはウイルスを含む浮遊微生物やレジオネラ属菌等の影響が考

えられる。こうした要素は適切な測定及び定量的評価をすればよいが，一般の建築物利用者が専用

の機器を利用して環境評価を行うことは難しい。一方で，常にその場にいて人間の感覚（視覚，聴

覚，触覚，味覚，嗅覚，温熱感覚等）をセンサー替わりにすることができれば，建築物衛生管理の

バリエーションは拡大する。以上のような背景のもと，既存建築物オフィス内（全国 7 件）の温湿

度，照度，騒音レベルの長期実測を行うとともに，執務者の主観評価を同時に行って，物理要素と

人間の感覚との整合性あるいは相関関係・因果関係を明らかにすることを目的とする。 
室内温湿度の長期連続測定結果から，中規模建築物は 18-28℃の範囲に収まらない場合もあり，

相対湿度に関しては，低湿側で空気環境衛生基準を満たしていないことが明らかとなった。中規模

以下建築物は感染症対策としての窓開けを実施している例が多く，そのことが要因である。主観温

湿度申告はばらつきが多く，81％の回答者が室内温度よりも低い申告をしており，逆に相対湿度は

81％の回答者が実際の室内相対湿度よりも高いと感じていること，さらに湿度の満足度は絶対湿度

との相関が確認できた。 
 光環境は，労働安全衛生法・事務所衛生基準規則で照度の基準がある。今回測定した物件は LED

光源が多く，相関色温度も白色（4000～5000K）の範囲が多かった。クルイトフ曲線（相関色温度

と照度とから光環境の快適性を判断する曲線）上では，すべての測定物件で快適範囲に入っていた。

一方，一部で平均演色性評価数が 80 を下回る物件があった。心理的温熱感に対する光環境のクロ

ス影響は引き続き検討を行う。 
 音環境に関しては，等価騒音レベルで 50～60dB(A)となっており，小声会話が存在するレベル

の騒音状態であった。空調機器騒音やプリンター等のモーター機器に対する不満率は 18～26％程度

で高くなく，音環境全体の不満率は 19％とそれほど高くなかった。また，等価騒音レベルと会話時

間，CO2濃度とから換気量の推定を試みた。 
 空気環境に関しては，CO2 濃度，浮遊微粒子濃度，浮遊微生物濃度と執務者の空気質に対する

主観評価を用いて分析を行った。執務者の CO2 呼出量から換気量を推定し，すべての測定建物で

30m3/h/person を満たしていることを確認した。浮遊微粒子濃度は粒径 1.0～3.0μm の範囲で換気

量と有意に相関があり，また中性能フィルタが利用されていない換気設備を使っている建築物では，

窓開放を併用していることもあり個数濃度が高めであることがわかった。浮遊微生物に関しては日

本建築学会規準の基準値以下であった。空気質に関しては空気の汚れ感と換気量は有意に相関があ

り，満足度とも関連することがわかった。臭いに関して不満率は低く，微生物濃度の低さや換気量

が確保されている状況から判断すると妥当な評価であることが示された。



- 12 - 
 

2-1. 建物概要と長期室内環境測定 
A. 研究目的 
本研究では、7 件の建物を対象として室内環

境の測定ならびに執務者を対象とした主観評価

調査を実施する。本節では 7 件の建物概要なら

びに冬期の室内環境測定結果を示す。 
 

B. 研究方法 
B.1. 建物概要 
本研究で対象とする建物概要を表 2-1-1 に示

す。室内環境測定と主観評価調査を実施する。

本研究では全国各地に建つ 7件の建物を対象に

室内環境の測定ならびに執務者に対する主観評

価調査を実施した。A から C は特定建築物、D
から G は中小規模建築物に該当する。いずれも

用途は事務所であり、A と C は中央管理空調方

式、その他は個別管理空調方式であった。換気

方式は A と D が第 1 種熱交換換気、B が外調

機、その他は第 3 種換気であった。 
 

B.2. 室内環境測定 
室内環境測定の概要を表 2-1-2、各建物にお

ける長期測定用の測定機器設置位置を図 2-1-1
に示す。長期測定では CO2濃度・温度・相対湿

度、照度、騒音レベルを測定した。また、温度

と相対湿度から Tetens の式 1)（式 2-1）より、

飽和水蒸気圧・水蒸気分圧を算出し、絶対湿度

に換算した。2022 年の夏期から測定している建

物もあるが、本報では冬期として 2022 年 12 月

から 2023 年 3 月までの結果を集計した。 
 

C. 研究結果 
C.1. 温度・相対湿度・絶対湿度・CO2濃度 
はじめに、温度・相対湿度・絶対湿度・CO2

濃度の月別測定値を図 2-1-2 に示す。本図は A
～C が営業（月～金）の 9～18 時の結果、D～

F が営業日（月・火・木・金・土）の 9～18 時

の結果、G が営業（月～金）の 10～18 時の結

果を示している（営業日・営業時刻については

以降の章・節で共通）。 
A においては時期による変動は小さく、各中

央値は温度が約 25ºC、相対湿度が約 40%、絶対

湿度が約 8g/kg[DA]、CO2 濃度が約 650～
770ppm であった。 

B においては温度の中央値は時期に変動は小

さく 24～25ºC であった。一方で相対湿度・絶

対湿度は時期による変動が大きく 2月の相対湿

度の中央値は 25%、絶対湿度の中央値は

4.8g/kg[DA]であり、月別では最低値であった。

なお、CO2濃度の中央値は 12 月が 717ppm で

あったが、1～3 月は 800ppm を超えており、

12 月と比較して高くなっていた。 
C においては温度・相対湿度・絶対湿度の時

期による変動は小さく、各中央値は温度が約

25ºC、相対湿度が約 35%、絶対湿度が約

7g/kg[DA]であった。一方で CO2濃度の中央値

は 1 月が 928ppm、3 月が 808ppm と時期によ

る変動が見られた。 

表 2-1-2 長期室内環境測定の概要 
【長期測定】 
1) CO2濃度・温度・相対湿度：T&D TR-76Ui, 10 分間隔, 1 点設置 
2) 照度：Onset CO-MX1104, 1 分間隔, 1 点設置 →前 10 分間平均値として集計 
3) 騒音レベル：DAIKIN, 10 分間隔, 1 点設置 

表 2-1-1 調査建物の概要 
建物 所在地 延床面積(m2) 竣工年 階数 測定階数 空調※1 換気※2 

A 北海道札幌市 25 289.2 1995 B1–16F 10F AHU+CAV 第 1 種 HEX 
B 宮城県仙台市 6 799.6 1991 B1–8F 7F PAC OHU 
C 東京都新宿区 93 996.5 2011 B2–35F 22F AHU+VAV 不明 
D 北海道札幌市 1 372.7 2018 3F 2F PAC 第 1 種 HEX 
E 熊本県熊本市 973.4 不明 3F 3F PAC 第 3 種 
F 石川県金沢市 805.5 不明 1F 1F PAC 第 3 種 

G–1 
東京都中央区 472.5 不明 3F 

2F 
PAC 第 3 種 

G–2 3F 
※1 AHU: 空気調和機, CAV: 定風量単一ダクト方式, PAC: パッケージエアコン, VAV: 変風量単一ダクト方式 
※2 OHU: 外調機, HEX: 全熱交換器 
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D においては温度の中央値は約 26～27ºC で

あったが、1 月は 30.4ºC まで上昇している時間

帯もあった。相対湿度の中央値は約 20%である

が、12～2 月の各月平均値は約 16～18%、3 月

の平均値は約 22%と 12～2 月と比較してやや

高い傾向であった。なお、CO2濃度の中央値は

800～900ppm と時期による変動は小さい。 
Eにおいては温度の中央値は12月が25.2ºC、

3 月が 26.7ºC と上昇傾向であり、3 月の最高値

は 29.8ºC であった。相対湿度の中央値は各月と

も約 30%であるが、3 月の上旬と下旬では相対

湿度に差があったことから、第一四分位点と第

三四分位点の差が他の月と比較して大きくなっ

ている。なお、なお、CO2濃度の中央値は約 600
～700ppm と時期による変動は小さい。 

Fにおいては温度の中央値は12月が23.1ºC、

3 月が 24.1ºC と上昇傾向であった。一方で対湿

度の中央値は各月とも約 30%であるが、3 月の

下旬では相対湿度が上昇していた。なお、CO2

濃度の中央値は約600ppmと時期による変動は

小さい。 
G においては 2 階の温度の中央値は約 22～

23ºC、3 階の温度の中央値は約 24ºC であり、3
階の温度は 2 階の温度と比較して高い。この要

因の一つとして階段室を経路とした隙間風が挙

げられる。相対湿度の中央値は各回とも 20～
30%であり、時期による変動は小さい。なお、

CO2濃度については在室人数による影響が大き

く 2 階の中央値が約 550～650ppm であるのに

対して 3 階の中央値は約 600～750ppm と 3 階

の方が高くなった。また、3 階の CO2濃度の中

央値は 12 月が 580ppm、2 月が 759ppm と上

昇傾向であった。 
次に、12～3 月の営業日・営業時刻における

温度・相対湿度・絶対湿度・CO2濃度の測定結

果を図 2-1-3 に示す。中央管理空調方式である

A と C は温度の幅が小さいが、個別管理空調方

式である建物は温度の幅が大きく、D では 30º
C 超、G では 16ºC 未満となる時間もあった。

また、A と C の相対湿度・絶対湿度の平均値は

他の建物と比較して高い結果であった。CO2濃

度は在室人数の影響もあるが、B・C・D の中央

値が800ppmを超えており他の建物と比較して

高い傾向にあった。 

最後に、温度・相対湿度・絶対湿度・CO2濃

度の時刻別測定結果を図 2-1-4 に示す。本図は

1時間につき6回の計測値を12～3月で集計し、

箱ひげ図で示している。 
A においては 9～10 時の温度の中央値が

24.4ºC と営業時刻内では最低値であったもの

の、営業時刻内の中央値はいずれも約 25ºC と

変動は小さい。また、相対湿度は温度変化に伴っ

て変動しており、9～10 時の相対湿度の中央値

が 44%と最高値であった。なお、CO2濃度の中

央値はいずれも約 700ppm と変動は小さい。 
B においては温度の中央値はいずれも約 24

～25ºC と変動は小さいが、20.6ºC まで低下す

る日や 27.5ºC まで上昇する日など日によって

温度に差がある。CO2 濃度の中央値は 12～13
時に低下するが午前・午後のいずれも上昇傾向

にある。なお、相対湿度・絶対湿度の中央値は

30～35%・約 6～7g/kg[DA]と変動は小さい。 
C においては時期による変動は小さく、各中

央値は温度が約 25ºC、相対湿度が約 35%、絶対

湿度が約 7g/kg[DA]、約 800～900ppm であっ

た。なお、3 月下旬に相対湿度が 50%程度となっ

ていたことから相対湿度・絶対湿度の最高値が

高くなっている。 
D においては温度は 11～12 時をピークに変

動している。営業時刻内の中央値はいずれも 26
～27ºC と変動は小さいが、11～12 時に 30.4ºC
まで上昇する日もある。CO2 濃度は 12～14 時

に低下しているが、午前・午後のいずれも上昇

傾向にある。なお、相対湿度・絶対湿度・CO2

濃度の中央値は約 20%・約 3.5～4.0g/kg[DA]と
変動は小さい。 

E においては 9～10 時の温度の中央値が

24.3ºC と営業時刻内では最低値であり、当該時

刻に 19.8ºC まで低下する日もあった。10 時以

降の温度は約 25～26ºC で推移している。相対

湿度の中央値は約 30%で変動は小さいが、温度

が上昇しているため絶対湿度は時間とともに上

昇傾向にある。CO2 濃度は 12～14 時に低下し

ているが、午前・午後のいずれも上昇傾向にあ

る。 
F においては 9～10 時の温度の中央値が

21.7ºC と営業時刻内では最低値であり、当該時

刻に 17.1ºC まで低下する日もあった。11 時以
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降の温度は約 24ºC で推移している。相対湿度

は時間とともに低下傾向にあるが、絶対湿度は

温度が上昇していることから変動は小さい。な

お、CO2濃度の中央値は約 600ppm と変動は小

さい。 
G においては 2 階の温度の中央値は約 22ºC

であり変動は小さいが、3 階の 10～11 時の温

度の中央値は 21.3ºC と営業時刻内では最低値

であり、15.7ºC まで低下する日もあった。11 時

以降の温度の中央値は単調増加であり、17～18
時には 24.7ºC であった。相対湿度・絶対湿度の

中央値は各階とも約 20%、約 3～4g/kg[DA]と
変動は小さい。CO2 濃度の中央値は約 600～
700ppm で変動は小さい。 
C.2. 照度 
照度の時刻別測定結果を図 2-1-5、照度のヒ

ストグラムを図 2-1-6 に示す。時刻別測定結果

は 1時間につき 6回の平均計測値を 12～3月で

集計し、箱ひげ図（95%ile, 75%ile, 50%ile, 
25%ile, 5%ile）で示している。ヒストグラムは

12～3 月の営業日・営業時刻の結果を示してい

る。 
A においては照度の中央値は 11～12 時を

ピークに変動している。これは人工照明を基本

としながら自然照明の影響が表れていると考え

られるが、11～12 時の中央値は 832lx、18 時の

中央値は 783lx と変動は小さい。また、ヒスト

グラムによると、750～1000lx となる時間が

608 時間の内、約 99%を占めている。 
B においては 12～13 時、18 時を除いて照度

の中央値は 877～892lx と変動は小さい。12～
13 時は休憩時間の消灯、18 時は 18 時前の退勤

日があることが影響しており、5%ile 値も小さ

くなっている。また、ヒストグラムによると、

750～1000lx となる時間が 607 時間の内、約

82%となっているが、前述の消灯を除けばほと

んどすべての時間で750～1000lxとなっている。 
C においては 12～13 時を除いて照度の中央

値は 520～553lx と変動は小さい。12～13 時は

休憩時間の消灯が影響しており、5%ile 値も小

さくなっている。また、ヒストグラムによると、

500～750lxとなる時間が205時間の内、約90%
となっているが、前述の消灯を除けばほとんど

すべての時間で 500～750lx となっている。 

D においては照度の中央値は約 800lx である

が、11～12 時をピークに変動している。これは

人工照明を基本としながら自然照明の影響が表

れていると考えられる。ヒストグラムによると、

750～1000lx となる時間が 628 時間の内、約

94%となっている。 
E においては照度の中央値は約 800lx である

が、15 時以降に照度の中央値が低下する傾向が

見られた。これは自然照明の影響が表れている

と考えられる。ヒストグラムによると、750～
1000lx となる時間が 702 時間の内、約 97%と

なっている。 
F においては照度の中央値は約 750lx であり、

変動は小さい。照度の 5%ile が約 400lx となっ

ているが、2 月中旬頃に一定期間の 400lx の時

間が続いていたことから当該期間は測定機器直

近の照明が消灯されていた可能性がある。この

影響もあり、ヒストグラムによると、601 時間

の内、約 82%が 750～1000lx であったものの

500lx 以下の時間帯が約 7%あった。 
G においては照度の中央値は約 700lx であり、

変動は小さい。ヒストグラムによると、500～
750lx となる時間が 365 時間の内、約 79%と

なっている。 
C.3. 等価騒音レベル 
騒音レベルの時刻別測定結果を図 2-1-7、騒

音レベルのヒストグラムを図 2-1-8 に示す。時

刻別測定結果は 1 時間につき 6 回の計測値を

12～3 月で集計し、箱ひげ図で示している。ヒ

ストグラムは 12～3 月の営業日・営業時刻の結

果を示している。 
時刻別測定結果によると、B の 12～13 時・

17 時以降、G–1 の 16 時以降に騒音レベルの低

下が見られるものの、多くの建物において時間

的変動は見られなかった。 
ヒストグラムによると、A・B・D・E・G–1 に

おいて 50～55dB[A]、C・F・G–2 において 55
～60dB[A]が最頻値であった。60dB[A]以上が

観測される建物もあり、その比率は F では 708
時間の内、約 13%、G–2 では 364 時間の内、約

10%であった。 
 

D. まとめ 
本節では、本研究で対象とする建物の概要と
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長期室内環境測定の結果を示した。 
対象とする建物は日本全国に建つ 7 件（特定

建築物：3 件、中小規模建築物 3 件）である。

なお、特定建築物 3 件の内、2 件が中央管理方

式の空調であった。 
長期室内環境測定は 2022 年 12 月から 2023

年 3 月の結果を集計した。長期室内環境測定結

果によると、温度は中央管理空調方式の建物に

おいて変動の小さい環境が形成されていた一方

で、その他建物は 9～10 時に 20ºC を下回る建

物があった。また、相対湿度についても中央管

理空調方式の 2 件は中央値が約 40%であり、そ

の他の建物と比較して高い傾向にあった。CO2

濃度は在室人数による影響が多いが、時間の経

過とともに上昇する建物も見られた。照度は測

定位置の影響もあるが自然照明の影響はほとん

どなく時間的変動は見られなかった。なお、期

間平均照度が最も低かった建物で 498lx、最も

高かった建物で 861lx であった。騒音レベルも

時間的変動は見られなかった。なお、期間平均

騒音レベルが最も低かった建物で 51.3dB[A]、
最も高かった建物で 58.0dB[A]であった。 
本結果は後述の主観評価の分析の際に利用

する予定である。 
 

E. 参考文献 
1) Tetens, O.: Uber einige meteorilogische 
Begriffe.Z Geophys. 6, pp. 297–309, 1930. 
 

F. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 
2. 学会発表 

なし 
3. 著書 

なし 
 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

予定なし 
 

  



- 16 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■測定対象エリア ●CO2濃度・温度・相対湿度 ●照度 ●騒音レベル 

A 

B 

C 

E 

F 

G–1 

図 2-1-1 長期測定用の測定機器設置位置 
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A（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時, N = 718h） 

B（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時, N = 719h） 

C（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時, N = 719h） 

D（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時, N = 684h） 

E（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時, N = 702h） 
図 2-1-2-1 温度・相対湿度・絶対湿度・CO2濃度の月別測定結果（A – E） 
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F（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時, N = 709h） 

G–1（2022/12/7 – 2023/2/15, 営業日 10 – 18 時, N = 366h） 

G–2（2022/12/7 – 2023/2/15, 営業日 10 – 18 時, N = 366h） 
図 2-1-2-2 温度・相対湿度・絶対湿度・CO2濃度の月別測定結果（F – G） 

図 2-1-3 温度・相対湿度・絶対湿度・CO2濃度の測定結果（12 – 3 月, 営業日・営業時刻） 
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A（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時） 

B（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時） 

C（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時） 

D（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時） 
図 2-1-4-1 温度・相対湿度・絶対湿度・CO2濃度の時刻別測定結果（A – D） 
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E（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時） 

F（2022/12/1 – 2023/3/31, 営業日 9 – 18 時） 

G–1（2022/12/7 – 2023/2/15, 営業日 10 – 18 時） 

G–2（2022/12/7 – 2023/2/15, 営業日 10 – 18 時） 
図 2-1-4-2 温度・相対湿度・絶対湿度・CO2濃度の時刻別測定結果（E – G） 
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A (N = 608h) B (N = 607h) C (N = 205h) D (N = 628h) 

E (N = 702h) F (N = 601h) G–1 (N = –) G–2 (N = 365h) 
図 2-1-5 照度の時刻別測定結果（12 – 3 月） 

A (N = 608h) B (N = 607h) C (N = 205h) D (N = 628h) 

E (N = 702h) F (N = 601h) G–1 (N = –) G–2 (N = 365h) 
図 2-1-6 照度のヒストグラム（12 – 3 月, 営業日・営業時刻） 
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A (N = 717h) B (N = 624h) C (N = 708h) D (N = 681h) 

図 2-1-7 騒音レベルの時刻別測定結果（12 – 3 月） 

A (N = 717h) B (N = 624h) C (N = 708h) D (N = 681h) 

E (N = 699h) F (N = 708h) G–1 (N = 362h) G–2 (N = 364h) 

E (N = 699h) F (N = 708h) G–1 (N = 362h) G–2 (N = 364h) 
図 2-1-8 騒音レベルのヒストグラム（12 – 3 月, 営業日 9 – 18 時） 
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2-2. 温湿度に関する詳細測定と主観評価結果 
A. 研究目的 
本節では温湿度に着目して室内環境の詳細

測定ならびに主観評価調査を実施した。本節の

前半では室内の温湿度平面分布・上下温度分布・

黒球温度を測定した結果を報告する。本節の後

半では主観評価調査の集計結果を報告するとと

ともに温湿度に着目して執務者の主観評価によ

り適切に室内環境を評価可能な項目を検討した。 
 

B. 研究方法 
室内環境測定の概要を表 2-2-1 に示す。詳細

測定は 2023 年 2 月から 3 月の期間の内、1 日

を選定して 10～16 時に測定した。温湿度は平

面分布を把握するため、複数点に機器を設置し

1 分間隔で測定した。また、上下温度分布と黒

球温度はペリメータとインテリアに各 1点設置

し 1 分間隔で測定した。なお、本節では平均放

射温度による評価を実施しているが、平均放射

温度（𝑡௥ഥ）は下記式から算出した。 

𝑡௥ഥ =  ቈ൫𝑡௚ + 273൯
ସ

+
1.1 ∗ 10଼ ∗ 𝑣௔

଴.଺

𝜀௚ ∗ 𝑑଴.ସ
൫𝑡௚ − 𝑡௔൯቉

ଵ
ସ

− 273 

ここに、𝑡௚: 黒球温度(ºC) 

𝑣௔: 気流速度(m/s) 
𝜀௚: 平均放射率 

𝑑: 黒球の直径 
𝑡௔: 空気温度(ºC) 

式中の気流速度は空気環境 6項目測定で測定

した平均値を使用した。なお、図 2-2-1 には、

各建物における長期測定用の測定機器設置位置

を示すが、温湿度は最大で 7 点設置しており、

「長期」と記載されているものは本章 1 節で設

置している長期室内環境測定用の測定機器であ

る。A・B・C・D・F では当機器も 1 分間隔で

測定したデータがあるため併せて分析する。 
主観評価調査の概要（温湿度環境、個人特性

のみ）を表 2-2-2 に示す。主観評価調査は詳細

測定と同日に実施し、温湿度環境のほか、着座

位置と回答者属性を調査した。121 名から回答

を得たが、G–2 は 2 名である。調査票について

は別紙の Q–1、Q–2、Q–10 を参照されたい。な 

表 2-2-1 室内環境詳細測定の概要（温湿度環境関する項目のみ） 
【詳細測定】 
1) CO2濃度・温度・相対湿度：T&D TR-76Ui, 1 分間隔, 最大 7 点設置 
2) 上下温度分布：ESPEC RSW-21S, F.L.+100, F.L.+600, F.L.+1 100, F.L.+1 700, 1 分間隔, 

ペリメータ・インテリア各 1 点設置 
3) 黒球温度：柴田科学 グローブサーモメータ―75mm・T&D TR-71Ui, F.L.+1 100, 1 分間隔, 

ペリメータ・インテリア各 1 点設置 
4) 空気環境 6 項目：柴田科学 IES-5000, 1 分間隔, 1 点設置 

表 2-2-2 主観評価調査の概要（温湿度環境・個人特性） 
【温度環境】 
1) 現在居る空間の予想温湿度：記述回答 
2) 足元の温度環境：7 件法・単一回答 
3) 手の温度感覚：7 件法・単一回答 
4) 気流の有無：4 件法・単一回答 
5) 温度環境の満足度：7 件法・単一回答 →「不満側」の場合、理由：5 件法・単一回答 
【湿度環境】 
1) 乾燥感の有無：2 件法 →「有」の場合、乾燥部位：9 件法・複数回答 
2) 空間の湿り程度：7 件法・単一回答 
3) 静電気の有無：4 件法・単一回答 
4) 湿度環境の満足度：7 件法・単一回答 →「不満側」の場合、理由：5 件法・単一回答 
【個人特性】 
1) 年齢層 2) 性別 3) 勤務年数 4) 勤務地以前の居住地 5) 主観評価調査当日の体調 
6) 主観評価調査直前の行動 7) 暑がり・寒がり 8) 着衣状態 9) 回答者本人の喫煙の有無 
10) 回答者の同居人の喫煙の有無 11) 既往症歴 12)業務の集中度 13) 終業時の疲労の有無 14) 住居形態 
15) 自宅の築年数 16) 自宅居間の暖房装置 17) 自宅居間の設定温度 18) 自宅居間の暖房利用時間 
19) 自宅の温熱環境の満足度 20) 通勤時間 21) 主観評価調査当日の出勤時刻 
22) 主観評価調査当日の退勤予定時刻 
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お、主観評価調査は 121 名から回答を得た。し

かし、G–2 は回答者数が 2 名であったことから

「C.2. 主観評価調査」では結果を示すが、「C.3. 
主観評価による温湿度管理手法の検討」では分

析対象外とし、単純に G と示している。 

 

C. 研究結果 
C.1. 室内環境の詳細測定 
温度・相対湿度・絶対湿度の詳細測定結果を

図 2-2-2 に示す。本図は測定点毎に 10～16 時

の平均値を算出し、全測定点の内、最高値・中

央値・最低値を示している。 
A においては温度の最低値が 22.9ºC である

が、これは 6 番（図 2-2-1 参照、以降同様）の

測定値である。6 番は休憩スペースであり、他

の測定点よりも温度が低くなった可能性がある。

6 番を除けば 24.5～25.0ºC であった。相対湿度

の最高値は 48%であるが、これは 6 番の測定値

である。前述のとおり温度が低い点であったた

め、相対湿度が高くなったと考えられる。6 番

を除けば 39～42%であった。 
B においては平面分布が小さく、温度は 25.0

～25.2ºC、相対湿度は 31～34%であった。 
C においては温度の最低値が 24.8ºC であり、

他の点よりも低くなっているが、これは 4 番の

測定値である。4 番は休憩スペースであり、他

の測定点よりも温度が低くなった可能性がある。

4 番を除けば 25.4～25.6ºC であった。なお、相

対湿度は 35～37%であった。 
D においては温度の最高値が 25.8ºC（長期測

定用機器）、最低値が 24.7ºC（5 番）であり、測

定点により 1K 程度の差があった。25ºC を下

回ったのは 1 番、2 番、5 番であるが、いずれ

も室入口付近の測定点であることから廊下から

の冷気による影響である可能性がある。なお、

相対湿度は 29～33%であった。 
E においては温度の最高値が 26.5ºC（5 番）、

最低値が 25.8ºC（4 番）であった。詳細測定日

の最高外気温度が約 23ºC であったことからペ

リメータに設置した 5番が最高値を記録してい

る。なお、相対湿度は 38～39%であった。 
F においては平面分布が小さく、温度は 23.7

～24.2ºC、相対湿度は 29～31%であった。 
G の 2 階においては温度の最高値が 27.3ºC

となっているが、これは 2 番の測定値である。

2 番は机上面に測定機器を設置していたが、直

上に空調機器が設置されていたことから空調吹

出し空気の影響によるものと考えられる。2 番

を除けば 20.6～21.2ºC であった。相対湿度の最

高値は 12%であるが、これは 2 番の測定値であ

る。前述のとおり温度が高い点であったため、

相対湿度が低くなったと考えられる。2 番を除

けば 18～21%であった。G の 3 階においては平

面分布が小さく、温度は 21.9～22.4ºC、相対湿

度は 22～25%であった。 
平均放射温度の測定結果を図 2-2-3 に示す。

本図は 10～16 時に測定した温度・黒球温度・

気流速度の平均値から平均放射温度を算出して

示している。本測定は冬期に実施していること

から多くの建物でペリメータの温度が低くなっ

ている。一方で E においては詳細測定日の最高

外気温度が約 23ºC であったことからペリメー

タの方が高くなった。 

上下温度分布の測定結果を図 2-2-4 に示す。

温図は 10～16 時の最高値・平均値・最低値を示

している。測定時期の影響もあるが、G の

F.L.+100mm（ペリメータ）の平均温度は 17.7 ºC
であった。その他の建物の F.L.+100mm（ペリ

メータ）でも平均温度は 22ºC 以上であった。

また、ASHRAE（米国暖房冷凍空調学会）の

ASHRAE551)では、上下温度分布は着座状態で

F.L.+100mm と F.L.+1,100mm の位置の温度差が

3K 以内となるよう推奨しているが、G を除いた

6 件で達成している。 

C.2. 主観評価調査 
C.2.1. 温度環境 
温度環境に関する主観評価結果を図 2-2-5～

図 2-2-9 に示す。足元の温度環境は全体で 38%
の回答者が寒冷側の回答であった。特に B・F・
G では過半数の回答者が寒冷側の回答であった。

手の温度感覚は全体で 27%が寒冷側・42%が温

暖側であり、温暖側の方が高い結果であった。

特に A では 75%の回答者が温暖側の回答で

あった。一方で F・G では過半数の回答者が寒

冷側の回答であった。気流の有無は全体で 36%
の回答者が気流感有の回答であった。気流感有

の回答率が最も高いのは G であり、窓開け換気

を実施していたことが要因と考えられる。温度
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環境の満足度は全体で 40%の回答者が不満側・

39%が満足側の回答であった。満足度側の回答

率が最も高いのは E（82%）、最も低いのは G
（0%）であった。なお、不満側の回答であった

60名の理由については図2-2-9に示すとおりで

あり、F と G では「暖かくしたい」という回答

が最多であった一方で、C・D・E は「涼しくし

たい」・「やや涼しくしたい」という回答が最多

であった。 
C.2.2. 湿度環境 
湿度環境に関する主観評価結果を図 2-2-10

～図 2-2-14 に示す。乾燥感の有無は全体で 49%
の回答者が乾燥感有の回答であった。特に B と

G で乾燥感有の回答が多く、B では 75%の回答

者が乾燥感有の回答であった。空間の湿り程度

は全体で 58%の回答者が乾燥側の回答であっ

た。また、B と G で乾燥側の回答が多いことか

ら乾燥感の有無と概ね同等の結果であると考え

られる。静電気の有無は全体で 31%の回答者が

静電気有の回答であった。湿度環境の満足度は

全体で 35%の回答者が不満側・36%の回答者が

満足側の回答であった。満足側の回答率が最も

高いのは E（82%）、最も低いのは G–2（0%）

であった。なお、不満側の回答であった 51 名の

理由については図 2-2-14 に示すとおりであり、

ほとんどの回答者が「加湿したい」・「やや加湿

したい」という回答であった一方で、「やや除湿

したい」・「除湿したい」と回答した回答者は 4
名であった。 
C.3. 主観評価による温湿度管理手法の検討 

C.1.および C.2.で得られた結果を基に、執務

者の主観評価により適切に室内環境を評価可能

な項目を検討する。はじめに、回答者が室内温

湿度環境を正しく認識しているかを判定するた

めに、温湿度の測定値と回答者の予想温湿度の

相関を図 2-2-15～図 2-2-16 に示す。有効な回

答が得られた 112 名の内、約 57%が±3K・約

88%が±5K 以内の回答、相対湿度も 112 名の

内、約 36%が±5%RH・約 61%が±10%RH 以

内の回答であり、概ね回答者は温湿度環境を正

しく認識していると考えられる。しかし、D に

おいて室内温度が 26.5ºC であるのに対して

18ºC と回答がある場合や F において室内相対

湿度が 27%であるのに対して 70%と回答があ

る場合など個人差が大きい結果となった。また、

温度は約 81%の回答者が室内温度よりも低く

回答している一方で、相対湿度は約 81%の回答

者が室内相対湿度よりも高い回答であり、冬期

の湿度環境を管理するうえでは危険側の回答で

あった。 
次に、満足度に影響する因子を判定するため

に、室内温湿度と満足側回答率の関係を図 2-2-
17、足元の温度環境・手の温度感覚・気流感の

有無と満足度の関係を図 2-2-18～図 2-2-20・表

2-2-3～表 2-2-6、空間の湿り程度と満足度の関

係を図 2-2-21・表 2-2-6 に示す。室内温度と満

足側回答率の関係には正の相関が見られ、満足

側回答率は平均温度が最も高い E では 82%、平

均温度が最も低い G では 0%であった。室内相

対湿度・室内絶対湿度と満足度の関係には正の

相関が見られ、満足側回答率は平均絶対湿度が

最も高い E では 82%、平均絶対湿度が最も低い

G では 0%であった。また、足元の温度環境・手

の温度感覚・気流感の有無と満足度の関係なら

びに空間の湿り程度と満足度の関係によると、

有意水準を 0.05 としたときのカイ二乗検定の

独立性の検定によると、温度環境の満足度は「足

元の温度環境」・「気流感の有無」と有意な相関

があり、湿度環境の満足度も「空間の湿り程度」

と有意な相関があった。また、残差分析による

と足元の温度環境で寒冷側の申告をする回答者

の不満側の回答は有意に高く、空間の湿り程度

で乾燥側の申告をする回答者の不満側の回答も

有意に高い。 
最後に、全回答者数に対する足元の温度環境

が寒冷側の回答・空間の湿り程度が乾燥側の回

答である回答者数の比と平均温湿度の相関を図

2-2-22 に示す。F.L.+100mm の温度が最も低い

G では寒冷側申告率が高く、特にペリメータで

は全回答者が寒冷側の申告であった。また、い

ずれの建物においてもペリメータの寒冷側申告

率がインテリアの寒冷側申告率よりも高く、平

均放射温度・上下温度分布の測定値と相関が見

受けられる。さらに、温度と寒冷側申告率・相

対湿度と乾燥感申告率にはいずれも負の相関が

見られた。例えば、図 2-2-23 によると、A では

平均相対湿度が約 40%RH の時に乾燥側申告率

が約 50%となっていることから、構築するレー
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ティングシステムにおいて乾燥側申告率が

50%を超過したときに対策を講じる等が考えら

れることから、これらの申告率は温湿度の維持

管理に利用できる可能性がある。 
 

D. まとめ 
本節では温湿度に着目して執務者の主観評

価により適切に室内環境を評価可能な項目を検

討するために、(1)室内環境の詳細測定、(2)主観

評価調査、(3)主観評価による温湿度管理手法の

検討を実施した。 
(1)室内環境の詳細測定では温湿度の平面分

布、平均放射温度、上下温度分布を測定した。

本研究で対象とした 7件の建物では休憩スペー

スを除いて温湿度の平面分布は大きくなく最大

でも 1.1K（D）であった。平均放射温度は冬期

に実施していることから多くの建物でペリメー

タの温度が低くなっている。上下温度分布は多

くの建物で F.L.+100mmと F.L.+1,100mmの位置

の温度差が 3K 以内となっているが、

F.L.+100mm の位置で 17.7ºC となる建物もあっ

た（G）。 
(2)主観評価調査では足元の温度環境、手の温

度感覚、気流感の有無、乾燥感の有無、空間の

湿り程度、静電気の有無に関して集計結果を示

すとともに温湿度環境の満足度を示した。温度

環境の満足度は 121 名の回答者の内、40%の回

答者が不満側・39%が満足側の回答であった。

湿度環境の満足度は 121 名の回答者の内、35%
の回答者が不満側・36%の回答者が満足側の回

答であった。 
(3)主観評価による温湿度管理手法の検討で

は、執務者の予想温湿度、温湿度環境の満足度、

寒冷側申告率・乾燥側申告率に着目した温湿度

管理手法を検討した。執務者の予想温湿度につ

いては概ね回答者は温湿度環境を正しく認識し

ていると考えられるが、個人差が大きいことや

相対湿度は危険側の予想をする回答者が多いこ

とが課題として挙げられた。温湿度環境の満足

度については室内温湿度と正の相関が見られ、

温度環境の満足度は「足元の温度環境」・「気流

感の有無」と有意な相関があり、湿度環境の満

足度も「空間の湿り程度」と有意な相関があっ

た。寒冷側申告率・乾燥側申告率については室

内平均温湿度と負の相関があり、例えば、構築

するレーティングシステムにおいて乾燥側申告

率が 50%を超過したときに対策を講じる等の

運用の可能性が示された。 
本節では、温湿度に着目して執務者の主観評

価により適切に室内環境を評価可能な項目を検

討したが、温度の管理には「足元の温度環境の

寒冷側申告率」、相対湿度の管理には「空間の湿

り程度」が有効である可能性が示された。しか

し、物件数は 7 件、回答者数は 121 名であり、

汎用的に適用するためには更なる調査が必要で

ある。今後は夏期の調査も実施し、中小規模建

築物における衛生的環境の維持管理手法を構築

する予定である。 
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■測定対象エリア ●CO2濃度・温度・相対湿度 ●上下温度分布・黒球温度 

A 

B 

C 

E 

F 

G–1 

図 2-2-1 長期測定用の測定機器設置位置 
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図 2-2-2 温度・相対湿度・絶対湿度の詳細測定結果（10 – 16 時） 

図 2-2-3 平均放射温度（10 – 16 時の平均値） 
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A B C D 

E F G–1 G–2 
図 2-2-4 上下温度分布（10 – 16 時） 

図 2-2-5 足元の温度環境 

図 2-2-7 気流の有無 

図 2-2-6 手の温度感覚 

図 2-2-8 温度環境の満足度 
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図 2-2-9 温度環境不満側回答者の理由 

図 2-2-10 乾燥感の有無 

図 2-2-12 静電気の有無 

図 2-2-14 湿度環境不満側回答者の理由 

図 2-2-11 空間の湿り程度 

図 2-2-13 湿度環境の満足度 
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A B C D 

E F G  
図 2-2-15 室内温度測定値と回答者の予想温度 

A B C D 

E F G  
図 2-2-16 室内相対湿度測定値と回答者の予想相対湿度 
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図 2-2-17 室内温湿度と満足側回答率 

図 2-2-18 足元の温度環境と満足度 

図 2-2-20 気流感と満足度 

図 2-2-19 手の温度感覚と満足度 

図 2-2-21 空間の湿り程度と満足度 
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表 2-2-3 温度環境の満足度と 
足元の温度環境 

  温度環境の満足度 
  不満側 中立 満足側 
足元の 
温度 
環境 

寒冷側 30 (+) 9 6(–) 
中立 13 (–) 12 38 (+) 
温暖側 3 5 3 

カイ二乗検定(独立性の検定)：p < 0.001 
残差分析 (+)：有意に高い (–)：有意に低い 

表 2-2-4 温度環境の満足度と 
手の温度感覚 

  温度環境の満足度 
  不満側 中立 満足側 
手の 
温度 
感覚 

寒冷側 16 8 7 
中立 14 7 16 
温暖側 16 11 24 

カイ二乗検定(独立性の検定)：p = 0.236 
残差分析 未実施 

表 2-2-5 温度環境の満足度と 
気流感の有無 

  温度環境の満足度 
  不満側 中立 満足側 

気流感 
の有無 

有 24 (+) 6 12 
無 22 (–) 20 35 

    
カイ二乗検定(独立性の検定)：p = 0.009 
残差分析 (+)：有意に高い (–)：有意に低い 

図 2-2-22 室内平均温湿度と寒冷側申告率・乾燥側申告率 

表 2-2-6 湿度環境の満足度と 
空間の湿り程度 

  湿度環境の満足度 
  不満側 中立 満足側 
空間の 
湿り 
程度 

湿潤側 4 0 2 
中立 6 (–) 11 27 (+) 
乾燥側 31 (+) 24 14 (–) 

カイ二乗検定(独立性の検定)：p < 0.001 
残差分析 (+)：有意に高い (–)：有意に低い 
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2-3. 光環境に関する詳細測定と主観評価結果 
A. 研究目的 
光環境については建築物衛生法上の制約は

ないが，労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57
号）に基づく事務所衛生基準規則（昭和 47 年労

働省令第 43 号）では，事務所作業を前提とした

空気環境，照度，騒音及び振動，清潔，休養，

救急用具等に関する規定が定められている 1)。  
令和4年3月1日厚生労働省令第29号では，

照度の基準について，『室の作業面の照度を一般

的な事務作業 300 ルクス以上，付随的な事務作

業 150 ルクス以上に適合させること』に改正さ

れた。事務所則で定める照度の基準は，明るさ

不足に伴う眼精疲労や視環境の悪さに伴う悪姿

勢による上肢障害等の健康障害を防止する観点

から，面積要件等に関わらず全ての事務所に対

して適用される。 
平成 4 年には，事業者が講ずべき快適な職場

環境の形成ための措置に関する指針（平成 4 年

労働省告示第 59 号，以下，「快適職場指針」）が

示され，視環境を快適な状態に維持管理するた

めの措置が取り上げられている（図 2-3-1）。照

度，輝度対比，不快グレアに言及しているもの

の具体的な数値基準は示されていない。 
 
 
 
 
 
 
図 2-3-1 作業環境を快適な状態に維持管理す

るための措置 (３) 視環境 
  
デスクワークにおける光環境すなわち視環

境の良否は，心理的ストレス或いは知的生産性

低下に影響する。オフィス空間は常に人工光源

を利用することから光源選択が重要であるが，

建築的要件である昼光利用の有無，内装反射・

グレアなどの適切な設計のほか，情報機器作業

の衛生管理も重要である。 
本研究では，全国 7 か所のオープンプランニ

ングオフィス（OPO）の照明環境について，照

度，相関色温度，色度偏差，演色性評価数を測

定するとともに，合計 121 名の執務者に対して

光環境に対する 5 つの主観評価調査を行い，オ

フィススペースの光環境の状況と執務者の明る

さ感を把握することを目的とする。 
 
B. 研究方法 
長期測定は表 2-1-2 に示す照度計（ONSET 

HOBO MX1104 0～167,731 lux, 精度±10％)
を用いて，オフィス内の代表点１点に設置，１

分間隔で照度（Lux）のサンプリングを行った。

詳細測定では，さらにオフィス内の執務者デス

ク上の照度をオフィス床面積に応じて 2～3 点

の追加測定を行った。また，相関色温度，色度

偏差，演色性評価数はスペクトロメーター

（SEKONIC SPECTROMETER C700，定常光

照度 1 ～ 200,000lux, 相関色温度 1,600 ～

40,000K，確度，照度指示値の±5％，相関色温

度±4MK-1)を用いて，オフィスの床面積に応

じて執務者デスク上 6～10 点の測定を行った。 
 光環境に関する主観評価質問項目を表 2-3-1
に示す光環境に関して，明るさ感や満足度等，

5 項目について質問した（表 2-3-1）。 
このうち Q4-2（光環境に対する違和感），Q4-

4（パソコン画面のまぶしさ），Q4-5（光環境の

満足度）は，マイナス評価をした回答者に，違

和感やまぶしさの原因を質問，不満に思ってい

る回答者にはどのように改善したいかについて

も回答を求めた。 
デスクワークでは，対象がクリアに見えるこ

とが第一条件である。これが確保されなければ

ストレスや心理的不安を引き起こし知的生産性

低下につながることも懸念される。空間の明る

さ評価は作業面照度のみからは推定できないた

め，輝度やグレアで評価する必要がある。また，

人工光源下では，ランプ光色の心理的効果も重

要であり，その意味で相関色温度や演色性評価

数も照明設計で扱う要素となっている。照明環

境基準・同解説（日本建築学会環境基準）で推

奨されている事務作業設計規準の抜粋を表 2-3-
2 に示す 2)。同文献では，好ましい色温度と照

度の関係としてクルイトフ曲線が用いられてお

り，今回測定したオフィス空間がクルイトフ曲

線の好ましい範囲に入っているかどうか確認す

る。また，色度偏差 duv の許容幅は，相関色温

度に応じた色度偏差の設定値±0.006 となって

『作業に適した照度を確保するとともに、視野内

に過度な輝度対比や不快なグレアが生じないよ

うに必要な措置を講ずること。また、屋内作業場

については、採光、色彩環境、光源の性質などに

も配慮した措置を講ずることが望ましいこと。』 
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おり 5) ，この点についても確認する。 
 
C. 研究結果 
C1.相関色温度・照度・色度偏差 
今回測定した 7件の建築物のオフィス空間の

相関色温度および照度の測定結果をクルイトフ

曲線（図 2-3-2）にプロットした。7 件とも望ま

しい範囲に含まれていることがわかる。E 及び

G は空間平均的に暖かみを帯びた雰囲気に近い

一方，A，B，F は相関色温度の変化が少ないか

わりに照度の幅が大きいため，一部に冷たい雰

囲気に近い場所が存在することがわかる。 
図 2-3-3 に測定した 7 件のオフィスの色度偏

差の状況を示す。色度偏差の許容値は JIS 
Z9112-2019 に規定されており，（1）式で計算で

きる。 
 

𝑑𝑢𝑣 = 57700 × ቀ
ଵ

்
ቁ

ଶ
− 44.6 × ቀ

ଵ

்
ቁ + 0.0085 ± 0.006    

(1) 

 

duv が黒体放射軌跡より上側すなわちプラス

側の場合，光色は緑味を帯び，マイナス側の場

合赤紫味を帯びるため，同じ色温度でも印象が

変化する。 
 測定した duv を見てみると，ほぼプラス側す

なわち緑味側になっていることがわかる。この

うち，B および G は比較的緑味を帯びる側にあ

り，E は黒体放射軌跡に近いことがわかる。 
 
C2.光環境主観評価 明るさ感 
現在居るスペースの明るさ感 7地点121名全

体の結果を図 2-3-4 に示す。「4 暗くも明るくも

ない」が全体の 57％を占めており，「6 明るい」

21％，「3 やや暗い」11％と続くが，明るい側（選

択肢 5 以上）が 32％で「暗い側」（選択肢 3 以

下）の 12％より多い。 
図 2-3-5 に７つのオフィス空間の明るさ感申

告を示す。多重比較（Steel-Dwass 法）では，

オフィス間に有意差は認められなかった。また

Q10-1 回答者の年代とのクロス集計結果につい

てχ2 乗検定（独立性検定）を実施したところ，

p=0.905（互いに独立）という結果になった。 
図 2-3-6 に各オフィスの照度分布，図 2-3-7 に

相関色温度，図 2-3-8 に色度偏差，図 2-3-9 に

平均演色評価数を示す。各々多重比較（Tukey-
Kramer 法）を行っている。 
非常に明るいという申告のある D，E につい

てみてみると，D については，照度は平均的で

あるが色温度 4900K でむらが極めて小さく，

色度偏差が小さめという特徴があり，E につい

ては照度が高く（平均値 1387Lx），色度偏差が

小さく，平均演色性評価数が高い（平均 87.4Ra）。
逆に「2．暗い」という申告のある B は平均

1130Lx で低くないものの，色度偏差が大きめ

で平均演色性評価数が低い（平均 81.2Ra）。 
Q4-2-1 で光環境の違和感の要因を聞いてい

るが，窓から光の入り具合（40％），天井の照明

器具の配置（47％）となった。視野角内の輝度

分布，天井面輝度は重要な設計項目であり，

32％の執務者にとっては（ここでは中小規模建

築物 D,E が対象）照明器具配置あるいは開口部

からの採光方法を工夫することが必要と考えら

れる。 
 
D. 考察 
表 2-3-3 にスペースの明るさ感と光環境の違

和感のクロス集計結果を示す。χ2 乗検定の結

果，両者は独立ではなく有意に関連性があるこ

とがわかる。図 2-3-10 にパソコン画面のまぶし

さについて聞いているが，85％はまぶしくない

と申告しており，また光環境の違和感とパソコ

ン画面のまぶしさのクロス集計結果から，両者

は関連性がみられない（独立である）ことから，

違和感の原因はパソコン画面ではないと推測で

きる。  
表 2-3-4 にスペースの明るさ感と光環境の満

足感のクロス集計結果を示す。χ2 乗検定の結

果，両者は独立ではない（有意に相関がある）

ことが示された。 
 
E. 結論 
７つのオフィス空間の光環境を測定した結

果，暗くも明るくもないと評価した執務者が

57％，やや明るい以上が 32％となり，その要因

はパソコン画面ではなく開口部あるいは天井照

明器具の配置であることがわかった。物理測定

の結果，中小規模建築物は開口部からの採光も
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取り入れているため，全体的に照度が高めであ

ることも要因であること，明るさ感から評価す

ればもう少し暗くても問題ない様子が伺えた。

暗いとの申告のあるオフィスは色度偏差が大き

めで平均演色性評価数が低い傾向にある。これ

はランプ光源の問題である。さらに光環境の満

足感はスペースの明るさ感と関連があることが

わかった。省エネルギーの観点から昼光照明も

推奨されているものの，適正範囲に照度をコン

トロールすること，また輝度分布への配慮が必

要であることがわかった。 
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表 2-3-1 光環境に関する主観評価質問項目 
Q４ 現在の光環境についてお伺いします。 
Q4-1 現在居るスペースの明るさ感をどのように感じますか。（該当するもの１つに〇） 

1. 非常に暗い   2. 暗い    3. やや暗い   4．暗くも明るくもない   
5. やや明るい   6. 明るい   7．非常に明るい 

Q4-2 現在居るスペースの光環境に違和感はありますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に違和感がある  2．違和感がある   3．やや違和感がある 
4. あまり違和感はない  5. 違和感はない 

上記質問（Q4-2）で「1. 非常に違和感がある」、「2．違和感がある」、「3．やや違和感がある」を選択した方に質問します。 
Q4-2-1 違和感の原因を全て選んでください。（該当するもの全てに〇） 
1. 窓からの光の入り具合   2．天井の照明器具の配置   3．天井照明の色 
4．タスクライティング（デスクのライトスタンド）の位置  5．タスクライティングの色 
6．その他（              ）  

Q4-3 デスクで行う作業でパソコンに向かう時間は 1 日の執務時間の何％を占めますか。（該当するもの１つに〇） 
1．20%未満   2. 20～39％   3. 40～59％   4. 60～79％   5. 80％以上 

Q4-4 パソコン画面のまぶしさを教えてください。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常にまぶしい    2．まぶしい     3．ややまぶしい 
4. まぶしくない 

上記質問（Q4-4）で「1. 非常にまぶしい」、「2．まぶしい」、「3．ややまぶしい」を選択した方に質問します。 
Q4-4-1 まぶしさの原因を全て選んでください。（該当するもの全てに〇） 
1. モニター自体   2．窓からの光の映り込み   3．天井照明の映り込み 
4．タスクライティング（デスクのライトスタンド）の映り込み  
5．その他（              ）  

Q4-5 現在居るスペースの光環境に満足していますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に不満    2．不満    3. やや不満    4. どちらでもない   
5. やや満足    6. 満足    7．非常に満足 

上記質問（Q4-5）で「1. 非常に不満」，「2.不満」「3．やや不満」を選択した方に質問します。 
Q4-5-1 現在居るスペースの光環境をどうしたいですか。（該当するもの１つに〇） 
1. 今より暗くしたい      2. 今よりやや暗くしたい   3．そのままでよい 
4. 今よりやや明るくしたい  5. 今より明るくしたい 

 
表 2-3-2 照明環境の設計規準- 事務 2)  
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図 2-3-2 オフィス空間の相関色温度と照度 
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図 2-3-3 測定したオフィス空間の色度偏差の状態 
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図 2-3-4 現在居るスペースの明るさ感 (n=121) 

図 2-3-5 ７つのオフィス空間の明るさ感申告 

Q4-1 現在居るスペースの明るさ感をどのように

感じますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に暗い 
2. 暗い     
3. やや暗い    
4．暗くも明るくもない   
5. やや明るい   
6. 明るい   
7．非常に明るい 

Q4-1 現在居るスペースの明

るさ感をどのように感じます

か。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に暗い 
2. 暗い     
3. やや暗い    
4．暗くも明るくもない  

5. やや明るい   
6. 明るい   
7．非常に明るい 
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図 2-3-6 照度測定値のオフィス間比較 

図 2-3-7 相関色温度のオフィス間比較 

図 2-3-8 色度偏差のオフィス間比較 
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表 2-3-3 光環境の違和感とスペースの明るさ感のクロス集計結果 
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図 2-3-10 パソコン画面のまぶしさ (n=121) 

図 2-3-9 平均演色性評価数のオフィス間比較 

Q4-4 パソコン画面のまぶし

さを教えてください。（該当す

るもの１つに〇） 
1. 非常にまぶしい 
2．まぶしい 
3．ややまぶしい 
4. まぶしくない 
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表 2-3-4 光環境の違和感とスペースの明るさ感のクロス集計結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
表 2-3-5 スペースの明るさ感と光環境の満足感のクロス集計結果 
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図 2-3-11  A の測定点毎の相関色温度，duv,照度，平均演色性評価数 

図 2-3-12  B の測定点毎の相関色温度，duv,照度，平均演色性評価数 
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図 2-3-13  C の測定点毎の相関色温度，duv,照度，平均演色性評価数 

図 2-3-14  D の測定点毎の相関色温度，duv,照度，平均演色性評価数 

図 2-3-15  E の測定点毎の相関色温度，duv,照度，平均演色性評価数 

図 2-3-16  F の測定点毎の相関色温度，duv,照度，平均演色性評価数 
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図 2-3-17  G の測定点毎の相関色温度，duv,照度，平均演色性評価数 
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2-4. 音環境に関する詳細測定と主観評価結果 
A. 研究目的 
執務環境のレイアウトはスペースの有効活

用や部署間の連携の促進などから，オープンプ

ランオフィス（OPO）が一般化している。最近

では，ペーパーレス化やクラウド活用等，場所

に依存しない業務も増加し，またモバイル PC
レベルでの業務が比較的容易になったことから

ABW（Activity Based Working）に伴うフリー

アドレス化なども行われるようになってきた。 
 一方で，音声による作業妨害や打合せ等の

会話，電話による会話等による情報漏洩が問題

として取り上げられることが増えてきている。

1950 年代に OPO が導入され，1962 年には W. 
J. Cavanaugh らの行ったオフィス空間の不満

度調査では，侵入してくる会話の明瞭性と関連

があると指摘されている 1) 。アメリカでは，ス

ピーチプライバシーという用語は，特に他人と

の会話が邪魔にならない執務空間の音環境評価

を指し，スピーチセキュリティは会話の内容の

秘匿性の確保等に係る音環境評価で使われてい

る 2) 。 
事務所衛生基準規則第 11条では「事業者は，

室内の労働者に有害な影響を及ぼすおそれのあ

る騒音または振動について，隔壁を設ける等そ

の伝ぱを防止するため必要な措置を講ずるよう

にしなければならない。」とあり，また第 12 条

では「事業者は，タイプライターその他の事務

用機器で騒音を発生するものを，5 台以上集中

して同時に使用するときは，騒音の伝播を防止

するため，遮音及び吸音の機能を持つ天井及び

壁で区画された専用の作業室を設けなければな

らない」とある 3)。令和 2 年 8 月には事務所衛

生基準の見直しに関する検討会が開かれている

が，タイプライター等の用語の古さについて指

摘はあったものの，第 11 条，第 12 条はおもな

論点として取り上げられなかった 4)。日本音響

学会や日本建築学会等ではスピーチプライバ

シー研究がすすめられ，日本建築学会環境規準

も作成されており，労働生産性という観点で注

目されはじめ対策を検討している企業もあるよ

うである。 
以上のようにオフィス空間に関する音環境

研究では，OPO の課題として執務者の会話を重

視しているが，空気衛生環境の観点からの応用

を考えると，会話に伴う執務者の CO2呼出量は，

等価騒音レベルを高めると同時に換気量推定に

利用できる点に着目する。すなわち空間内の等

価騒音レベルを把握することで CO2 呼出量を

推定し換気量の良否を判断できる。また空気感

染対策に関連する呼気エアロゾル放出量が等価

騒音レベルによって推定することができれば，

CO2濃度測定以外の感染リスク評価の一要素と

なり得る。 
本研究では，等価騒音レベルを用いた空気清

浄度管理の可能性を探ること，また，事務所衛

生基準規則でも言及している音環境について，

等価騒音レベルを測定することによりその実態

を把握することを目的とする。 
 
B. 研究方法 
等価騒音レベル測定は，RION NL-42（計量

法普通騒音計，JIS C1509-1 クラス 2，A 特性：

25～138dB，サンプリング周波数 48kHz）を用

いて，各オフィスの室中央 1 点で 10:00～15:00
の間測定を行った。1 分毎の時間平均サウンド

レベル LAeq を考察に用いる。 
音環境に関する主観評価質問項目は，オフィ

スの音環境に関して，会話やオンライン会議，

機器騒音，外部騒音等と音環境の満足度にかか

る主観評価について 7 項目の質問を行った（表

2-4-1）。 
 
C. 研究結果 
騒音評価はアメリカで用いられている

Speech Interference Level (SIL;500，1000, 
2000, 4000Hz の 4 つのオクターブバンドレベ

ルの算術平均値)や NC および NCB 曲線（NC
曲線 1957 年，NCB 曲線は NC 曲線を修正した

もの，1988 年）が知られている。周波数特性に

よる評価が行われているが，SIL と同等の表現

とすれば，小事務室は 38～48dB(A)，大事務室

は 43～53dB(A)となる 6)。 
佐藤らによれば，オフィスの音環境は OA 機

器の変化により 1980 年代初頭は LAeq,10min
で 50～59dB(A)程度であったものが携帯電話

等の情報通信技術が大幅に向上した 1990～
2000 年代には 50～57dB(A)，さらに現代では
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44～52dB(A)にまで下がってきているという 7)。

情報通信機器が静粛化してきている分，なかな

か設備更新しない（できない）空調機騒音が暗

騒音として注目されやすくなっている点，また

会話等の作業妨害にフォーカスされているよう

に思われる。一方海外事例では，Yadavらが行っ

た OPO 測定では，平均 53.6dB(A)，カーペッ

ト敷の有無で-2.7dB(A),カーペット敷の有無プ

ラス天井吸音の有無で-4.1dB(A)の効果がある

ことが示されている 8)。以上のように，OPO で

は，凡そ 45～55dB(A)となると想定される。

Well v2 Q4 2022 では，9 つの評価項目がある

（S01 サウンドマッピング，S02 最大騒音レベ

ル，S03 防音，S04 残響時間，S05 吸音，S06
最小暗騒音，S07 単発騒音管理，S08 会話了解

度等へのオーディオデバイスの活用，S09 聴覚

保護など，細かな評価が規定されている。この

うち，一指標として S02 最大騒音レベルの指標

を示す（表 2-4-2）。 
図 2-4-1 に各オフィスの平均等価騒音レベル

の測定結果を示す。サンプリングレートは 48ｋ
Hz でそれを 1 分間平均したものを 5 時間（G
に関しては 2 時間）サンプリングしたデータで

ある。WELL v2（表 2-4-2）の評価指標と比較

すると，A および F の平均等価騒音レベルは

SPL50dB(A)を超えており，他は超えていない。

また最大 SPL が 60dB(A)を超えているのは A, 
E,F,G であり，B,C,D については平均 50dB(A)
以下，最大 60dB(A)以下であるので，2 ポイン

トを得られる性能であることがわかる。多重比

較検定（Tukey-Kramer 法）の結果，A と B，

C，D，E，G との間に 1％有意水準で差があり，

A と F の間に 5％有意水準で差がある。また F
と B，E，G には 1％有意水準で差があることが

わかった。 
執務者の主観評価に関しては，7地域合計120

名からデータが得られた。Q5-1 に同僚との会話

時間を，Q5-2 に電話・オンライン会議時間を 5
件法で質問した。同僚との会話については，A オ

フィスに 3 時間以上の人がいるため，平均値が

高くなる要因となっている（本来，2 人以上出

てくるべきであるが，従業員全てから回答を得

ているわけではないので，異常値とは判断しな

いことにする）。A オフィスと B オフィスとで

は会話量に有意に差がある（図 2-4-2）。図 2-4-
3 に電話・オンライン会議時間の結果を示す。

ここでもAオフィスが他と異なる状況であるこ

とが伺える。なお，Q6-8 でミーティング場所を

聞いているが，自席でオンライン会議をする執

務者はほとんどいなかった。その時間も含んで

いるため，自席での電話による会話時間は推測

することができない。 
現在居るスペースの音環境の満足度につい

て 7 段階尺度で質問した（図 2-4-4）。E のオ

フィスは「3.やや不満」と評価した執務者が 1
名居るが，ほかは「6．満足」と評価している（平

均 5.73）。一方，最も評価が低いのが G（平均

3.42）であった。建築形態でいうと，E は中規

模建築物であるが執務階は 3F にあること，一

人当たりの床面積が比較的広いこと（平均

15.9m2/人），業務内容が影響しているのか等価

騒音レベルが低いことが要因として考えられる。

一方，G に関しては窓・ドア等の開口部開放に

よる換気を行っており，外部交通騒音を気にす

る執務者が多いこと，また等価騒音レベルは E，

G 間で有意な差はないが，文章を集中して読む

業種のため，より静寂を求めていることが推測

される。 
 

D. 考察 
D1.粒子個数濃度と平均等価騒音レベルの関係 
会話が増えるということは，それだけ口腔か

らの飛沫がオフィス空間内に排出されるという

ことである。空気感染に係る感染症予防の観点

からすると，エアロゾル量（微粒子個数濃度）

は低く維持できることが望ましい。適切な換気

方法で換気量を確保することによって粒子個数

濃度は低下するが，在室人数或いは在室密度が

大きくなると一人当たり換気量が減少するため

濃度は上昇する。今回測定したオフィス空間の

換気量は別に推定を行っているが（2-5．空気環

境に関する詳細測定と主観評価結果），その換気

量（m3/h）と粒径毎の微粒子個数濃度（＃/m3）

を乗じることで，1 時間当たりの除去粒子個数

（人体からの供給粒子個数）が算出できる。平

均等価騒音レベルと粒径毎の 1時間あたり除去

粒子個数の関係を図 2-4-5 に示す。 
この結果にも示されている通り，粒径で 0.5
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μm～3μm の相関が比較的高く(0.5～1.0μm: 
R=0.658, p=0.054, 1.0 ～ 3.0 μ m: R=0.680, 
p=0.046)，呼気により排出される微粒子と呼応

していることが確認できた。 
 
D2. 平均等価騒音レベル及び会話時間を用い

た換気量の推定 
Q5-1 の各選択肢の時間中央値を用いてオ

フィス毎の平均会話時間を推定する（選択肢 5，
3 時間以上は 3 時間としそれ以外は中央値とす

る）。2.5.に示すように，換気量の推定は，平均

CO2 発生量(m3/h)と室内および外気 CO2 濃度

（平均値）からザイデル式を用いて容易に算出

することができる。しかし CO2自体無臭である

ため，執務者は，その発生量もしくは濃度を感

知することができない。 
一方，うるささ感は人間の聴覚を利用するこ

とができ，それが空気汚染レベルと相関するの

であれば，補助手段として空気清浄度の推定に

利用することも可能である。等価騒音レベル

（dB(A)）と会話時間(h)，及び内外 CO2濃度差

を説明変数として，重回帰分析により推定換気

量(m3/h)を予測した結果が図 2-4-6 である。 
G のオフィスでの予測誤差が大きいものの，

補正決定係数 0.7713，分散分析による有意確率

は p=0.0634 となり，一定程度の予測をするこ

とができそうである。Ｇのオフィスに関しては，

等価騒音レベルの測定箇所が 2,3F で機械換気

プラス自然換気が加味されているため，換気経

路自体単純ではないこと，今回，執務者の多い

3F のデータを利用していることから，2F の空

気も合流するような複雑な流れになっていると

すると煙突効果を考慮した換気回路網による換

気量推定が必要となる（今回の検討ではそのレ

ベルの検討はしていない）。 
また，変数選択は，多重共線性に一定の配慮

が必要であることを承知で，敢えて等価騒音レ

ベルと会話時間を説明変数として加えている。

会話時間は CO2発生量と相関すること，騒音計

位置によって会話の音圧レベルは異なること，

会話のボリューム等の要素を考慮すると，明確

な相関関係にないものと判断している。オフィ

ス空間の音環境も空気環境もそれぞれシミュ

レーションが可能（すなわち物理モデル或いは

数理モデルが存在している）なので，今後，単

純な線形回帰で良いかどうかも含め，引き続き

検討する。 
 
E. 結論 
オフィス空間の音環境の満足度からオフィ

ス空間の衛生環境を含めた質を把握・推定する

ため，騒音計を用いて実測調査するとともに主

観者評価を行った。 
その結果，今回測定した 7 つのオフィスの等

価騒音レベルは平均値で 55dB(A)を下回り，

WELL 認証では 1 ポイントを得られること，ま

た B，C，D の 3 オフィスについては 2 ポイン

ト得られるレベルにあることがわかった。 
主観者評価では，オフィス毎に他人の会話・

電話・オンライン会議や交通騒音を気にする人

が見られたが，コピー機等の OA 機器や空調騒

音は気にならない執務者が多かった。また，こ

れらの騒音要素と音環境の満足度については，

会話・電話等が影響しているものの有意差は得

られなかった。 
一方で，空気清浄度の評価項目である微粒子

個数濃度と等価騒音レベルの関連については，

粒径0.5～3.0μmの微粒子個数と相関が高いこ

と，また等価騒音レベルと平均会話時間とで，

一人当たり換気量を推定できる可能性があるこ

とを示した。 
 
F. 研究発表 

 

1. 論文発表 

なし 
2. 学会発表 

なし 
3. 著書 

なし 
 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

予定なし 
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表 2-4-1 音環境に関する主観評価質問項目 
Q5 現在の音環境についてお伺いします。 
Q5-1 普段、同僚と会話している時間は 1 日合計どのくらいですか（会議、電話を除く）。（該当するもの１つに〇） 

1. 30 分未満     2．30 分以上 1 時間未満    3. 1 時間以上 2 時間未満     
4. 2～3 時間未満    5．3 時間以上 

Q5-2 普段、電話やオンライン会議をしている時間は 1 日合計どのくらいですか。（該当するもの１つに〇） 
1. 30 分未満     2．30 分以上 1 時間未満    3. 1 時間以上 2 時間未満     
4. 2～3 時間未満    5．3 時間以上 

Q5-3 他人の会話、電話・オンライン会議、ミーティング（会議室以外）等の声が気になりますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に気になる   2．気になる   3．やや気になる  4. 気にならない   

Q5-4 現在居るスペースにおいて、空調機やエアコンの音が気になりますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に気になる  2. 気になる   3．やや気になる  4. 気にならない 

Q5-5 現在居るスペースにおいて、プリンターやコピー機の音は気になりますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に気になる  2. 気になる   3．やや気になる  4. 気にならない 

Q5-6 現在居るスペースにおいて、建物外の騒音（交通騒音等）は気になりますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に気になる  2. 気になる   3．やや気になる  4. 気にならない 

Q5-7 現在居るスペースの音環境に満足していますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に不満    2．不満    3. やや不満    4. どちらでもない   
5. やや満足    6. 満足    7．非常に満足 

上記質問（Q5-7）で「1. 非常に不満」，「2.不満」「3．やや不満」を選択した方に質問します。 
Q5-7-1 現在居るスペースの音環境の不満の原因は何ですか。不満なものを全て選択してください。（該当するもの全てに〇） 

1. 他人の会話     2. 電話・オンライン会議等の話声   3．空調機やエアコンの音 
4. プリンターやコピー機の音  5. 外部の騒音  6.その他（           ） 

 
表 2-4-2 WELL v2 オープンワークスペースの平均最大等価騒音レベル 

 Point 3 Point 2 Point 1 
平均 SPL（dB(A)） 45 50 55 
最大 SPL（dB(A)） 55 60 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2-4-3 オフィス毎の平均等価騒音レベル(dB(A))の平均値・最大値・最小値・標準偏差 

  A B C D E F G 
Average 52.3 46.6 49.5 49 47.9 51.8 48.3 

Max 61.6 58.1 57.4 57.2 60.7 61.3 64.2 
Min 40.5 37.5 46 42 40.1 44.5 43.1 
S.D. 4.4 4.1 2.1 3.1 3.7 2.8 4 

 
 

図 2-4-1 オフィス毎の平均等価騒音レベル（LAeq,5h） 
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Q5-1 普段、同僚と会話してい

る時間は 1日合計どのくらいで

すか（会議、電話を除く）。（該

当するもの１つに〇） 
1. 30 分未満      
2．30 分以上 1 時間未満   

3. 1 時間以上 2 時間未満  

4. 2～3 時間未満     
5．3 時間以上 
 

図 2-4-2 オフィス毎の同僚と会話している時間 

Q5-2 普段、電話やオンライン

会議をしている時間は 1日合計

どのくらいですか。（該当する

もの１つに〇） 
1. 30 分未満      
2．30 分以上 1 時間未満   

3. 1 時間以上 2 時間未満  

4. 2～3 時間未満     
5．3 時間以上 
 

図 2-4-3 オフィス毎の電話及びオンライン会議時間 

Q5-7 現在居るスペースの音

環境に満足していますか。（該

当するもの１つに〇） 
1. 非常に不満     
2．不満     
3. やや不満     
4. どちらでもない   
5. やや満足     
6. 満足     
7．非常に満足 
 

図 2-4-4 オフィス空間の音環境の満足度 
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2-5. 空気環境に関する詳細測定と主観評価結

果 
A. 研究目的 

3000m2 未満の建築物は，建築物衛生法に基

づく衛生管理の制約を受けないため，自主的に

維持管理することが求められる。建築物を自ら

所有する場合もしくはテナントとして賃貸する

場合も，程度の差はあれ自主的もしくは業者委

託により一定水準の衛生管理が行われていると

予測するが，建築物・設備そのものに起因する

構造的課題は責任の所在も含め解決が難しい場

合もある。 
衛生環境の不適状態を検知する手法として，

IoT 活用を検討しているが，重装備なセンサー

ネットワークは多大なコストとともに一定頻度

のメンテナンスが発生する。一方，不具合検知

については利用者による評価が最も簡便である。

協力さえ得られれば，活動範囲内でユビキタス

にデータを得ることができるが，物理センサー

と同等な評価を得ることができるかどうかの確

認が必要である。環境不動産分野等で利用され

ている評価手法（例えば CASBEE_WO や

WELL 認証）1)は，建物評価のほか，健康性，

知的生産性を一定水準でレーティングできるた

め，本研究で検討しているシステムと有機的に

連係させることにより，より精度の高い評価シ

ステムの構築も期待できる。 
本研究では，冬期・春期のオフィス内空気環

境の状態を把握するとともに，建物利用者（執

務者）による空気環境の主観評価について検討

する。 
 
B. 研究方法 
表 2-5-1 に空気環境測定の概要を，表 2-5-2

に主観評価調査の質問内容（空気環境）を示す。

空気環境の詳細測定は 2023 年 2 月から 3 月の

特定の 1 日を選定して，執務時間中の 10～16
時に測定を実施した。 
 
B1.換気量の推定方法 

CO2 濃度測定結果と在室者の CO2 呼出量と

から換気量を推定する。CO2 呼出量は田島

(2016)らの提案している 1 式 2)を用いた。また

活動量は METs=1.3 と仮定した 3)。 

換気量推定にあたっては，CO2濃度の勤務時

間中の濃度変動の少ない時間帯の濃度平均値お

よび在室者人数を用いて，ザイデル式で算出し

た（2 式）。このうち，C はフロア全体の一部の

みを測定対象としたため，フロア全体人数は推

計値であること，また G に関しては 2F と 3F
の両方を対象として別々に算出している。 
特定建築物規模に該当する A，B，C は窓開

け換気ができないが，D，E，F，G は窓(或いは

開口部)開け換気が可能であり，特に F，G は詳

細実測中に窓開け換気を行っている時間帯が

あった。 
 
𝑃஼ைଶ = 1.601 × 10ିସ൫60.63 × 𝐴஽ × 𝑀𝑒𝑡 × 𝐶௔ × 𝐶௚൯  

（1 式） 
𝑄 = 𝑃஼ைଶ (𝑝௔௩௘ − 𝑝௢௨௧)⁄    

（2 式） 
 
但し，PCO2：CO2 呼出量(m3/h)，AD：体表

面積(m2)，Ca：年齢係数（年代別基礎代謝量と

基礎代謝量の比），Cg：性別係数（男性 1.00，
女性 0.73）pave :空間平均室内 CO2 濃度(-)，
pout :外気 CO2濃度(-) 
 
B2. 浮遊微生物（真菌・細菌）測定概要 
浮遊微生物量は，オフィス内 2 箇所，廊下，

外気の 4 か所について，表 2-5-1 に示すバイオ

サンプラーMBS-1000(N)を用いて100L吸引採

取した。その後，インキュベーターにて培養し

た。真菌に関しては 25℃5 日間，細菌に関して

は 32℃48 時間培養し，その後コロニー数をカ

ウントした。1m3あたりのコロニー数は，目視

観測されたコロニー数にFellerによる統計学補

正を行ったものに対して 10 倍した。なお，浮遊

真菌は DG18 培地を，浮遊細菌は SCD 培地を

用いた。 
 

C. 研究結果 
C1. 換気量の推定結果 
 各建物の換気量の推定結果（空間全体および

一人当たり換気量）を表 2-5-3 に示す。簡易か

つ間接的な推定方法であるが，設計図書の設計

風量が判明している建物については約 70％程

度の値になることを確認しており，概ね妥当と
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考えている。結果として，各建物の一人当たり

換気量の推定値は 40.7～141.7m3/h となり，

30m3/h/person （COVID19 対策の一人当たり

換気量推奨値 4））は満たしていると推定された。

今回の実測では小規模建築物(D，E，F，G)は全

体 1 社占有であり，特に G のように窓開け換気

をしながら複数階で執務する場合，煙突効果に

よる空気流れが想定されるため，特に 3 階の

CO2濃度は高くなる可能性がある。 
 
C2. 浮遊微生物（真菌・細菌）の測定結果 
 真菌のカウント結果を図 2-5-1 に，細菌のカ

ウント結果を図 2-5-2 に示す。オフィス内の浮

遊真菌量の維持管理規準 5)は 50CFU/m3である

が，今回測定したすべての物件は 0 ～

35CFU/m3の範囲にあり，すべての測定物件で

規準値を下回っていた。I/O に関しては，A，B，

C，D は外気の方が高いにも関わらず室内の方

が低く維持されている。一方，D，F は外気より

も室内が高い。冬期から初春にかけて外気浮遊

真菌は少ないながら徐々に増加する時期でもあ

り，夏期測定では注視が必要である。 
一方，オフィスにおける浮遊細菌量の維持管

理規準 5)は 500CFU/m3 であり，こちらもすべ

ての測定物件で規準値以下であった。一方，D，

E は外気濃度よりも室内濃度が高くなっている

ことが特徴といえる。 
 
C3.浮遊微粒子個数濃度の測定結果 
 浮遊微粒子測定は Kanomax Model3889 (6
粒径)を用いた。図 2-5-3 に粒径別の粒子個数濃

度（片対数表示）を示す。全体的な傾向として

オフィス内の浮遊微粒子は廊下や外気よりも低

く，かつ午前から午後にかけて低下していく傾

向にある。また，全ての粒径で，フィルタを有

する空調機を利用している特定建築物 A，B，C
の粒子個数濃度が中小規模建築物より低い傾向

にある。中小規模建築物は，換気システムで差

異がみられ，D (熱交換換気システム)，E，F（3
種），G (3 種+窓開け)の順で個数濃度が大きく

なった。表 2-5-4 は一人当たり換気量と粒径毎

の粒子個数濃度との相関分析結果である。統計

的有意性はないが，粒径が 3μm 以下は一人当

たり換気量が増えると粒子個数濃度が大きくな

る傾向にあり，逆に 3μm 以上の粒子個数濃度

は一人当たり換気量が増えると減少する傾向に

ある。今回は，室内におけるプリンター等の稼

働状況や空気清浄機の詳細データを取得してい

ないため，粒径毎の個数濃度特性をこれ以上考

察できない，この点については今後データ数を

増やしてさらに検証を進める必要がある。 
 
C4. 空気環境に関する主観評価結果 
 今回，対象とした 7 件の建物は，札幌市から

熊本市まで全国に点在しているため，環境要素

によっては気候的・住文化等の影響を受ける可

能性がある。しかし，室内空気環境（空気清浄

度や健康性）の観点では，空気管理基準も基準

値以下に制御するという考え方は，基本的にそ

の個体差はあっても地域差があってはならない。

表 2-5-2 に示した質問項目に対し，全体で 121
名の回答を得ており，室内空気環境の主観評価，

すなわち臭いや空気の汚れ，感覚的な換気量の

大小，空気質の満足度についてクロス集計し独

立性の検定（χ2 乗検定）を行った。 
Q3-1 常に気になる臭いは全体の 7％が「ある」

と回答し，Q3-2 出勤時に気になる臭いは 7％が

「ある」，16％が「ときどきある」と回答してい

る。ただし，Q3-1（気になる臭い）と Q3-4（換

気量の大小に関する感覚）は，換気量が不足し

ている側に寄ってはいるものの，統計的有意差

が見られなかった。一方，Q3-1(気になる臭い)
と Q3-5（空気質の満足度）には統計的有意差（p
＜0.001）が見られた。臭いは換気量と関連付け

られていない可能性を意味する。しかし，Q3-3
（空気の汚れ）と Q3-4（換気量の大小に関する

感覚），Q3-4 と Q3-5 は各々統計的有意であり

（p<0.001），空気の汚れや換気量の不足感は，

空気質の満足度と関連性があることが分析結果

から読み取ることができる。 
 図 2-5-6 に Q3-3 空気汚れの建物別スコアを，

図 2-5-7 に Q3-3 の結果と一人当たり換気量の

推定値の散布図を示す。 
多重比較（Steel-Dwass 法）の結果，F と G

の間で統計的に有意な差が認められた。中小規

模建築物は業務用といえども住宅設備に近いも

のが使われることが多く，そうしたことが影響

した可能性はある。また，F は平屋に対し G は
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3 階建て（執務階が 2F 及び 3F）にあり，接地

型でありながら煙突効果の影響を受けていると

いう特徴がある。また，当初より G は古いとい

うイメージを持っている回答者が多く，そうし

た築年数も影響した可能性がある。 
 
D. 考察 
 オフィスの換気量は，空調吹出口および排気

口における風量測定で把握することができる。

しかしアネモディフーザーのサイズが合わない，

スリット型吹出口で既存の風量計では測定でき

ないなどの測定上の困難さがある。この意味で

は執務者の CO2 呼出量から換気量が推定でき

ることは有用であろう。またオープンプランニ

ング型のオフィスの場合，天井面吹出，天井面

排気であることが多く，ショートサーキットや

局所的に長い空気齢になってしまう等の問題が

発生する。呼吸域局所換気効率を確認すること

は感染症予防の意味でも重要であり，今後さら

に検討を進める。 
 浮遊微生物の測定結果は，日本建築学会環境

規準の数値を超えることがなく，清浄な状態で

あることが確認できた。夏期に関しては令和 5
年度に確認を行う。 
 パーティクルカウンターによる浮遊微粒子個

数濃度については，特定建築物である A，B，C
と非特定建築物である中小規模建築物の D，E，

F，G とで粒径毎の性状が異なることが明らか

となった。この違いは中央式空調によるプレ

フィルタおよび中性能フィルタが粒径の大きな

微粒子を除去しているからである。外気の浮遊

微粒子濃度が高い場合（交通量の多い幹線道路

に隣接する建築物など）は，窓開け換気よりも

安全な空気環境になっているものと考えられる。  
主観評価で確認したかったポイントは，臭い

による空気環境評価が可能かどうかである。換

気量が不足している建築物は臭いがするため，

執務者が換気不足を判断するセンサー替わりに

なり得る。嗅覚の順応を確認するため出勤時の

臭いを確認したが，今回は殆ど匂いを感じない

という結果になった。浮遊微生物濃度も低く，

VOC類やMVOC等の濃度が低かったというこ

となのかも知れない。湿度状況も影響するため，

令和 5年度の夏期等に改めて調査検討を行う予

定である。 
 
E. 結論 

3000m2 未満の中小規模建築物の衛生環境の

維持管理手法の構築に向け，特に空気環境につ

いて実測調査と主観者評価調査を実施した。一

人当たり換気量は一定レベル確保されているこ

とが推定され，また浮遊微生物汚染もなく，全

体として空気環境に問題点は見られなかった。 
ただし，従前から指摘されているように中小規

模建築物のほうが空気汚染の可能性があること

は今回の実測からも伺うことができた。この原

因は換気設備の差（フィルター）や接地型で住

宅に近い設備や換気対応（窓開け等による自主

的な調整）等の違いが考えられ，今後，維持管

理する際のポイントになり得ると考えられる。

主観者評価では，空気汚れが換気量や空気質と

関連があることが推測された。体質，健康状態

や温熱・湿気環境等の他の物理要素の複合影響

も含め，今後さらに検討を進める。 
 
F. 研究発表 

1. 論文発表 

なし 
2. 学会発表 

なし 
3. 著書 

なし 
 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 
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表 2-5-1 空気環境測定の概要 

CO2 濃度 
T&D TR-76Ui, 1 分間隔  
室内面積に応じ，3～7 点設置 

浮遊微粒子濃度 
KANOMAX Model3889, 28.3L/min.吸引, 
オフィス空間内(午前，午後に 30 分サンプリング)，廊下，外気 15 分サンプリング 

浮遊微生物濃度 
ミドリ安全 MBS-1000(N), 100L 吸引, 
室内・室外測定, 午前・午後各 1 回 

 
 
表 2-5-2 空気環境に関する主観評価質問項目 

Q３ 空気質についてお伺いします。 
Q3-1 現在居るスペースで、常に気になる臭いはありますか。（該当するもの１つに〇） 

1. ある         2．ない 
上記質問（Q3-1）で「1. ある」を選択した方に質問します。 

Q3-1-1 気になる臭いの原因は特定できていますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 特定できている    2．わからない 
Q3-1-2 特定できている場合、どのような臭いかお書きください。 
特定の臭い  

Q3-2 出勤時、執務室内で独特の“臭い” （出勤時には気になるが、時間が経過するにつれて気にならなくなる臭い）を感じ

ることはありますか。（該当するもの１つに〇） 
1. ある     2．ときどきある     3．ない 

上記質問（Q3-2）で「1. ある」「2．ときどきある」 を選択した方に質問します。 
Q3-2-1 執務室内の独特の臭いの原因は特定できていますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 特定できている    2．わからない 
Q3-2-2 特定できている場合、どのような臭いかお書きください。 
特定の臭い  

Q3-3 現在居るスペースの空気の汚れが気になりますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に気になる    2．気になる    3. やや気になる 
4. あまり気にならない  5. 気にならない  

Q3-4 現在居るスペースの換気量についてどのように感じますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に不足している  2．不足している  3.やや不足している  
4. ちょうどよい     5．やや多い    6．多い    7．非常に多い 

Q3-5 現在居るスペースの空気質に満足していますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に不満    2．不満    3. やや不満   4. どちらでもない   
5. やや満足    6. 満足    7．非常に満足 

上記質問（Q3-5）で「1. 非常に不満」，「2.不満」「3．やや不満」を選択した方に質問します。 
Q3-5-1 この部屋の空気質をどの程度受け入れられますか。（該当するもの１つに〇） 

1. 明らかに受け入れられる        2. どちらかといえば受け入れられる 
3．どちらかといえば受け入れられない   4．明らかに受け入れられない 

 
 
 
表 2-5-3 各建物の推定換気量（全体・一人当たり） 

  換気方式 
測定階 

/最高階 
室内平均 

濃度(ppm) 
外気平均濃

度(ppm) 
CO2発生量

(全体)(m3/h) 
推定換気量

(m3/h) 

一人当たり

換気量(m3/h) 

A AHU+CAV 10F/16F 647.3 433.7 0.322 1507.7 100.5 

B OHU+CAV 7F/8F 939.7 441.4 0.203 407.4 40.7 

C AHU+VAV 21F/35F 745.5 437.6 1.318 4281.5 69.1 

D 1 種熱交換 2F/3F 782.1 433 0.858 2458.7 63 

E 3 種 3F/3F 691.2 430.7 0.257 986.2 75.9 

F 3 種＋ドア開 1F/1F 580.1 430.3 0.361 2409.2 141.7 

G_2F 3 種＋窓開け 2F/3F 677.2 437 0.0627 260.8 86.9 

G_3F 3 種＋窓開け 3F/3F 836.8 437 0.222 554.9 42.7 
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図 2-5-2 各オフィスの浮遊細菌量（総数） 
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図 2-5-3(3) C の浮遊微粒子個数濃度 図 2-5-3(4) D の浮遊微粒子個数濃度 

図 2-5-3(5) E の浮遊微粒子個数濃度 図 2-5-3(6) F の浮遊微粒子個数濃度 

図 2-5-3(7) G_2F の浮遊微粒子個数濃度 図 2-5-3(8) G_3F の浮遊微粒子個数濃度 
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表 2-5-4 一人当たりの換気量と浮遊微粒子個数濃度の相関分析結果 

  
Particle diameter (μm) 

0.3-0.5 0.5-1.0 1.0-3.0* 3.0-5.0 5.0-10 >10 

Correlation Coefficient 0.0453 0.5243 0.7288 -0.265 -0.442 -0.287 

t-value 0.1111 1.5081 2.6071 0.6733 1.207 0.7338 

p-value 0.9151 0.1823 0.0403 0.5258 0.2729 0.4907 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2-5-5  Q3-1 常に気になる臭いと Q3-4 換気量の過不足感覚のクロス集計結果 

  
非常に不足

している 

不足してい

る 

やや不足し

ている 

ちょうどよ

い 
やや多い 多い 非常に多い 

気になる臭い_ある 0 3 3 2 0 0 0 

気になる臭い_ない 5 12 34 59 3 0 0 

χ2 乗検定（独立性の検定）：p=0.4063 

残差解析 有意に高い: p<0.05 [*], p<0.01[**] , 有意に低い: p<0.05[/]: p<0.01[//] 

 
 
 
 
表 2-5-5  Q3-3 空気の汚れと Q3-4 換気量の過不足感覚のクロス集計結果 

  
非常に不足

している 
不足してい

る 
やや不足し

ている 
ちょうどよ

い 
やや多い 多い 非常に多い 

非常に気になる 2 [**] 1 0 1 0 0 0 
気になる 2 [**] 4 [**] 3 0 [//] 0 0 0 
やや気になる 0 4 14 [**] 7 [/] 1 0 0 
あまり気にならない 0 4 16 22 2 0 0 
気にならない 1 2 4 [//] 31 [**] 0 0 0 

χ2 乗検定（独立性の検定）：p<0.001 

残差解析 有意に高い: p<0.05 [*], p<0.01[**] , 有意に低い: p<0.05[/]: p<0.01[//] 
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Q3-1 現在居る

スペースで、常に

気になる臭いは

ありますか。（該

当するもの１つ

に〇） 
1. ある         

2．ない 
 

Q3-2 出勤時、執務

室内で独特の“臭

い” （出勤時には気

になるが、時間が経

過するにつれて気

にならなくなる臭

い）を感じることは

ありますか。（該当

するもの１つに〇）

1. ある     

2．ときどきある  

図 2-5-4 常に気になる臭い 図 2-5-5 出勤時の室内の独特な臭い 

Q3-1 現在居るスペースで、常に気になる臭いはありますか。（該当するもの１つに〇） 
1. ある     2．ない 

Q3-4 現在居るスペースの換気量についてどのように感じますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に不足している 2．不足している 3.やや不足している 4. ちょうどよい 5．やや多い 6．多い 7．非常に多い 

Q3-3 現在居るスペースの空気の汚れが気になりますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に気になる  2．気になる 3. やや気になる 4. あまり気にならない 5.気にならない  
Q3-4 現在居るスペースの換気量についてどのように感じますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に不足している 2．不足している 3.やや不足している 4. ちょうどよい 5．やや多い 6．多い 7．非常に多い 
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表 2-5-6  Q3-1 常に気になる臭いと Q3-5 空気質の満足感のクロス集計結果 

  
非常に不

足してい

る 

不足して

いる 
やや不足

している 
ちょうど

よい 
やや多い 多い 非常に多い 

気になる臭い_ある 1  [**] 1 4 2 0 0 0 
気になる臭い_ない 0  [//] 5 20 52 11 23 2 

χ2 乗検定（独立性の検定）：p<0.001 

残差解析 有意に高い: p<0.05 [*], p<0.01[**] , 有意に低い: p<0.05[/]: p<0.01[//] 

 
 
 
 
表 2-5-7 Q3-4 換気量の過不足感覚と Q3-5 空気質の満足感のクロス集計結果 

  非常に不満 不満 やや不満 
どちらでも

ない 
やや満足 満足 非常に満足 

非常に不足している 0 4 [**] 0 1 0 0 0 
不足している 0 0 6 [*] 8 0 1 0 
やや不足している 0 1 14 [**] 20 2 0 [//] 0 
ちょうどよい 1 1 3 [//] 23 9 [*] 22 [**] 2 
やや多い 0 0 1 2 0 0 0 
多い 0 0 0 0 0 0 0 
非常に多い 0 0 0 0 0 0 0 
χ2 乗検定（独立性の検定）：p<0.001 

残差解析 有意に高い: p<0.05 [*], p<0.01[**] , 有意に低い: p<0.05[/]: p<0.01[//] 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Q3-1 現在居るスペースで、常に気になる臭いはありますか。（該当するもの１つに〇） 
1. ある     2．ない 

Q3-5 現在居るスペースの空気質に満足していますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に不満  2．不満 3. やや不満 4. どちらでもない 5. やや満足 6. 満足  7．非常に満足 

Q3-4 現在居るスペースの換気量についてどのように感じますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に不足している 2．不足している 3.やや不足している 4. ちょうどよい 5．やや多い 6．多い 7．非常に多い 
Q3-5 現在居るスペースの空気質に満足していますか。（該当するもの１つに〇） 
1. 非常に不満  2．不満 3. やや不満 4. どちらでもない 5. やや満足 6. 満足  7．非常に満足 
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図 2-5-6 Q3-3 各オフィスの空気の汚れ感覚 

図 2-5-7 Q3-3 空気の汚れ感覚と一

人当たり換気量の関係 

Q3-3 現在居るスペースの空気の汚れが気になりますか。（該

当するもの１つに〇） 
1. 非常に気になる  2．気になる 3. やや気になる 4. あまり

気にならない 5.気にならない  
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究」 

分担研究報告書 
 

給水環境の実態ならびに利用者の主観に関する調査 

 

研究分担者 島﨑  大    国立保健医療科学院 上席主任研究官      

研究代表者 本間 義規   国立保健医療科学院 統括研究官 

研究分担者 下ノ薗 慧   国立保健医療科学院 研究員      

 

研究要旨 

建築物の執務者の主観評価による室内環境のレーティングシステム構築に際して、給

水環境ならびに給水水質に着目し、適切に室内環境を評価可能な項目を検討した。 

全国各地の 7 事業所を対象に、2023 年 2 月から 3 月にかけて室内環境に係る各項目の

測定ならびに執務者に対する主観評価調査を実施したところ、一部の中規模建築物から

採取した試料の遊離残留塩素は水道法の下限値 0.1mg/L を下回っていた。濁度は築年数

にかかわらずほぼゼロに近い値であった。従属栄養細菌数は、一部の特定建築物およびす

べての中規模建築物について 1.0×102CFU/mL 以上で存在し、微生物学的な衛生状況が芳

しくないことが示唆された。 

執務者に対する主観評価調査では、水道水の飲用は事業所によって大差がみられた。水

質に関しては、多くの場合に異臭味が指摘されており、塩素消毒による臭味も含まれると

考えられた。一方、給水装置等からの金属や溶媒等の溶出に由来する可能性もあるため、

異臭味の種別を精査する必要がある。 

主観評価においては異臭味、色、濁りが重要であるものの、塩素消毒由来の異臭味は区

別すること、浄水器の設置の有無が主観に大きく影響を与える可能性があることに留意

する必要がある。 

Ａ．研究目的 

建築物衛生に係る本邦の法規制の範疇外

となっている中小規模建築物の衛生環境

（温熱環境、湿度環境、空気質、光環境、音

環境、水質、衛生害虫の発生等）の管理手法

として執務者の主観評価に着目し、各項目

執務者の主観評価による室内環境のレーテ

ィングシステムを構築し、レーティング結

果に基づく適切かつ有用性の高い管理手法

を目指す。 

当研究では、給水環境ならびに給水水質

に着目し、執務者の主観評価により適切に

室内環境を評価可能な項目を検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

(1)調査対象の建築物 

 本研究では全国各地の 7 事業所を対象に、

2023 年 2 月から 3 月にかけて室内環境に係

る各項目の測定ならびに執務者に対する主

観評価調査を実施した。表 1 に調査対象と
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の建築物の概要ならびに給水方式等を示す。 

 

(2)給水環境に係る水質調査 

 各対象建築物の飲用等に供する給水栓、

ならびに、給湯栓または男子トイレ内手洗

い水から試料水を採取し、以下の水質項目

を測定した。 

・遊離残留塩素および全残留塩素 

  DPD 比色法 

（HACH DR300 残留塩素用） 

・従属栄養細菌数 

寒天培地法 

 （R2A 寒天培地・20℃・7 日間培養） 

・全菌数 

蛍光顕微鏡計数法  

  （蛍光顕微鏡：オリンパス BX61  

染色剤：TakaraBio SYBR Green I） 

・濁度 

積分球式光電光度法  

（日東精工アナリテック PT-200） 

・水温 

  アルコール温度計 

 

なお、採水は調査開始時となる始業直後

ないし始業 1 時間後（午前 9-10 時）に実施

し、各残留塩素および水温は採水直後に測

定した。従属栄養細菌数および全菌数の測

定に用いる採水試料は、高圧蒸気滅菌済み

ガラス瓶（チオ硫酸ナトリウム試薬入）に直

接採取してただちに残留塩素を消去した。

濁度の測定試料はエチレンガス滅菌済みポ

リエチレン瓶に採取した。各試料ともに冷

蔵して国立保健医療科学院の実験室に移送、

測定した。 

 

(3)執務者に対する主観評価調査 

室内環境の各測定を実施した当日、各事

業所の執務者を対象に、アンケート票への

回答による室内環境の主観評価についての

調査を実施した。給水環境に関する調査項

目は以下の通りである。他の評価項目や回

答者の属性等の詳細については、当研究の

他の研究分担報告書を参照されたい。 

 

Q7 職場での飲用水についてお伺いします 

Q7-1 執務中の飲用水（お茶等をつくる水を

含む）は何をお使いですか。 

1.共用部の水道水 2.執務室内の水道水 3.

ウォーターサーバー 4.ペットボトル水 5. 

自宅で作ったお茶や飲料水等を持参 

 

 上記の質問(Q7-1)で「1.共用部の水道水」

「2.執務室内の水道水」を選択した方に質

問します。 

 

Q7-1-1 水道水の味はどうですか。 

1. 非常にまずい 2. まずい 3．ややまず

い 4. まずくもおいしくもない 5. ややおい

しい 6．おいしい 7. 非常においしい 

 

Q7-1-2 水道水に匂いはありますか。（複数

回答） 

1．化学物質臭を感じる 2．カビ臭さを感じ

る 3．何かわからないがニオイがする 4．特

に感じない 

 

Q7-1-3 浄水器は設置していますか。 

1. 設置している 2. 設置していない 

 

Q7-2 仕事をしながら、水、お茶、コーヒー

や清涼飲料水等を 1 日あたりどの程度飲み

ますか（複数の種類をすべて合算）。 
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 1. 全く飲まない 2. 1～2 杯程度（200～

400mL 程度）3. ペットボトル 1 本程度

（500mL） 4. 3～4 杯程度（600～800mL 程

度）5. 5～6 杯程度（1000～1200mL 程度） 

6. 6 杯以上（1200mL 以上） 

 

Q7-3 共用部または執務室内の水道水で衛

生上気になる点はありますか。 

1.ある 2.ない 

 

上記の質問(Q7-3)で「1.ある」を選択した方

に質問します。 

 

Q7-3-1 以下の項目で気になるものを選択

してください。（複数回答） 

1. 色 2. 臭い 3. 味 4．蛇口（吐水口・レ

バー等）の汚れ 5.シンクまわりの汚れ 6. 

その他（   ） 

 

Q7-4 トイレの手洗い水で衛生上気になる

点はありますか。 

1.ある 2.ない 

 

上記の質問(Q7-4)で「1.ある」を選択した方

に質問します。 

 

Q7-4-1 以下の項目で気になるものを選択

してください。（複数回答） 

1. 色 2. 臭い 3. 蛇口（吐水口・レバー等）

の汚れ 4.洗面器の汚れ 5.その他（   ） 

 

Ｃ．調査結果 

(1) 給水環境に係る水質調査 

 各事業所における給水栓・給湯栓・トイレ

手洗い水から採取した試料の水質測定結果

の一覧を表 2 に示す。 

i) 残留塩素 

 大部分の事業所において、遊離残留塩素

の濃度は水道法の（同法の衛生上の措置と

して水道法施行規則に定められる）下限値

0.1mg/L 以上であったが、一部の水栓は

0.1mg/L を下回っていた（建築物 D 温水、

E 冷水、G 混合栓水）。結合塩素の濃度は各

水試料とも小さく、0.03～0.1mg/L の範囲

であった。また、全塩素の大部分は遊離塩素

の形態であった。 

ii) 濁度 

 すべての水試料について 0.00-0.03 度の

範囲となり、目視でも濁りはまったく確認

されなかった。 

iii) 水温 

 給水栓やトイレ用手洗い水の水温は 9.0

～22.0℃、給湯栓の水温は 37.0～53.2℃の範

囲であった。 

iv) 従属栄養細菌数 

 給水栓やトイレ用手洗い水の従属栄養細

菌数は 3.3×10-1～2.2×103 CFU/mL、給湯栓

の従属栄養細菌数は 2.0×100～1.8×102 

CFU/mL の範囲であった。トイレ手洗い水

（建物 E）において、水質管理目標設定項目

の目標値である 2.0×103 CFU/mL を超えて

いた。 

v) 全菌数 

 給水栓やトイレ用手洗い水の全菌数は

5.8×104～1.1×105 cells/mL、給湯栓の従属

栄養細菌数は 4.8×104～6.0×104 cells/mL の

範囲であった。 

 

(2) 執務者に対する主観評価調査 

i) 飲用水の種別 

 執務中の飲用水（お茶等をつくる水を含

む）として水道水を使用すると回答した者
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は、回答者 120 名中 31 名（25.8%）であっ

た。事業所ごとの差が大きく、建築物 A,B

は 0 名、建築物 C は 20 名中 5 名、建築物 D

は 36 名中 7 名、建築物 E は 11 名中 7 名、

建築物 F は 22 名中 5 名、建築物 G は 12 名

中 7 名であった。 

ii) 水道水質の主観評価（異臭味） 

 主に水道水を飲用水として使用する者

（一部、使用しない者を含む）のうち、味が

「まずい」「ややまずい」とした者は 47 名

中 5 名であった。また、匂いを感じるとし

た者は 6 名であり、その内訳（複数回答あ

り）は「化学物質臭」4 件、「かび臭」1 件、

「不明臭」3 件となった。 

一方、味が「おいしい」「ややおいしい」と

した者も 47 名中 6 名みられた。 

iii) 浄水器の設置状況 

 浄水器を設置している建築物は E,G、設

置していない建築物は A,B,F であった。建

築物 C,D は設置している・していないとす

る回答が混在していた。 

iv) 執務時間中の飲量 

 すべての飲料を合計した 1 日あたりの飲

量には個人差が大きいものの、「ペットボト

ル 1 本程度（500mL）」が 121 名中 35 名

（28.9%）、3～4 杯程度（600～800mL 程度）

が 121 名中 46 名（38.0%）と両者で大半を

占めた。「全く飲まない」とする者も 2 名み

られた。 

v) 水道水等で衛生上気になる点 

 水道水は 121 名中 20 名から、トイレ用手

洗い水は 121 名中 15 名から、衛生上気にな

る点が指摘された。前者・後者ともに大部分

が蛇口やシンク周り（水道水）、洗面器（ト

イレ）の汚れであった。一部に水質に関する

指摘があり、水道水は色 1 件、臭い 4 件、

味 5 件、トイレ用手洗い水は臭い 5 件であ

った。 

 

Ｄ．考察 

(1) 給水環境に係る水質調査 

本邦の水道では、水道水の衛生性を確保

する上で、給水末端での残留塩素の保持が

重要視されている。調査対象とした各事業

所において、大部分の給水栓や給湯栓、トイ

レ用手洗い水で、0.1mg/L 以上の遊離残留塩

素が確保されていたものの、一部の中規模

建築物から採取した試料はこれを下回って

いた。ただし、建築物 E,G はアンケート回

答より浄水器が設置されていることが確認

されたため、浄水器によって残留塩素が除

去された後の水道水を採取した可能性も考

えられた。同一の混合水栓から冷水および

温水を採水した建築物 A,D,F について、温

水の遊離・結合・全残留塩素濃度はすべて冷

水よりも低かった。いずれの温水もシンク

下の電熱式ヒーターにより加温された状態

であり、滞留中に残留塩素が消失しやすい

状態となる。特に、建築物 D は温水の水温

が 53.2℃と最も高く、遊離残留塩素濃度が

0.03mg/L と最も低いため、水温と残留塩素

消費との関連性が大きいものと考えられた。

なお、残留塩素の消費に影響を及ぼす他の

要因として、給水管の特性（材質や敷設期

間）、給水管の衛生状況（生物膜の形成の有

無）、水道水の水質（残留塩素を消費する有

機物の存在状況）が挙げられる。結合残留塩

素の濃度は 0.03～0.10mg/L の範囲であり、

建築物や水栓の種別について特段の差はみ

られなかった。 

濁度については、どの建築物も築年数に

かかわらずほぼゼロに近い値であり、目視
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でも濁りや浮遊物は認められなかった。た

だし浄水器を設置している建築物 E,G につ

いては、浄水器により浮遊物等が除去され

ている可能性も考えられた。 

従属栄養細菌数は、特定建築物 C および

中規模建築物すべてについて、1.0×102 

CFU/mL 以上で存在することが確認された。

特に建築物 E のトイレ用手洗い水にて、水

質管理目標設定項目としての暫定目標値で

ある 2,000 (2.0×103) CFU/mL を超えていた。

従属栄養細菌数の存在は、給水環境におけ

る微生物の再増殖が発生しやすい等、微生

物学的な衛生状況が芳しくないことを示唆

するものであり、レジオネラや非結核性抗

酸菌等の日和見感染性病原体の存在が懸念

される。図 1 に示すように、各試料の遊離

残留塩素濃度と従属栄養細菌数との間には

明確な相関性はみられなかった。給水末端

における従属栄養細菌数等の存在には、残

留塩素濃度、水温、水質（資化性有機物、栄

養塩等）、滞留時間、流速、給水管の材質と

いった様々な因子が関わるため、特に従属

栄養細菌数が高い一部の試料については精

査を要すると考えられる。 

一方、全菌数については、各試料ともに

104 ～105 cells/mL の範囲と比較的高い濃度

であった。全菌数には生菌・死菌ともに含ま

れる点が異なるものの、給水環境の衛生性

の面からは注視する必要がある。 

 

(2) 執務者に対する主観評価調査 

 調査対象とした各執務者のうち、執務中

の飲用水（お茶等をつくる水を含む）として

水道水を使用すると回答した者は約 1/4 で

あった。使用する割合が高かった建築物 E

および G は、いずれも浄水器を設置してい

るため、水道水の水質や異臭味に関する利

用者の懸念が小さいと考えられた。また建

築物 E が位置する熊本市は水道原水の全量

を地下水に依存しており、水道水の水質が

非常に良好であることを同市の広報等で

PR していることも、水道水の積極的な使用

に影響している可能性がある。水道水を使

用し、かつ、次項の主観評価において水道水

の味を「おいしい」とした 2 名は、いずれ

も建築物 E であった。 

 水道水の水質に関する主観評価について、

「まずい」「ややまずい」とした者の大半は

異臭味を指摘していた。「かび臭」1 名を除

いては「化学物質臭」または「不明臭」であ

り、水道水の塩素消毒に由来するカルキ臭、

あるいは、給水装置や給水用具に由来する

樹脂臭や樹脂臭、溶媒臭を指摘した可能性

がある。前者については健康上の影響は認

められず、むしろ給水環境の衛生性が確保

されている点では望ましい面がある。後者

については鉛や銅等の金属や有機溶媒によ

る健康影響が想定されるため、異臭味や化

学物質の種別について精査する必要がある

と考えられる。 

水道水あるいはトイレ用手洗い水にて衛

生上気になる点として、異臭味に加えて、蛇

口やシンク周り（水道水）、洗面器（トイレ）

の汚れが指摘されていた。また、その他の回

答として水道管や給湯器の老朽化が指摘さ

れていた。大半は、水道水を飲用等に使用し

ていない者から指摘されており、このよう

な懸念が、水道水を飲用する忌避感につな

がった可能性がある。 

 

Ｅ．結論 

建築物の執務者の主観評価による室内環
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境のレーティングシステム構築に際して、

給水環境ならびに給水水質に着目し、適切

に室内環境を評価可能な項目を検討した。

水道水の衛生性を確保する上で、本邦では

給水末端での残留塩素の保持が重要視され

ている。しかしながら、主観評価において塩

素臭は異臭味の一つとして認識され、相反

する評価となる可能性がある。 

今回の調査では特段認められなかったも

のの、水道水の濁りや色は給水装置や給水

用具の腐食や劣化、細菌の再増殖等に由来

する可能性があるため、主観評価において

も重要な項目である。 

浄水器の設置の有無により、水道水の飲

用の有無が異なる可能性があり、主観評価

に与える影響に留意する必要がある。 

 

Ｆ．研究発表 

1.論文発表 

  （該当なし） 

2.学会発表 

 （該当なし） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む） 

1.特許取得 

（該当なし） 

2.実用新案登録 

（該当なし） 

3.その他 

（該当なし） 
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表 1 調査対象の建築物の概要ならびに給水方式 

 

  

建築物 種別 所在地 延床面積 [m2] 竣工年 階数 測定階数 給水方式 調査日

A 特定建築物 北海道札幌市 25,289 1,995  B1-16F 10F 貯水槽 2023/3/24

B 特定建築物 宮城県仙台市 6,800 1,991  B1-8F 7F 貯水槽 2023/3/15

C 特定建築物 東京都新宿区 93,997 2,011  B2-35F 22F 貯水槽 2023/3/17

D 中規模建築物 北海道札幌市 1,373 2,018 3F 2F 直結給水 2023/3/23

E 中規模建築物 熊本県熊本市 973 n.a. 3F 3F 直結給水 2023/3/10

F 中規模建築物 石川県金沢市 806 n.a. 1F 1F 直結給水 2023/3/13

G 中規模建築物 東京都中央区 459 n.a. 3F 3F 直結給水 2023/2/15
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表 2 調査対象の採水箇所および水質測定結果 

  

建築物 採水箇所
遊離塩素

[mg/L]

結合塩素

[mg/L]

全塩素

[mg/L]

濁度

[度]

水温

[℃]

従属栄養細菌数

[CFU/mL]

全菌数

[cells/mL]

A 蛇口（混合栓・冷水） 0.41 0.07 0.48 0.01 13.0 3.3×10-1 7.1×104

蛇口（混合栓・温水） 0.29 0.06 0.35 0.00 37.0 2.0×100 4.8×104

B 蛇口（混合栓・冷水） 0.37 0.05 0.42 0.03 9.0 3.3×10-1 6.3×104

蛇口（トイレ） 0.18 0.09 0.27 0.02 22.0 7.0×100 6.7×104

C 蛇口（混合栓・冷水） 0.14 0.07 0.21 0.02 n.a. 5.5×102 1.1×105

蛇口（トイレ） 0.15 0.06 0.21 0.03 n.a. 3.9×101 1.0×105

D 蛇口（混合栓・冷水） 0.44 0.10 0.54 0.00 21.0 1.0×102 6.2×104

蛇口（混合栓・温水） 0.03 0.03 0.06 0.02 53.2 3.7×100 5.3×104

E 蛇口（事務所） 0.07 0.05 0.12 0.02 n.a. 6.2×102 9.9×104

蛇口（トイレ） 0.20 0.04 0.24 0.02 n.a. 2.2×103 9.3×104

F 蛇口（混合栓・冷水） 0.39 0.05 0.44 0.00 11.4 5.7×102 7.2×104

蛇口（混合栓・温水） 0.17 0.05 0.22 0.00 46.5 1.8×102 6.0×104

G 蛇口（3F） 0.41 0.03 0.44 0.03 n.a. 3.7×100 5.8×104

蛇口（2F・混合栓） 0.05 0.05 0.10 0.03 n.a. 5.4×101 9.5×104
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図 1 遊離残留塩素濃度と従属栄養細菌数の相関性 
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令和四年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
「中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究」 

分担研究報告書 
 

国内外の室内環境・知的生産性の評価・レーティングシステムの調査 
 

分担研究者  東 賢一  近畿大学医学部 准教授 
研究代表者  本間義規  国立保健医療科学院生活環境研究部 統括研究官 
分担研究者  小林健一  国立保健医療科学院医療・福祉サービス研究部 上席主任研究官 
分担研究者  島﨑 大   国立保健医療科学院生活環境研究部 上席主任研究官 
分担研究者  阪東美智子 国立保健医療科学院生活環境研究部 上席主任研究官 
分担研究者  下ノ薗 慧 国立保健医療科学院生活環境研究部 研究員 

 
 
研究要旨 
本研究班全体では、建築物衛生法が適用されない中規模の建築物に対して、適切な建築物環境衛

生管理を行うために、中規模建築物の特質を踏まえた維持管理手法の検討が不可欠であることから、

建築物所有者等の行動変容を促すような実効性及び汎用性の高い自主的な維持管理手法の構築を検

討している。そのため、中規模建築物所有者等が自ら管理可能かつ IoT とも親和性の高い簡易評価

システムの検討を行う計画となっている。本分担研究としては、このような評価システムを検討す

るにあたり、国内外の室内環境や知的生産性の評価及びレーティングシステム（格付けシステム）

を調査した。調査を行った結果、建物の室内環境質（IEQ）を評価するモデルは 20 年程度前から提

案されていた。近年、欧州連合（EU）の ALDREN プロジェクトが TAIL スキームを提案しており、

建物内の温熱環境、音環境、室内空気環境、光環境の 4 項目の評価とともに、これらの 4 項目を統

合した総合的な IEQ の評価格付けシステムを提案していた。EU ALDREN プロジェクトの TAIL
スキームは、評価対象とする建物をオフィス事務所とホテルとし、健康リスクと快適性を評価する

スキームが具体的に詳細に提案されており、本研究で開発を計画している中規模建築物の評価スキ

ームにおいて、大いに参考になると思われた。 
 
 

A. 研究目的 
建築物衛生法が適用される特定建築物（店舗、

事務所等の特定用途で延床面積 3000 ㎡以上の

建築物、同 8000 ㎡以上の学校）には、建築物

環境衛生管理基準の遵守、その管理実態の報告、

建築物環境衛生管理技術者の選任等が義務づけ

られている。同法が適用されない中小規模の建

築物（以下、中小建築物）においても衛生管理

に努めるように記されているが、現在は監視や

報告の義務がないことから衛生管理状況の実態

が不明瞭となっている。また近年、省エネに対

する建築物所有者や使用者の意識向上が要求さ

れる状況下において、中小建築物は運営や管理

形態の多様さなどから十分な技術的支援を得ら

れず、適切な対応がとられていない可能性が懸

念される。 
このような状況を鑑みると、中規模建築物の

特質を踏まえた維持管理手法の検討が不可欠で

あり、建築物所有者等の行動変容を促すような

実効性及び汎用性の高い自主的な維持管理手法

の構築が必要と考えられる。そこで本研究全体

の目的としては、中規模建築物所有者等が自ら

管理可能かつ IoTとも親和性の高い簡易評価シ

ステムの検討と、そのシステムで想定される簡

易評価困難な維持管理項目の把握があげられて

いる。本分担研究としては、今年度、簡易評価

システムを検討するにあたり、国内外の室内環

境や知的生産性の評価及びレーティングシステ
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ム（格付けシステム）の調査を実施することを

目的とする。 
本研究で得られた成果は、建築物衛生法の適

用範囲の検討に資するものであり、今後の建築

物衛生行政における施策の立案に寄与するもの

である。 
 
B. 研究方法 
国内外の室内環境や知的生産性の評価及び

レーティングシステムについて、関係諸機関の

評価文書や報告書、関連論文等をインターネッ

ト検索および文献データベース検索で調査した。 
 
（倫理面での配慮） 
本研究は、公表されている既存資料を中心と

した情報収集を行った後、それらの整理を客観

的におこなうものであり、特定の個人のプライ

バシーに係わるような情報を取り扱うものでは

ない。資料の収集・整理にあたっては、公平な

立場をとり、事実のみにもとづいて行う。本研

究は、動物実験および個人情報を扱うものでは

なく、研究倫理委員会などに諮る必要のある案

件ではないと判断している。 
 
C. 研究結果および考察 
調査の結果、室内環境や知的生産性の評価及

びレーティングシステムは 20 年程度前から提

案されていた。本調査から得られた代表的な建

物における室内環境質（IEQ）の評価システム

としては、１）EU ALDREN プロジェクトの

TAIL スキーム、２）EU iBRoad プロジェクト

のロードマップ、３）UNEP グローバル・アラ

イアンスのビルディングパスポートがある。た

だし、EU iBRoad プロジェクトと UNEP グロ

ーバル・アライアンスには、詳細なスキームや

評価方法、室内環境質の測定方法が明記されて

おらず、情報が不足していた。 
一方、EU ALDREN プロジェクトの TAIL ス

キームは、評価対象とする建物をオフィス事務

所とホテルとし、健康リスクと快適性を評価す

るスキームが具体的に詳細に提案されていた。

TAIL ス キ ー ム で は 、 ① Thermal (T) 
environment（温熱環境）、②Acoustic (A) 
environment （音環境）、③ Indoor air (I) 

environment（室内空気環境）、④Luminous (L) 
environment（光環境）の 4 つの環境を評価す

る。測定、モデリング、観察によってそれぞれ

の環境をレーティング（格付け）するために、

室温、音圧レベル、換気回数、二酸化炭素濃度、

ホルムアルデヒド濃度、ベンゼン濃度、PM2.5濃

度、ラドン濃度、相対湿度、カビの発生状況

（visible）、照度、昼光率の 12 のパラメーター

が使用されている。評価レベルの判断には、EN-
16798-1 と世界保健機関（WHO）の空気質ガイ

ドラインが使用され、グリーン（緑）、イエロー

（黄）、オレンジ（橙）、レッド（赤）のレーテ

ィングがなされる。測定結果の評価には、主と

してEN-16798-1とWHO空気質ガイドライン

が使用されている。 
EU ALDREN プロジェクトの TAIL スキー

ムは、本研究で開発を計画している中規模建築

物の評価スキームにおいて、大いに参考になる

と思われる。 
また、研究レベルでこれまで報告された建物

の IEQ 評価モデルのレビューを行った論文も

みられた。著者らが独自に開発し、提案してい

るモデルである。EU ALDREN プロジェクトの

TAIL スキーム同様に、温熱、室内空気質、騒音、

光環境などの項目について、評価結果をレーテ

ィングし、さらにそれぞれのレーティングの評

価結果に重みづけを行って総合的な IEQ の評

価を行っている。おそらく逆に、EU ALDREN
プロジェクトの TAIL スキームは、既往の研究

のレビューを踏まえて、国や地域レベルで評価

するための包括的な評価スキームとして提案さ

れたものと思われる。 
 
D. 総括 
国内外の室内環境や知的生産性の評価及び

レーティングシステムについて、関係諸機関の

評価文書や報告書、関連論文等をインターネッ

ト検索および文献データベース検索で調査を行

った結果、建物の室内環境質（IEQ）を評価す

るモデルは 20 年程度前から提案されていた。

近年、EU ALDREN プロジェクトが TAIL スキ

ームを提案しており、建物内の温熱環境、音環

境、室内空気環境、光環境の 4 項目の評価とと

もに、これらの 4 項目を統合した総合的な IEQ
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の評価格付けシステムを提案していた。EU 
ALDREN プロジェクトの TAIL スキームは、

評価対象とする建物をオフィス事務所とホテル

とし、健康リスクと快適性を評価するスキーム

が具体的に詳細に提案されており、本研究で開

発を計画している中規模建築物の評価スキーム

において、大いに参考になると思われる。 
 

E. 研究発表 
1. 論文発表 
1) Azuma K, Kagi N, Yanagi U, Hoon K, 

Osawa H. A longitudinal study on the 
effects of hygro-thermal conditions and 
indoor air pollutants on building-related 
symptoms in office buildings. Indoor Air 
32(11): e13164. doi: 10.1111/ina.13164. 

2) 東 賢一. シックビルディング症候群に関

連するオフィスビルの室内環境要因. クリ

ーンテクノロジー 32(11), 1−4, 2022. 
 
2. 学会発表 
1) Azuma K. Indoor air quality and health 

effects in modern office buildings. 16th 
international conference on indoor air 
quality and climate, Workshop Kuopio, 
Finland, 12-16 June, 2022. 

2) 東 賢一. 室内空気環境対策総論－室内環

境における健康リスク要因とその対策につ

いて－. 第 32 回日本産業衛生学会全国協議

会シンポジウム:新型コロナ感染症と室内

空気環境対策, 札幌, 2022 年 9 月 30 日. 
 
F. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 
予定なし 
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＜研究結果の詳細＞ 
文献データベース検索では、“Carbon dioxide”、“Temperature”、“Noise”、“light”、“Performance”、

“Comfort”、“Perceived air quality”、“Productivity”を検索キーワードとして Pubmed で検索を行

った。インターネット検索では、“indoor performance rating”、“indoor productivity rating”、“indoor 
comfort rating”、“indoor health rating” を検索キーワードとして Google で検索を行った。以下、

検索の結果得られた内容のうち、本研究の目的に適合した調査結果を示す。 
 
1．EU ALDREN プロジェクト 
欧州連合では、ALDREN（ALliance for Deep RENovation in Buildings, https://aldren.eu/）と

いうプロジェクトが 2017 年 11 月に発足し、フランスの CSTB（フランス建築科学技術センター）、

ミラノ工科大学、デンマーク工科大学（DTU）、フランスの認証機関 CERTIVEA、 欧州の REHVA
（欧州空調換気設備協会）、フランスのバレンシア建築研究所（Instituto Valenciano de la 
Edification）、スロバキアのコンサルタント会社 ENBEE（Environment & Building Energy 
Efficiency）、イギリスの環境コンサルト会社 VERCO の 8 つのセクターがこのプロジェクトに参加

している。 
このプロジェクトの目的は、既存の建築物におけるエネルギー性能と室内環境の質（indoor 

environmental quality, IEQ）を評価し、技術面と経費の面から最も関連性の高い長期的な改修方

法を特定して優先付けし、大幅な改修を支援することにある。プロジェクトは 2020 年 10 月に終了

し、その成果として、室内環境質を評価するための TAIL スキーム（オフィス事務所とホテルの IEQ
（健康リスクと快不快を指標）のレベルを包括的に評価する新スキーム）を公表している。 

TAIL スキームでは、①Thermal (T) environment（温熱環境）、②Acoustic (A) environment（音

環境）、③Indoor air (I) environment（室内空気環境）、④Luminous (L) environment（光環境）の

4 つの環境を評価する。測定、モデリング、観察によってそれぞれの環境をレーティング（格付け）

するために、12 のパラメーターが使用されている。評価レベルの判断には、EN-16798-1 と世界保

健機関（WHO）の空気質ガイドラインが使用され、グリーン（緑）、イエロー（黄）、オレンジ（橙）、

レッド（赤）のレーティングがなされる。測定結果の評価には、主として EN-16798-1 と WHO 空

気質ガイドラインが使用されている。 
 
表１－１ 各環境に対する 12 の評価項目 

TAIL 評価項目 

T（温熱） 室温 

A（音環境） 音圧レベル 

I（室内空気質） 換気回数 

二酸化炭素濃度 

ホルムアルデヒド濃度 

ベンゼン濃度 

PM2.5 濃度 

ラドン濃度 

相対湿度 

カビの発生状況（visible） 

L（光環境） 照度 

昼光率 
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表１－２ T（温熱）の基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１－３ I（室内空気質）の基準 
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表１－４ A（音環境）の基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１－５ L（光環境）の基準 
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EN-16798-1 は、「 Energy performance of buildings. Ventilation for buildings - Indoor 
environmental input parameters for design and assessment of energy performance of buildings 
addressing indoor air quality, thermal environment, lighting and acoustics. Module M1-6: 建物

のエネルギー性能－建物の換気 - 室内空気質、熱環境、照明および音響に対処する建物の設計およ

びエネルギー性能評価のための室内環境入力パラメータ－モジュール M1-6」という欧州連合（EU）

域内における統一規格である。EN 規格は European Standards とも呼ばれる。 
温熱、室内空気質、音環境、光環境の４つの評価項目を総じた室内環境質（IEQ）の総合評価を

以下の式で行っている。この総合評価の結果は、4 つの評価項目の中心部分に提示されるシステム

となっている。 
 
IEQ の総合評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

TAIL スキームでは、評価プロトコルが作成されている。12 の評価項目のうち、昼光率について

はシミュレーション、カビの発生状況については専門家による目視観察で評価が実施される。他の

10 項目については測定で評価される。測定は建物の室内と屋外の両方で実施される。 
評価項目の測定は、季節の違いを避けるために、同じ季節の同じ月（可能であれば同じ天候）の

改修前後に実施される。また、季節の違いを把握するために、暖房期（冬期）と冷房期（夏期）の

両方の季節で実施するのが理想的ですが、1 つの季節でも構わない。春期と秋期での評価は必須と

はされていない。ラドンの測定は、冬期のみにラドンが発生しやすい地域でのみ実施される。現場

での測定は、建物を通常通りに使用している時間帯に実施される。 
本スキームは、建物に対するエネルギー改修の効果や影響を把握するために用いられるため、改
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修前ではエネルギー回収の数か月前に実施され、建物の改修後は改修後 3 か月以上遅くとも 1 年以

内に通常の運用を行った後に実施されることが望ましいとされている。全体的なプロセスを図１－

１に示す。 
 

 ＜準備フェーズ＞ 
建物管理者による会合。現地の

事前調査など。 
 

 ＜測定 1 日目＞ 
各部屋にモニタリング装置とサ

ンプラーを設置。換気回数と照

度のスポット測定、目視観察。 

 ＜測定 8 日目＞ 
パッシブサンプラーの回収。

PM2.5 採取フィルターの回収。

騒音、相対湿度、二酸化炭素（可

能であれば）のモニタリング装

置の回収。換気回数と照度のス

ポット測定 2 回目。 

 ＜測定 30 日目＞ 
温度測定結果（相対湿度も同時

に測定していれば相対湿度も）

の回収 

 ＜測定 60 日目＞ 
ラドンのモニタリング装置の回

収。 

 
図１－１ TAIL のレベルを評価するための各評価項目の評価プロセス 
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各建物においては、各評価項目をいくつかの場所で実施する必要があるが、場所の数は、評価結

果が建物全体を表していると考えられることや、技術的及び費用的な面を考慮して場所の数が決定

される。なお、場所の選定に関しては、以下の基準がある。 
 

① 居住者の密度が最も小さい部屋と最も大きい部屋を選定する 
② 地理的な方向が異なる部屋を選択する 
③ 街路、道路、庭に面した部屋を選択する 
④ 類型の異なる部屋を選択する、例えば： 

 今回の改装前において、同時期に、新たに建築されていた、あるいは改装されていた部屋 
 同じ空調ユニットと換気または空調ゾーンを共有する部屋 
 建材や家具等が類似している部屋 
 同様のタイプの日射遮断装置が設置された部屋 

⑤ オフィスビルではシングルオフィス、あるいはオープンプランのオフィス、ホテルでは異なる

サイズの部屋 
⑥ 居住者がいる部屋 
 
評価は、オフィスビルではオフィスルーム、ホテルでは客室でのみ実施される。ロビー、サービ

スルーム、会議室、廊下は対象外となる。測定箇所の面積の合計は、オフィスビルでは延床面積、

ホテルでは客室の延床面積の約 10％とする。建物のサイズに応じて最低２つの場所を選択するが、

少なくともフロアーに 1 か所など、評価結果の質的な向上のためには場所を多くとる。 
部屋の中央で、壁から 1m 以上離れた場所、床から約 0.8～1m の高さ、テーブル／机またはベッ

ドサイドテーブルの上などで評価は実施される。温熱の測定では、0.6ｍの高さが座位の高さと考え

られている。温熱の測定機器は、通気口や直射日光の近くを避けて設置する。 
季節ごとに、オフィスビルでは少なくとも 1 週間のうち労働時間帯（月～金の勤務時間帯のみ）、

ホテルでは全時間帯（月曜から月曜、火曜から火曜など、但し就寝時間帯のみ）に評価を実施する。

但し、温度は 1 か月間、ラドンは 2 か月間測定する必要がある。 
各評価項目の測定プロトコルを以下にまとめた。 

 
１）温度 
温度の測定は、ISO 7730 と ISO 7726 の国際規格に基づく。測定精度が±0.5 ℃以上の校正済み

センサーを使用する。 測定間隔の推奨値は 1～10 分。 屋外の温度は、同時に記録するか、最寄り

の気象観測所から取得する。温度は１か月間測定する。 
 

２）音圧レベル 
音圧レベルの測定は、EN ISO 10052 と EN ISO 16032 に基づく。測定は±1 dB(A) 以上の精度

で校正されたセンサーで実施する。 測定は全てのシステムが稼働している状態で、かつバックグラ

ウンド（周囲の）ノイズが存在し、窓を閉めた状態で行う。連続測定が望ましく、その場合は 1～ 
10 分の測定間隔を用いる。居住者が存在するオフィスでは、勤務時間中に測定された音圧レベルの 
5 パーセンタイルを使用する。これはつまり、居住者が日中にオフィスの部屋を時々出ると仮定し

て、5 パーセンタイルを居住者がいない状況の代表レベルと設定するためである。 居住者がいない

オフィスでは、平均音圧レベルを使用する。 
 
３）換気回数 
機械換気装置のある建物では、他の評価項目の測定の初めと終わり（1 日目、8 日目）の 2 回測
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定する。自然換気の建物では、外気侵入率（infiltration rate）について、測定対象とする部屋の吸

気口と排気口の気流を測定する。 
 

４）二酸化炭素濃度 
オンライン測定。 読み取り精度が少なくとも±50ppm の校正済みセンサーを使用。 測定期間は

オフィスでは月曜日から金曜日まで、ホテルでは連続した 7 日間。 測定間隔は 1～10 分。 オフ

ィスとホテルの両方で屋外での測定を推奨。 
 

５）ホルムアルデヒド濃度 
オフィスでは月曜日から金曜日まで、ホテルでは連続 7 日間のパッシブ測定。冬期と夏期の 2 回

の測定を推奨（必須ではない）。平均濃度をランキングに使用する。測定は ISO 16000-4:2011 に準

拠する。 
 
６）ベンゼン濃度 
オフィスでは月曜日から金曜日まで、ホテルでは連続 7 日間のパッシブ測定。 屋外濃度の測定

が推奨されるが、最寄りの大気中濃度の監視局のデータを使用してもよい。ホルムアルデヒド同様

に、冬期と夏期の 2 回の測定を推奨（必須ではない）。平均濃度をランキングに使用する。測定は 
ISO 16017-2:2003 規格に準拠する。 
 
７）PM2.5濃度 
重量測定（望ましい）または校正済みの光学カウンターによる測定を実施する。測定はオフィス

では月曜日から金曜日まで、ホテルでは連続 7 日間実施する。ベンゼン同様に、屋外濃度の測定が

推奨されるが、最寄りの大気中濃度の監視局のデータを使用してもよい。また、冬期と夏期の 2 回

の測定を推奨（必須ではない）する。平均濃度をランキングに使用する。重量測定は、標準 CEN– 
EN 12341:2014 に準拠する。 
 
８）ラドン濃度 
パッシブ測定。 測定期間は冬季のみの 2 ヶ月。パッシブ線量計は 1 階の 2 か所に設置（1 階にオ

フィスビルのオフィスとホテルの部屋がある場合）。 測定は ISO 11665-8:2013 に準拠する。 
 
９）相対湿度 
オンライン測定。 少なくとも 5%の精度で校正されたセンサーを用いる。測定期間は、温度測定

と同一機器の場合は 1 ヶ月、それ以外の場合はオフィスでは月～金、ホテルでは連続 7 日間。測定

時間の間隔は 1～10 分。オフィスとホテルの両方で屋外の測定を推奨するが、最寄りの気象測定局

のデータを使用してもよい。 
 
１０）カビの発生状況 
目視観察による。表面の相対湿度によるシミュレーションを用いてカビのリスクが存在する場所

を測定に含める。 
 

１１）照度 
照度とは、水平方向に供給される全光を指す。机の高さ（床から 0.85 m）で人工照明システムま

たは窓（昼光）を介して表面を照らす。モニタリングの初日（朝 + 正午 + 午後）と最終日（朝 + 
正午 + 午後）に部屋ごとに 5 か所でスポット測定を行う（部屋の中央 + 4 つのコーナーでの平均
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測定値）。連続測定も利用可能（1～10 分の測定間隔を推奨）。測定は±3 ルクス (または 1 ルクス

の分解能で測定値の ±3%) 以上の精度を持つ校正済みセンサーで行われる。屋外の照度の測定を

推奨。 
 
１２）昼光率 
昼光率は、屋外の照度レベルと屋内の照度レベルの間の一定の比率を想定している。この比率は

一定ではないため、EN 17037 は可能であれば動的昼光シミュレーションを使用することを推奨し

ている。 昼光率を使用した部屋の昼光量は、床面から 0.85 m の高さのグリッドに分割された水平

作業面で計算される。 想定される空のタイプは ISO 15469 規格の TYPE 1 または TYPE 16 であ

る必要があり、計算で使用されたタイプを明記する必要がある。 昼光率を推定するための専用のシ

ミュレーションツールも使用できる（利用可能な標準的なシミュレーションツールはない）。 
 
＜参考資料＞ 
Sesana MM, et al. (2021) ALDREN: A Methodological Framework to Support Decision-Making 

and Investments in Deep Energy Renovation of Non-Residential Buildings 11:3. の 
Wargocki P, et al. (2021) TAIL, a new scheme for rating indoor environmental quality in offices 
and hotels undergoing deep energy renovation (EU ALDREN project). Energy & Buildings 

244:111029. https://doi.org/10.1016/j.enbuild.2021.111029 
 
 
2．EU iBRoad プロジェクト 

iBRoad はヨーロッパの研究プロジェクトで、戸建住宅の建物改修ロードマップを開発している。

このロードマップは、長期（10 年から 20 年）にわたる改修計画を提供しており、室内環境に関し

ては、室内空気質（換気回数、気密性のレベル、外気侵入率、二酸化炭素濃度、一酸化炭素濃度、

粒子状物質濃度、総揮発性有機化合物（TVOC）濃度）、温熱指標（温度、相対湿度、気流、代謝率、

着衣率）、光環境（日中の照度、昼光率）、音環境（音圧レベル、残響時間）のチェックリストを提

供している。但し、具体的な評価値や評価方法が資料には記載されておらず、情報が不足していた。 
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＜参考資料＞ 
BPIE – Buildings Performance Institute Europe (2018) The Concept of the Individual Building 

Renovation Roadmap, An in-depth case study of four frontrunner projects. 
https://www.bpie.eu/publication/the-concept-of-the-individual-building-renovation-roadmap/ 
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3．UNEP のグローバル・アライアンス（UNEP Global Alliance for Buildings and Construction） 
グローバル アライアンス (GlobalABC)は、COP21 で設立され、国連環境計画（UNEP）が主催

する建築物と建設のための地球規模の連合であり、建物や建設を継続的に見直すことにより、ゼロ

エミッションで効率的な建物と建設を目指すものである。30 か国を含む 150 を超えるメンバーで

構成される。 
GlobalABC では、ビルディング・パスポート（Building Passport）という仕組みを構築してい

る。ビルディング・パスポート（デジタル・ビルディング・ログブックまたは（電子）ビルディン

グ・ファイルと呼ばれることもある）は、ビルディングに関する情報のライフサイクル全体のリポ

ジトリ（収納庫）である。建物の管理文書のみならず、その場所、技術的および機能的特性、環境、

社会、財政的なパフォーマンスに関するデータも情報として含まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ビルディング・パスポートシステムの概要 
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ビルディング・パスポートは、情報の記録、リンク、転送、共有などを促進することにより、建

物の所有者とそのサービス提供者による建物の使用と管理をサポートする。そしてさらに、ライフ

サイクル段階全体において、利害関係者間でのデータと情報の共有を実現することができる。この

ことにより、建物の設計、構成、管理、運用および機能終了の理解を深めるのに役立つだけでなく、

透明性と信頼を高め、政策と財務上の意思決定を改善し、建物リソースの最適な使用を実現するこ

とができる。以下にビルディング・パスポートに含まれるデータや情報の項目を示す。 
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建物関連のデータと情報は、国連の持続可能な開発目標（SDG）を適切に実施するために不可欠

である。建物の性能をよりよく理解することにより、設計、建設および使用中に通常は考慮されな

い可能性のある SDGs を明確にすることが可能となる。SDG への貢献の一つとして、SDG3（あら

ゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を推進する）があげられている。 
ビルディング・パスポートでは、SDG3 に関連して、居住者に対する室内での健康と福祉の支援

をあげている。ビルディング・パスポートの導入とより質の高いデータの有効利用によって、室内

空気質、適切な換気、自然光へのアクセス、有害物質への曝露などの評価を通じて、健康的な室内

空間の確保が可能となると考えられている。 
ビル管理システム（BMS）が設置されている建物では、室内環境を監視し、室内温度、二酸化炭

素濃度レベル、湿度に関する情報が自動的に利用可能となり、換気、冷却、インテリジェント・ソ

ーラーなどの技術の使用に関する情報が利用可能となる。ビルディング パスポートが建物の居住

者の健康状態を改善するために使用できる主要な室内空気質と快適性のデータの例を下表に示す。 
左側の列は、通常、設計段階でビルディング・パスポートに記録される屋内の健康と快適性に関連

する機能である。右側の列は、建物の類型に応じて、建物の使用中にモニタリングされるデータを

示している。一般に、この表に記載されている測定は、住居用建物では一般的ではないが、商業用

建物では標準的な方法である、あるいは標準的な方法であるべきとしている。但し、具体的な評価

値や評価方法が資料には記載されておらず、情報が不足していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参考資料＞ 
UNEP (2021) THE BUILDING PASSPORT: A tool for capturing and managing whole life data 

and information in construction and real estate, Practical guideline. 
https://globalabc.org/resources/publications/building-passport-tool-capturing-and-managing-
whole-life-data-and 
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4．室内環境質（IEQ）の評価モデル 
建築物の IEQ を評価するためのモデルが研究として提案されている。本研究課題に関係のある

モデルを提案している論文を以下にあげる。 
１）Heinzerling et al. (2013) 
本論文では、商業用建築物に関する既存の IEQ モデルのレビューを行い、オフィスビルに従事す

る 52,980 人の調査データに基づいて、著者らによる新たな評価方法の提案を行っている。既存の

モデルのレビューの結果について、モデルの概要を表４－１、モデルで評価した結果のレーティン

グの概要を表４－２に示す。 
これらの研究では、例えば、温熱、室内空気質、騒音、光環境などの項目について、評価結果を

レーティングし、さらにそれぞれのレーティングの評価結果に重みづけを行って総合的な IEQ の

評価を行っている。それぞれの研究で調査を行った結果に基づきモデルを構築しているため、各項

目のレーティングや重みづけの係数が異なっており、調査を行った標本数も少ない研究が多い。 
 
表４－１ 既存の IEQ 評価モデルのレビュー結果の要約 
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表４－２ 既存の IEQ 評価モデルによる評価結果のレーティングの概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Study[14]の IEQ 評価分類 
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本論文の目的は、オフィスビルに従事する 52,980 人の大規模な調査データに基づいて、既存の

モデルの評価方法やレーティングを踏まえて、著者らが居住者の満足度に基づく IEQ 評価モデル

を提案することにある。表４－３に著者らの提案を示す。騒音、室内空気質（二酸化炭素濃度）、光

環境、温熱の４項目に対して、建物内の部屋のタイプ別（継続的なコンピュータの使用を伴うオー

プンスペース、間欠的なコンピュータの使用を伴うオープンスペース、会議室、ロビー、個室など）

に満足度に基づいた評価値を設定し、調査結果に基づき重みづけを設定し、総合的な満足度に関す

る IEQ 評価スキームを提案している。この提案は、満足度に基づくものであり、健康影響を評価し

たものではない。 
 
表 ４－３ 著者らが提案する居住者の満足度に基づく IEQ 評価モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

著者らが提案する各評価項目の重み付け係数 
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２）Roumi et al. (2022）：モデルの最新レビュー 
本論文では、2022 年からさかのぼって過去 20 年間における、IEQ の評価及びレーティングモデ

ルをレビューしている。前述の Heinzerling ら（2013）以降の論文も含まており、最新のレビュー

論文といえる。456 件の論文がレビューされている。IEQ の評価モデルを提案する論文は近年増加

しており、このような評価が重視されていることがわかる。これまで提案されてきたモデルでは、

a）温熱快適性とエネルギー効率、b）利用差の満足度と快適度、c）室内空気質と健康問題、d）方

法と手順の４つに焦点があてられている。表４－４には、レビューされたモデルのいくつかに関し

て提案されてきた IEQ の総合評価の重みづけ係数と計算式を示す。前述の Heinzerling ら（2013）
の論文同様に、騒音、室内空気質、光環境、温熱の４項目に対して評価を行い、総合的な IEQ が評

価されている。 
 

 
表４－４ IEQ の総合評価の重みづけ係数と計算式の要約 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜参考文献＞ 
Heinzerling D, Schiavon S, Webster T and Arens E (2013) Indoor environmental quality 

assessment models: A literature review and a proposed weighting and classification scheme 
Build Environ 70;210–222. http://dx.doi.org/10.1016/j.buildenv.2013.08.027. 

Roumi S, Zhang F, Stewart RA (2022) Global Research Trends on Building Indoor Environmental 
Quality Modelling and Indexing Systems—A Scientometric Review. Energies 15;4494. 
https://doi.org/10.3390/en15124494. 
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「中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究」 

 分担研究報告書 

 

建築物環境性能レーティングシステムの室内環境要素及び労働生産性評価ツールの調査 

 

研究代表者 本間義規  国立保健医療科学院 統括研究官 

研究分担者 東 賢一  近畿大学医学部 准教授 

研究分担者 小林健一  国立保健医療科学院 上席主任研究官 

研究分担者 島﨑 大  国立保健医療科学院 上席主任研究官 

研究分担者 阪東美智子 国立保健医療科学院 上席主任研究官 

研究分担者 下ノ薗 慧  国立保健医療科学院 研究員 

 

研究要旨 

国内外には省エネルギー・環境影響評価を目的とした環境性能レーティングシステムが多く存在し

ている。一部では知的生産性やウェルビーイングのほか，清掃・維持管理を含めた環境的・経済的評

価も可能なものも存在している。また，産業保健分野では，企業の健康経営・健康投資に資する労働

生産性ツールが研究されている。本邦の建築物衛生の維持管理に資する自主評価・管理手法の構築

に向けて，これらシステムの解説書や評価ツール，およびこうしたレーティングシステムや労働生産性

評価ツールを収集・整理し、自主的な建築物維持管理手法の構築に向けた課題を明らかにすることを

目的とする。 

建築物の視点における環境・知的生産性レーティングシステムと，労働者の健康・生産性の視点に

おける健康・労働生産性評価ツールはいずれも労働生産性（文脈によっては知的生産性）を評価して

いるものの，環境保全効果もしくは経済指標の測定を各々目指しているため労働生産性に影響する要

素選択に相違がみられた。特に，現在の労働者の健康・生産性の主観評価と現在の健康状態および

過去 1～4週間前の個人の身体的・心理的・経済的要因や住まい要因・コミュニティ要因等の過去の影

響が混在することになるため，単純にその相関性から因果推論も因果探索もすることはできない。これ

ら 2 種類の評価ツールを架橋する因子を組み込み，各要素の重み付けを考慮したモデル構築が必要

である。 

 

A．研究目的 

3000m2を超える事務所の室内衛生環境は，

建築物衛生環境管理基準（建築物衛生法第4条）

でその項目と範囲が定められ，その基準の達成

状況は自治体（保健所）の立入検査・監視指導

の対象となる。しかし，こうした衛生管理が行

われている事務所ビルは全体の12％程度であ

り，残り88％を占める3000m2未満の事務所ビ

ルは，同等の衛生環境を保持できている保証は

どこにもなく，またその実態も十分に把握でき

ていない。過去には厚労科研で中規模建築物の

課題についてまとめているものの，そもそも法

適用とならない建築物全体を代表するサンプ

ルになっているのかどうか，あるいは特殊解の
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集合である建築物に対してどこまで一般化に

耐えるかという観点では，常に課題は残らざる

を得ない。しかしながら，建築物衛生法の適用

とならない面積規模の事務所ビルであっても，

利用する労働者の健康リスクは等しく低減し

なければならない。なお，労働安全衛生法に基

づく事務所衛生基準規則（昭和47年労働省令第

47号）では，建築物衛生法とは別に，気積，換

気，温度，空気調和設備に関する調整，燃焼器

具，照度等，騒音伝ぱの防止，給水，排水，清

掃のほか，トイレ，洗面設備，休憩室等につい

て規定している。この規定は全ての事務所に適

用となるため，内容について常に統一性に配慮

しながら進める必要がある。 

また，本研究で目指している建築物衛生管理

に関する簡易評価システムは，IoT技術や執務

者の主観的評価を積極的に活用することがで

きれば，比較的低コストで必要最小限の品質を

確保することが可能と考えている。どんなによ

いシステムであっても導入に伴う様々な障壁

（コストや手続きの面倒さ，ツール利用の難解

さ等）が残っていれば，自由意志に基づいて自

主的管理に利用してもらうなどほぼ無理であ

ろう。このような背景意図をもちつつ，可能な

限り簡易化しつつも実効性・汎用性のある自主

的物維持管理手法の構築を目標としている。一

方，不動産市場におけるESG投資の浸透，健康

経営に資するオフィスニーズの高まりを受け，

環境不動産もしくは健康不動産への期待も膨

み，オフィス空間の環境・知的生産性レーティ

ングシステムが国内外で開発されている。さら

に，企業の健康経営・健康投資に資する労働生

産性（知的生産性）評価ツールも産業衛生分野

で活用されている。 

本報では，こうした環境性能レーティングシ

ステムや労働生産性評価ツールを研究分担者

独自の視点で収集・整理し，自主的な建築物維

持管理手法の構築に向けた課題を明らかにす

ることを目的とする。 

B.  

B1．  

 日本には，建築環境総合性能評価システム

CASBEE（Comprehensive Assessment System 

for Built Environment Efficiency）が既に開発

されており，一般財団法人住宅・建築 SDGs 推

進センターが管理・運用している。新築・既存・

改修・街区など 21 種類もの評価システムがあ

るが，このうち衛生管理と健康に関連している

CASBEE-WO（ウェルネスオフィス）のマニュ

アルを入手した。同様なシステムは BREEAM

（イギリス）やアメリカ LEED，WELL（とも

にアメリカ）があり，BREEAM In-Use、WELL 

Building、LEED O+M のマニュアルをオンラ

インで入手した。これらは主にエネルギー・環

境の視点から作られているが，ビルメンテの観

点 か ら ま と め ら れ た The BOMA360 

Performance Program（アメリカ）も比較対象

に加えた。 

労働生産性評価ツールは，経済産業省が進め

る「健康経営」ガイドブックを取り掛かりとと

して産業保健分野の論文を検索し，WHO-

HPQ，SPS-6，WLQ，WPAI-GH，SPQ，日本

版 Presenteeism 尺度，WFun，CASBEE-OHC

を調査した。これらはすべてアンケート形式で

あるが，WFun，WLQ は有償であるため，論

文からの情報抽出のみを行い原紙の確認はし

ていない。 

 

C.  

C1.  

 建築物環境性能レーティングシステムは，イ

ギリス建築研究所（BRE，現在は第 3 セクター

であり国立研究所ではない）の BREEAM が最

も古く 1990 年に開発されている。一方、LEED
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はアメリカで 1993 年に開発されており，この

2 つの評価システムが世界で広く利用されて

いる。CASBEE は 2001 年開発で BREEAM や

LEED と同様な評価項目であるが，ファクター

4 の概念を取り入れた環境性能効率（BEE）を

セールスポイントとしている。WELL(2014 年

初版)は健康（ウェルネス）とウェルビーイング

に重点を置いており，室内空気，温熱，湿気，

光，音などの環境要素に対し，多くの項目を評

価している。また BOMA360 は Building 

Owners and Managers Association 

International（アメリカビルディング協会）が

PM（プロパティマネジメント）の観点から作

ったレーティングシステムであり，環境要素に

傾倒していない。日本版は日本ビルヂング協会

連合会が中心になって作成しており，室内環境

要素は建築物衛生法の規定が準用されている。

いずれも省エネルギー、地球温暖化防止をきっ

かけに工学的なアプローチで作られており，評

価項目数が多いことが特徴である。最近では健

康・室内環境品質(IEQ)の視点や不動産価値，

ESG など経済的利益を誘導する方向にシフト

している。これらの詳細を表１に示す。 

C2. 

 

 長時間労働は健康に害を及ぼす危険性が高

い。また不適切な衛生環境下における労働も同

様である。仕事と健康状態の因果関係は執務環

境以外の環境要素や身体的・心理的要素が複合

的に影響するため，対物保健の視点も欠かすこ

とができない。不健康に起因する生産性低下に

伴う経済的損失は，その治療に係る医療的費用

の 2～3 倍であることが報告されており

(Williams,1997)，企業が負担する健康コストは

むしろ生産性を高める方向に寄与すると考え

られるようになってきた。こうした健康状態と

労働生産性（Presenteeism，注 1）に関する研

究は 1990 年代から散見されるようになり，

2000 年代前半にはいくつかの評価ツールが開

発されている。例えばアメリカ産業環境医学会

（ACOEM）が推奨するツールとして WHO-

HPQ(Kessler,2004)，SPS-6(Koopman,2002)，

WLQ(Lerner,2002)、WPAI(Reilly,1993)などが

挙げられる（Loeppke，2003）。「日本再興戦略

改訂 2014」に基づき，生産性低下防止に寄与す

る従業員等の健康保持・増進を目的とした「健

康経営」の取り組みが行われているが（経済産

業省，平成 28 年），日本ではこうした流れのな

かで世界にやや遅れて労働生産性に関する日

本版測定ツールの開発（荒木:2016，Fujino:2015，

古井:2018）および WHO-HPQ，WLQ の日本

語版作成が行われている。表 2 に日本語で利用

可能なツールを示す。 

 なお，対物保健系から知的生産性評価ツール

として発展した CASBEE-OHC（CASBEE オフ

ィス健康チェックリスト）は，CASBEE-WO を

ベースにした 51 項目（健康・快適性 28 項目，

利便性向上 12 項目，安全性確保 1 項目，運営

管理 6 項目，プログラム 4 項目）の評価を行う

ツールである。阿部ら(2020)は，CASBEE-OHC，

WFun，WHO-HPQ，国民生活基礎調査の質問

項目 10 項目，ピッツバーグ睡眠質問票など含

めて Web アンケート調査（有効サンプル 3552

人）を実施し，WFun スコアと負の相関がある

こと，作業効率は CASBEE-OHC と WFun の

相関係数が比較的大きいこと，またオフィスの

みならず住まいやコミュニティとも相関関係

があることを示している。 

 

建築物環境性能レーティングシステムによ

る知的生産性評価は，回答時点での状態或いは

設計状態をその時点で評価する方法である。建

築物は経年劣化や維持保全方策が求められる
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が，それは求められていない。その意味で POE

（Post of Evaluation，事後評価）は重要である

が，実際にはそこまで実施している事業者（施

工業者や設計者）は稀である（余計なコストに

しかならないため）。 

一方，労働生産性評価ツールを執務者の主観

評価のなかで取り入れていこうとすると，いく

つかの構造的な違いが生じる。労働生産性ツー

ルの出自が産業保健的観点からの医学的アプ

ローチであることが根本的な違いである。 

このようなツールを本研究で開発するシス

テムにそのまま準用するためには，いくつか視

点をかえなくてはならないだろう。 
 

E.  

建築物の視点における環境・知的生産性レー

ティングシステムと、労働者の健康・生産性の

視点における健康・労働生産性評価ツールの収

集・整理を行った。いずれも労働生産性（知的

生産性）を評価しているものの、環境保全効果

もしくは経済指標の測定を各々目指している

ため、労働生産性に影響する要素選択に相違が

みられた。特に、現在の労働者の健康・生産性

の主観評価と、現在の健康状態および過去 1～

4 週間前の個人の身体的・心理的・経済的要因

や住まい要因・コミュニティ要因等の過去の影

響が混在することになるため、単純にその相関

性から因果関係を類推することはできない。ま

してや良いとこ取りをしたコンポジットシス

テムとすることも難しい。これら 2 種類の評価

ツールを架橋する因子を組み込み、各要素の重

み付けを考慮したモデル構築が必要である。 

 

注 1）Presenteeism は健康状態に応じたオフ

ィスでの知的生産性の状態を表すが，アウト

カム指標なのか意識評価なのかの出発点に相

違があるため，研究者によって微妙に定義が

異なる。例えば「出勤している労働者の健康

問題による労働遂行能力の低下」(山下ら，

2006)，「出勤しているけれども仕事に集中で

きない状態」(Gilbreath，2012), その他，調

子が悪くて通常よりも業務処理に時間を要す

る状態であるとか，調子悪いにも関わらず出

勤し成果を挙げている状態など多様に表現さ

れている（Jhons,2010）。 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究」 

分担研究報告書 
 

健康・水質に関わる海外のレーティングシステムに関する調査 

 

研究分担者  島﨑 大  国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 

研究要旨 

海外における室内環境・知的生産に係るレーティングシステムの評価項目ならびに運

用状況を調査し明らかにすることで、当研究における建築物衛生環境管理評価システム

（B-HERS）に用いる主観評価アンケート項目設定の参考とすることを目的とした。 

海外の室内環境・知的生産に係るレーティングシステムとして、LEED O+M, GBAC STAR, 

fitwel を対象に、評価項目ならびに運用状況等の情報を抽出し整理したところ、勤務者

の健康に関連する項目として、LEED O+M では①最低限の室内空気質、②たばこコントロ

ール、③室内環境質の効率、④統合的ペストコントロールの 4項目が、GBAC STAR では①

施設における感染症対策および②監査・検査が、fitwel では室内空気質の管理・測定、

結果の共有、統合的ペストコントロール、遮光、室温、水質等の多数の項目が含まれてい

た。特に fitwel では、人の健康に関連する水質項目の遵守が考慮されていた。一方、水

道水の衛生状態を反映する残留消毒剤に関連する項目は、いずれも含まれていなかった。 

Ａ．研究目的 

 海外における室内環境・知的生産に係る

レーティングシステムの評価項目ならびに

運用状況を調査し明らかにすることで、当

研究における建築物衛生環境管理評価シス

テム（B-HERS）に用いる主観評価アンケー

ト項目設定の参考とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 海外の室内環境・知的生産に係るレーテ

ィングシステムとして以下 3 つを選定し、

各システムのウェブサイトから評価項目な

らびに運用状況等の情報を抽出し整理した。

当研究に関わる項目の設定状況、とりわけ、

水道水や給水・給湯に関連する項目の設定

状況について考察を行った。 

・LEED O+M 

・GBAC STAR 

・fitwel 

 

Ｃ．調査結果 

(1) LEED O+M 

i) 概要 

LEED (Leadership in Energy and 

Environmental Design) は、非営利団体 U.S. 

Green Building Council が開発、運用し、Green 

Business Certification Inc.が認証の審査を行

っている。各評価項目の合計ポイントに応

じて４段階の認証レベル（プラチナ・ゴール

ド・シルバー・標準）が設けられている。 

多種多様な建設プロジェクトに対応でき

るよう、以下の認証に分類されている。 
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・BD+C - Building Design and Construction（新

築または大規模改修・テナントビル工事・教

育施設・小売業・データセンター・物流セン

ター・宿泊施設・医療施設） 

・ID+C - Interior Design and Construction（内

装工事） 

・O+M - Building Operations and Maintenance

（大きな改修工事を伴わない、運用や保守

向上のための改善） 

・ND - Neighborhood Development（新規の土

地開発及び再開発） 

・HOMES -（戸建・低層住宅、中高層住宅） 

・Cities and Communities（人々の QoL 向上

を目的とする認証プログラム、自然生態系、

エネルギー、水、廃棄物、交通等を網羅） 

ii) LEED O+M の趣旨と評価項目 

 当研究では建築物の日常的な運用管理に

注目していることから、各認証のうち O+M

を対象とした。最新バージョンは 4.1 であ

り、評価は以下の 7 カテゴリ・22 項目であ

った。 

○立地と交通（1 項目） 

○持続可能な敷地（4 項目） 

・雨水管理 

・ヒートアイランド低減 

・光公害低減 

・敷地管理 

○水の効率的利用（1 項目） 

○エネルギーと大気（5 項目） 

・エネルギー効率に係る最良管理 

・冷蔵冷凍設備管理（基本） 

・エネルギー性能 

・冷蔵冷凍設備管理（強化） 

・エネルギーグリッド網の調和 

○材料と資源（4 項目） 

・購買計画 

・施設管理、補修計画 

・廃棄物処理の効率 

・購買 

○室内環境質（6 項目） 

・最低限の室内空気質 

・たばこコントロール 

・グリーン清掃 

・室内環境質の効率 

・統合的ペストコントロール 

○革新性（1 項目） 

(2) GBAC STAR 

i) 概要 

非営利団体 International Sanitary Supply 

Association の一部門 Global Biorisk Advisory 

Council (GBAC) が開発、運用しており、建

築物の清掃、消毒、感染症予防に関する、施

設認証またはサービス認証（清掃業者向け）

である。 

ii) 評価項目 

施設認証の評価については、以下の 20 項

目が挙げられていた。 

・組織・体制 

・宣言書 

・継続性と改善活動 

・法令・規則の順守 

・短期/中期/長期目標の設定 

・プログラムコントロールとモニター 

・リスクアセスメントとリスク緩和 

・標準作業書（SOP）の策定 

・用具と装備 

・清掃と消毒に使用する薬品 

・在庫管理 

・個人用保護具（PPE) 

・廃棄物管理 

・教育プログラムと能力開発 

・緊急事態に対する準備と対応 
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・施設における感染症対策 

・従業員の健康管理 

・監査・検査 

・協力会社の管理 

・文書管理 

また、これに関連して同部門が公開する

建築物衛生の評価・監査に関する資料集に

は、環境衛生の監視に係る技術として以下

が挙げられており、GBAC 登録制度に登録

されている製品・製造業者が示されていた。 

○ 表 面 監 視 技 術 (Surface Monitoring 

Technology) 

・ATP 測定器 

・定量 PCR 検査 

・拭き取り検査 

・蛍光マーキング 

・表面イメージング 

・消毒範囲指示剤 

・UVC 線量計 

○ 空 気 監 視 技 術 (Air Monitoring 

Technologies) 

・浮遊微粒子カウンタ 

・浮遊病原体センサー 

○ 水 監 視 技 術 (Water Monitoring 

Technologies) 

・ATP 測定器 

・定量 PCR 検査 

(3) fitwel 

i) 概要 

米国疾病対策センター（CDC）および米

国一般調達局（GSA）が共同提案、非営利団

体 The Center for Active Design (CfAD)が運用

している、居住用・商用建築物に関する

Building Health 認証である。 

ii) 評価項目 

 最新バージョン 2.1 における評価項目（商

用・複数テナント向け – Multi-Tenant Whole 

Building）は以下の 12 カテゴリ・65 項目で

あり、各項目に応じて配点の重み付けがな

されていた。 

○立地（4 項目） 

・歩きやすい立地(3) 

・交通機関への隣接 

○建築物へのアクセス（6 項目） 

・交通機関からの歩行ルート 

・従業員への調査 

・駐輪場 

・シャワーとロッカー設備 

・公共交通利用者へのインセンティブ 

・駐車場の効率 

○屋外の空間（8 項目） 

・屋外空間のアメニティ 

・散歩道 

・屋外運動設備 

・健康増進となる庭園 

・農産物の売店 

・果物または野菜農園 

・歩道や駐車場の照明 

・全面禁煙 

○出入り口および 1 階（8 項目） 

・全面禁煙の表示 

・歩行者用出入り口の表示 

・出入り口のアメニティ 

・出入り口の安全用照明 

・1 階エリアの公共的利用 

・屋外歩行路への誘導 

・地域アメニティの表示 

・風除室等の設置 

○階段（6 項目） 

・階段の設置 

・階段の配置 

・階段のデザイン 
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・階段の表示 

・階段の視認性 

・階段の安全性 

○室内環境（8 項目） 

・全面禁煙 

・アスベスト対策 

・室内空気質の管理計画 

・室内空気質の測定 

・室内空気質の測定結果の共有 

・グリーン購入計画 

・化学物質使用、貯蔵箇所の換気 

・統合的ペストコントロール 

○職場（5 項目） 

・自然光へのアクセス 

・自然の景観 

・遮光の調整 

・活動的な仕事場所の提供（スタンディン

グディスク等） 

・室温の調整 

○共有スペース（13 項目） 

・トイレの清掃手順 

・手洗いの表示 

・共用休憩所 

・共用休憩所の清掃手順 

・静音室 

・搾乳室 

・多目的室 

・運動室 

・フィットネス施設 

・農作物のデリバリー販売 

・健康増進プログラム 

・従業員の満足度調査 

・利害関係者の協働 

○飲料水（3 項目） 

・水へのユニバーサルアクセス 

・ボトル給水設備 

・水質 

○食事（4 項目） 

・健康に配慮した飲食物の提供 

・健康に配慮した飲食物を選択できる仕組

み 

・健康に配慮した飲食物へのインセンティ

ブ 

・飲料水へのアクセス 

○自動販売機（4 項目） 

・健康配慮した飲食物の提供 

・健康に配慮した飲食物を選択できる仕組

み 

・健康に配慮した飲食物へのインセンティ

ブ 

・飲料水へのアクセス 

○緊急時対策（4 項目） 

・緊急時対策計画 

・AED 装置 

・認定初期対応者 

・緊急時連絡先の表示 

そのうち、飲料水については調査対象とし

たレーティングシステムのうち唯一、水質

検査に関する評価項目が存在していた。詳

細は以下のようであった。 

・定期的に年 2 回以上、ならびに、給水シ

ステム関連の施工や修理等の後に実施 

・各階ごとに水源（貯水槽等）から最遠とな

る給水栓を 1 箇所以上対象に含める 

・公共水道等から給水を受ける場合には、

以下項目の最大汚染濃度を満たす 

   - ヒ素: 0.010 mg/L 

   - 銅: 1.3mg/L  

   - 大腸菌群: 陽性率 5.0%  

   - 鉛: 0.015 mg/L 

   - レジオネラ: 0.000 mg/L 

   - 硝酸イオン: 50mg/L 
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   - 塩化ビニル: 0.002 mg/L 

・公共水道等から給水を受けない場合には、

米国環境保護庁、世界保健機関、あるいは

地方自治体が定める飲料水水質基準や水

質ガイドラインを満たす 

・水管理計画（Water Management Program）

を策定する 

・冷却塔など給水システムと切り離された

設備について飲用水の供給を確認する 

 

各レーティングシステムの概要、評価対

象、評価表示ならびに評価項目等を表１に

まとめた。 

 

Ｄ．考察 

(1) LEED O+M 

当レーティングシステムにおける評価項

目のうち、室内環境質に関する項目が 6 項

目含まれた。特に勤務者の健康や知的生産

性に関わる項目として、①最低限の室内空

気質、②たばこコントロール、③室内環境質

の効率、④統合的ペストコントロールの 4

項目が挙げられていた。 

一方、給水や飲料水については雨水貯留

と利用ならびに節水に関する各事項やメー

タ計量による使用量の把握が挙げられてい

るものの、水質に関する評価項目は見受け

られなかった。 

 

(2) GBAC STAR 

当該レーティングシステムの施設認証に

ついては、清掃・消毒作業の標準作業手順書

や感染症対策に関する項目が主であり、直

接的に室内環境・知的生産に関わる項目は

見受けられなかった。 

一方、①施設における感染症対策および

②監査・検査において、表面・空気・水を媒

体とした病原体への対処が意識されており、

勤務者の健康に関連すると考えられた。た

だし、水に関しては ATP 検査および定量

PCR 検査のみが挙げられており、病原体や

各種細菌の現存指標となる項目としては不

十分であるように考えられた。 

 

(3) fitwel 

当レーティングシステムは、勤務者なら

びに利用者の健康や知的生産性に関わる多

様な項目が網羅されていた。室内環境につ

いては室内空気質の管理・測定、結果の共

有、統合的ペストコントロールが含まれて

おり、職場環境には室温および遮光調整・自

然光が含まれていた。 

とりわけ、飲料水については人の健康に

関連する水質項目の遵守が考慮されており、

水道の資機材等を由来とする金属類（銅・

鉛）、有機化合物（塩化ビニル）、日和見感染

菌（レジオネラ）、糞便汚染指標（大腸菌群）

が含まれていた。特にレジオネラについて

は、さらに水管理計画の策定が求められて

いる点は特筆すべきである。水管理計画と

は、CDC が立案する建築物内の給水・給湯

系を対象とした包括的レジオネラ対策であ

り、その方法論は WHO が提唱する水安全

計画を基本としている。諸外国にて建築物

内の給水・給湯システム等を通じた日和見

感染の増加が報告されていることから、レ

ジオネラ対策が重視されている可能性があ

る。 

一方、水道事業者から供給される水道水

の衛生状態について重要な指標である、残

留消毒剤（遊離残留塩素等）は含まれていな

かった。 
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また、身体運動の促進（階段の利用、フィ

ットネス施設等）、飲食物における健康配慮

（食堂、自販機、農産物売店等）、メンタル

ヘルス関連、母子保健など多岐にわたって

おり、包括的な Building Health 認証を指向

していると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

海外の室内環境・知的生産に係るレーテ

ィングシステムとして、LEED O+M, GBAC 

STAR, fitwel を対象に、評価項目ならびに運

用状況等の情報を抽出し整理した。勤務者

の健康に関連する項目として、LEED O+M

では①最低限の室内空気質、②たばこコン

トロール、③室内環境質の効率、④統合的ペ

ストコントロールの 4 項目が、GBAC STAR

では①施設における感染症対策および②監

査・検査が、fitwel では室内空気質の管理・

測定、結果の共有、統合的ペストコントロー

ル、遮光、室温、水質等の多数の項目が含ま

れていた。fitwel では人の健康に関連の水質

項目の遵守が考慮されており、水道の資機

材等を由来とする金属類や、日和見感染の

原因となるレジオネラへの対処が盛り込ま

れていた。一方、水道水の衛生状態を反映す

る残留消毒剤に関連する項目は、いずれも

含まれていなかった。 

 

Ｆ．研究発表 

1.論文発表 

  （該当なし） 

2.学会発表 

 （該当なし） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む） 

1.特許取得 

（該当なし） 

2.実用新案登録 

（該当なし） 

3.その他 

（該当なし） 
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表 1 各レーティングシステムにおける概要および評価項目等 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

「中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究」 

分担研究報告書 

 

健康と室内環境にまつわる行動変容に関する検討 

研究分担者  阪東 美智子  国立保健医療科学院 生活環境研究部 上席主任研究官 

 

研究要旨 

本稿は，中小規模建築物の衛生管理について自主的な維持管理システムを効果的に構築するため

に，人の環境調整行動を変化させる要因を整理しその特徴や課題を明らかにすることを目的とする。

令和 4 年度は，ナッジ理論を含めた行動変容研究について文献レビューを行い，公衆衛生分野におけ

る行動変容研究の動向や，Web アプリの開発・活用に資する情報の整理を行った。 

室内環境の維持管理を対象とした研究は，省エネルギーに関するものを除くと少なく，知見が不十

分であること，健康や生産性の向上などの観点からの動機付けや便益費用の整理が必要であること等

が明らかになった。また，デジタルツールの利用について検証されている研究は海外で実施されたも

のしかなく，国内で実装されているツールとは MINDSPACE 要素が異なっていることから，さらな

る検証が必要である。 

A．研究目的 

 建築物衛生法の対象である特定建築物では，建

築物環境衛生管理基準に従った衛生管理や建築物

環境衛生管理技術者の選定が義務付けられてお

り，これによって一定の衛生管理を担保すること

が可能であるが，法の対象外である中小規模の建

築物においては，自主的な維持管理に頼っている

のが実情である。 

 自主的な維持管理を適切かつ効果的に進めるた

めには，建築物の所有者・管理者や従業員等，建

築物を利用する個々人の取組みが重要となる。 

本研究では，オフィス空間において室内環境を

主観的に評価しかつ物理測定と併せて点数化を行

い，それを Web アプリ等で周知して，従業員の

環境調整行動を変化させることにより，自主的な

維持管理の推進・向上を行うことを最終目的とし

ている。 

本稿では，自主的な維持管理のシステムを効果

的に構築するために，人の環境調整行動を変化さ

せる要因を整理しその特徴や課題を明らかにす

る。特にナッジ（Nudge）理論に着目し，Web 

アプリの開発・活用における留意点―例えば，

「主観評価に取り組む意欲」の向上に寄与する要

因（やる気を削がないプッシュ通知，頻度の在り

方等）―を検討するための基礎資料とする。 

 

B．研究方法 

 ナッジ理論を主とする行動変容に関する書籍

や論文を，書店・図書館の蔵書や医中誌・PubMed

による文献検索によって収集する。また，主要書

籍の参考・引用文献から関連文献を収集する。こ

れらの文献を使用し，ナッジ理論を含めた行動変

容研究について文献レビューを行う。 

 

C．研究結果 

１）ナッジ理論を活用した公衆衛生活動 

 ナッジの概念は 2008 年にアメリカの経済学者

リチャード・セイラーと法学者キャス・サンステ

ィーンによって提唱され 1），2017 年にリチャー

ド・セイラーがノーベル経済学賞を受賞したこと

により注目を集めるようになった。ナッジとは，

教育や法制度等による規制や統制ではなく，選択
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の自由を保ちながら良い方向へと個人や集団の

意思決定や行動を誘うアプローチ（仕組み，戦略）

である。日本では，2017 年に環境省を主軸とし

て日本版ナッジ・ユニットが発足しており，ナッ

ジを「行動科学の知見（行動インサイト）の活用

により、『人々が自分自身にとってより良い選択

を自発的に取れるように手助けする政策手法』」

2）と定義づけている。 

 公衆衛生分野においても，ナッジ理論の応用は

積極的に行われている。厚生労働省のサイトでは，

広報誌『厚生労働』2020 年１月号のナッジ理論

の特集記事 3）や，ナッジ理論を使った『受診率向

上施策ハンドブック』が掲載されている 4）。多く

の自治体の保健事業にも応用されており，主に

「健診・検診」や「健康づくり」で活用されてい

る 5）。 

 ナッジ理論の主なフレームワークとして，イギ

リスの The Behavioural Insights Team(BIT)に

よる「MINDSPACE」5）6）（表 1）と「EAST」7）

（表 2）があり，これらの要素が単体また複合的

な組み合わせで利用されている。 

 

２）公衆衛生に係る行動変容研究の動向 

 医中誌および PubMed において「ナッジ」ま

たは「行動科学」と健康や室内環境の関連ワード

を組み合わせて検索を行い，本文ありの文献の件

数を調べた（表 3，表 4）。 

 医中誌，PubMed ともに，「健康」や「予防」

との組み合わせでは相当数の文献がヒットした

が，「温度」「湿度」「空気」「換気」「建築」など建

物や室内環境に関するワードでの検索結果は 0

件が多かった。数件の結果が出た場合も，本文を

読むと，建物や室内環境の衛生管理に関するもの

はほぼ皆無であった。例えば，「ナッジ 環境」

「行動科学 環境」はそれぞれ 16 件，28 件の検

索結果が出たが，その内容は屋外環境や社会的・

制度的・人的環境に関するものがほとんどであっ

た。建物や室内環境に関するものでは，階段の利

用を促すもの 9）10）11）や省エネルギーの向上につ

なげるもの 9）があったが，温湿度や換気の管理・

制御などを促すような研究はなかった。 

階段の利用については，国内外でピアノ階段の

設置事例が効果的なナッジの活用例として紹介

されていた 9）。また，LEED（米国グリーンビル

ディング協会が開発した環境評価システム）の認

証を取得した住宅における階段の利用の促進効

果の報告事例もあった 10）。ナッジが十分な効果

を示さなかった事例もあり，その理由として，先

験的な行動の普及，あらかじめ確立された習慣，

天井効果，インフラの構築などの要因が示されて

いた 11）。 

省エネルギーについては環境省の実証実験の

結果が紹介されており，電気またはガスの使用量

に関する情報等を掲載したレポートを毎月また

は隔月で 2 年間送付するというランダム化比較

試験の結果，平均で 2%の省エネルギー効果が継

続的に見られたことや，レポート送付停止後もそ

の効果が少なくとも 1 年間持続したことが報告

されていた 9）。OECD の事務所ビルで行われた実

験では，冬季の暖房シーズンにサーモスタットの

デフォルト設定を操作することにより従業員の

サーモスタットの設定が変わることが実証され

ていた 12）。 

事業所を対象とした調査研究として，「健康経

営」の観点からの報告も複数見られる 13）14）。健

康経営は従業員の健康および生産性の向上に資

することから，健康行動を起こしやすくなるため

の方策や，そのための環境調整が求められており，

そこにナッジ理論などが活用されている。しかし，

これまでの取組みの中に，建物や温湿度・空気質

などの室内衛生環境に関する項目に直接アプロ

ーチしている事例は見つからなかった。 

 デジタルツールの利用については，関連調査研

究が多数実施されその効果が実証されていた。身

体活動促進効果が示されたツール及び国内で利

用されているツールの機能をナッジ理論に基づ

いて検討した研究では，無作為化比較介入試験で

検証された 32 件のツール（すべて海外で実施），

および国内で実装されている 36 件のツールにつ

いて，MINDSPACE 要素の有無を分類していた

15）。無作為化比較介入試験で身体活動促進の効果

が示されたツールに含まれる要素は，多い順に
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Priming，Ego，Norms，Commitments であっ

た。一方，国内実装事例ではこれらの要素は少な

く，最も多い要素は Incentives であった。 

 ナッジの活用について，日本版ナッジ・ユニッ

トを含む多数の研究者・組織は，「思うような効

果が得られなかった事例も少なからずある」「ナ

ッジ単独ですべてがうまくいくわけではない」

「効果を持続・増強させるにはどうすれば良いか」

などの問題点があることを指摘し，新しい政策ア

プローチとして「ブースト（Boost）」を提案して

いた 16）。ブーストとは，「人々が行動を習慣化し、

維持するには、本人の主体的な関与が欠かせない」

という認識に基づき，「個人の技能と知識（コン

ピテンシー，リテラシー）を向上させ、人々が自

分自身で主体的に選択する能力を育成する政策

アプローチ」を指す 16）17）。 

 

D．考察 

１）室内環境の維持管理に関する行動変容研究 

 文献レビューでは，温湿度や空気質等の室内

環境の維持管理や制御に関する報告はほとんど

見られなかった。そもそも，公衆衛生分野にお

いて，室内環境など物理的環境要因を扱う研究

は少なく，健康に関する物理的環境因子が十分

に認識されておらず，実態把握も不十分である

ことが背景にあると考えられる。 

 数少ない先行研究では，省エネルギーの観点

から温度の調節や照明の管理にナッジ理論を活

用した取組みが見られる。省エネルギーという

切り口は，環境への配慮・貢献につながるとい

う点で，ナッジ理論の MINDSPACE 要素の

Commitments となじみが深い。また，取組によ

ってエネルギー消費量が減ると使用料金が減る

という金銭的な見返りがあるので，効果がわか

りやすく Incentives が働きやすい。 

 しかし，本研究では，省エネルギーという観

点からだけではなく，建築物衛生法に準じた衛

生管理（建築物衛生法の目的は，「建築物におけ

る衛生的な環境の確保を図り、もつて公衆衛生

の向上及び増進に資すること」）を中小規模建築

物で展開することを意図している。そのために

は，省エネルギーのようなわかりやすい

Commitments や Incentives が必要である。温

湿度や空気質の適切な維持管理は，健康経営の

観点から，従業員の健康や生産性の向上に関わ

るが，具体的にその効果が掌握されにくいとい

う難点がある。点数化などによる見える化の工

夫が求められる。ただし，その際には，

Commitments や Incentives が誰に向けられた

ものであるかに留意する必要がある。事業所の

管理者と従業員では動機や利害が相反すること

もあるからである。 

 また，室内環境の維持管理における行動変容

においては，次のような点にも注意が必要であ

る。一つは，対象者が直接的かつ容易に室内環

境の維持管理に携われる状況にあるかどうかと

いうことである。身体活動の促進（運動等）や禁

煙，食事など，ナッジ理論が応用されている事

例は，個人が直接的に管理・制御することが可

能であるが，温湿度や空気質などの室内環境は，

空調方式や制御システムによっては個人が直接

的に管理・制御できない場合がある。二つ目に，

温湿度や空気質は周辺の他の人々とも共有する

環境であり，人によって温熱感や快不快感，健

康影響や生産性等への影響は異なる。このため，

個人の意思決定により安易に室内環境を調節す

ることは必ずしも「良い方向」であるとは言え

ない場合がある。 

 

２）効果的なデジタルツールのあり方 

 デジタルツールを利用したナッジの活用につ

いて調べた先行研究では，MINDSPACE 要素の

Priming，Ego，Norms，Commitments が多く使

用されているが，これらはすべて海外で実施され

た研究であり，国内で実装されているツールでは

これらの要素は少なく Incentives も最多であった

という知見は興味深い。これは海外と日本での文

化や慣習，意識の違いが反映されていると考えら

れる。環境省の日本版ナッジ・ユニットのサイト

にも「行動インサイトについては，海外で効果の

あった事例が，文化や習慣等の異なる日本でも同

様に効果があるとは限りません。また，国内のあ
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る条件で効果の見られた行動インサイトが，別の

条件で同様の効果を発揮するとは限りません。」と

の記載がある 18）。したがって，本研究の推進にあ

たり，国内の事例をさらに収集したり，あるいは

海外で効果のあった事例について日本で検証をし

直すことが必要であると思われる。 

 また，ナッジの効果は限定的であることや，そ

の先の取組みとしてブーストの活用が提案されて

いることから，本研究でも，デジタルツールの開

発・運用にあたっては，ナッジだけでなくブース

トも取り入れた検討が必要である。特に，無関心

層に対しては，個人の知識（コンピテンシー，リテ

ラシー）を向上させるようなプログラムをデジタ

ルツールに組み込んだり，デジタルツールの活用

にあたって，利用者に研修会を行ったりするなど

の工夫が求められる。 

 

E．結論 

 ナッジ理論を含めた行動変容研究に関する文献

レビューにより，室内環境の維持管理を対象とし

た研究は少なく知見が不十分であること，健康や

生産性の向上などの観点からの動機付けや便益費

用の整理が必要であること等を明らかにした。ま

た，行動変容を進める上で考慮すべき留意点や効

果的なデジタルツールを開発・運用するための工

夫について整理した。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

２．学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし 
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表 3 MINDSPACE 

 

出典：福田（2019）5）を改変 

 

表 4 EAST 

 
出典：帝京大学大学院公衆衛生学研究科（2022）8）を改変 

 

 

 

 

 

 

 

Messenger（メッセンジャー） 

情報の伝達者の影響を強く受ける。 

Incentives（インセンティブ） 

損失を避けたいなどの判断により、誘因に対して反応を示す。 

Norms（規範） 

他者の行動に影響を強く受ける。 

Defaults（デフォルト） 

初期設定に従う。 

Salience（顕著性） 

新しいことや自分に合ったことに着目する。 

Priming（プライミング） 

潜在的な手がかりに影響を受ける。 

Affect（感情） 

感情の影響を強く受ける。 

Commitments（コミットメント） 

常識や返報性を志向する。 

Ego（エゴ） 

自分にとって都合がよいように行動する 

Easy 

簡単である 

Attractive 

魅力的である 

Social 

社会的規範となっている（皆がやっている） 

Timely 

時期は適切である 
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表 3 医中誌の検索結果（本文ありの件数） 
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検索ワード 件数 検索日

ナッジ 健康 ヘルス 13 2022/11/11

ナッジ 環境 16 2022/11/11

ナッジ 建物 1 2022/11/11

ナッジ 行動 82 2022/11/11

ナッジ 健康 52 2022/11/15

ナッジ 衛生 36 2022/11/15

ナッジ 換気 0 2022/11/15

ナッジ 空気 0 2022/11/15

ナッジ COVID－19 9 2022/11/15

ナッジ 熱中症 0 2022/11/15

ナッジ 温度 0 2022/11/15

ナッジ 湿度 0 2022/11/15

ナッジ 行動療法、行動制御 43 2022/11/15

ナッジ CO2濃度 0 2022/11/15

ナッジ コロナ対策 0 2022/11/15

ナッジ 建築 1 2022/11/15

ナッジ 予防 24 2022/11/15

ナッジ アプリ 2 2022/11/15

ナッジ 感染症 4 2022/11/16

行動科学 健康 ヘルス 10 2022/11/16

行動科学 環境 28 2022/11/16

行動科学 建物 0 2022/11/16

行動科学 建築 0 2022/11/16

行動科学 健康 89 2022/11/16

行動科学 衛生 29 2022/11/21

行動科学 感染症 7 2022/11/21

行動科学 空気 1 2022/11/21

行動科学 COVID－19 4 2022/11/21

行動科学 熱中症 0 2022/11/21

行動科学 温度 5 2022/11/21

行動科学 湿度 0 2022/11/21

行動科学 行動変容 59 2022/11/22

行動科学 換気 1 2022/11/22

行動科学 CO2濃度 0 2022/11/22

行動科学 コロナ対策 0 2022/11/22

行動科学 予防 54 2022/11/22

行動科学 アプリ 2 2022/11/22
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表 4 PubMed の検索結果（本文ありのみ） 

 

検索ワード 件数 検索日

Nudge application 90 2022/11/24

Nudge theory health 65 2022/11/25

Nudge health environment 129 2022/11/25

Nudge health behavior change 157 2022/11/30

Nudge Mobile health 48 2022/11/30

Nudge hygiene 30 2022/12/2

Nudge Building health 35 2022/12/2

Nudge modification health 17 2022/12/5

Nudge precaution 2 2022/12/5

Nudge sanitation health 6 2022/12/5

Nudge infectious disease 33 2022/12/5

Nudge app 27 2022/12/6

Nudge ventilation airflow 0 2022/12/6

Nudge ventilation 7 2022/12/6

Nudge COVID-19 94 2022/12/6

Nudge prevention health measure 42 2022/12/12

Nudge heatstroke 0 2022/12/15

Nudge behavioral therapy health 58 2022/12/15

Nudge behavioral science environment health 34 2022/12/19

Nudge behavioral science Behavior Change health 63 2022/12/21

Nudge behavioral science Behavior Change application 10 2022/12/21

Nudge behavioral science Behavior Change ventilation airflow 0 2022/12/21

Nudge behavioral science  CO2 concentration 0 2022/12/21

Nudge behavioral science Prevention of Infectious Diseases 9 2022/12/21

Nudge behavioral scienceTemperature 0 2022/12/21

Nudge behavioral science level of humidity 0 2022/12/21

Nudge behavioral science COVID－19 27 2022/12/21

Nudge behavioral science Building health 9 2022/12/21

Nudge behavioral science heatstroke 0 2022/12/21

Nudge behavioral science hygiene 6 2022/12/21

Nudge behavioral science health environment 35 2022/12/21

Nudge behavioral science theory health 23 2022/12/21

Nudge behavioral science Mobile health 11 2022/12/21

behavioral science Behavior Change application health environment 108 2022/12/23

behavioral science Behavior Change health Building environment 68 2022/12/23

behavioral science Behavior Change health prevention ventilation 9 2023/1/6

behavioral science Behavior Change health humidity 15 2023/1/6

behavioral science Behavior Change health prevention covid-19 3 2023/1/6

behavioral science Behavior Change health prevention atmosphere 23 2023/1/17
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研究成果の刊行に関する一覧表 
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発表者氏名 論文タイトル名 発表誌名 巻号 ページ 出版年 
Azuma K, Kagi N, 
Yanagi U, Hoon K, 
Osawa H. 

A longitudinal study 
on the effects of 
hygro-thermal 
conditions and 
indoor air pollutants 
on building-related 
symptoms in office 
buildings 

Indoor Air 32(11) e13164 2022 

東 賢一 シックビルディング

症候群に関連するオ

フィスビルの室内環

境要因 

クリーンテ
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阪東美智子，下ノ薗

慧 

国内外における既存

建物の環境性能レー

ティングシステムの

収集・整理 

第 46 回人

間-生活環

境系シンポ

ジウム報告
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 147-150 2022 

 



令和  ５年 ３月３１日 
 

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 曽根 智史       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                       

２．研究課題名  中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究        

３．研究者名  （所属部署・職名） 統括研究官                           

    （氏名・フリガナ） 本間 義規（ホンマ ヨシノリ）                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和  5 年 3 月 31 日 
 

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 近畿大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 細井 美彦       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                        

２．研究課題名 中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究         

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部 准教授                         

    （氏名・フリガナ） 東 賢一（アズマ ケンイチ）                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和  ５年 ３月３１日 
 

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 曽根 智史       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                       

２．研究課題名  中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究        

３．研究者名  （所属部署・職名） 医療・福祉サービス研究部・上席主任研究官            

    （氏名・フリガナ） 小林 健一・コバヤシ ケンイチ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和  5年 3月 31日 
 

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 曽根 智史       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 健康安全・危機管理対策総合研究事業                        

２．研究課題名 中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究         

３．研究者名  （所属部署・職名）生活環境研究部・上席主任研究官                  

    （氏名・フリガナ）島﨑 大・シマザキ ダイ                       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和  ５年 ３月３１日 
 

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 曽根 智史       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                       

２．研究課題名  中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究        

３．研究者名  （所属部署・職名） 生活環境研究部・上席主任研究官                 

    （氏名・フリガナ） 阪東美智子・バンドウミチコ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和  ５年 ３月３１日 
 

国立保健医療科学院長 殿 
                                                                                              
                   
                              機関名 国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名 曽根 智史       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  健康安全・危機管理対策総合研究事業                       

２．研究課題名  中規模建築物所有者等による自主的な維持管理手法の検証のための研究        

３．研究者名  （所属部署・職名） 生活環境研究部・研究員                     

    （氏名・フリガナ） 下ノ薗 慧・シモノソノ ケイ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立保健医療科学院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


